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令和８年第５回大木町議会定例会会議録（第１号） 

１．招集年月日   令和８年９月３日（木）  午前９時３０分開議 

 

２．招集場所    大木町役場議会議場 

 

３．出席議員   

        １番  山 田 貴 大   ２番  德 永 卓 也 

３番  益 田 富 啓   ５番  深 町 敏 生 

        ６番  田 中 一 成   ８番  原 田   勝 

        ９番  古 賀 靖 子  １０番  益 田 隆 一 

       １１番  古 賀 知 文  １２番  中 島 宗 昭 

       １３番  中 島 和 正 

 

４．欠席議員   なし 

 

５．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者の職氏名 

町長 広 松 栄 治 健康課長 中 尾 実世子 

副町長 長 瀬 光 市 福祉課長 杉  美輝代 

教育長 徳 永  裕 建設水道課長 石 橋 一 昭 

総務課長 池 末 行 成 産業振興課長 荒 巻 尊 己 

会計課長 的 場 哲 也 農業委員会事務局長 鶴 岡 寛 士 

企画財政課長 川 村 九州生 環境課長 野 田 順 克 

地域づくり課長 野 口 英 幸 こども未来課長 北 島 秀 啓 

税務町民課長 久良木 晃 秀   

 

６．本会議に職務のため出席した者の職氏名 議会事務局長  中村 和也 

 

７．議案の題目 

 

 

①会期の決定について 

②町長の挨拶 

③一般質問 

④大木町議会議員の定数を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

⑤大木町公告式条例の一部を改正する条例の制定について 
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⑥大木町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

⑦大木町印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

⑧大木町有水路水面使用に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

⑨大木町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例の制定について 

⑩大木町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例の制定について 

⑪大木町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例の制定について 

⑫令和７年度大木町一般会計歳入歳出決算の認定について 

⑬令和７年度大木町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

⑭令和７年度大木町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

⑮令和７年度大木町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

⑯令和８年度大木町一般会計補正予算（第４号）について 

⑰令和８年度大木町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について 

⑱バイオガスコージェネレーション設備改修工事請負契約の締結について 

⑲令和７年度大木町健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

⑳株式会社大木町健康づくり公社経営状況報告について       

㉑一般社団法人サスティナブルおおき経営状況報告について 

㉒一般財団法人ひしのみ国際交流センター経営状況報告について 

㉓大木町議会運営委員会の閉会中の継続調査の申出について 

㉔大木町議会常任委員会の閉会中の継続調査の申出について 

㉕諸般の報告について 

㉖会議録署名議員の指名について 

 

 

 

８．議事 

 

 

 

〇議長 
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皆様、おはようございます。令和８年第５回大木町議会定例会の

開会にあたり、一言ご挨拶を申し上げます。まず、７月 28日に

発生しました熊本地震について申し上げます。この地震では、す

でに皆様もご承知の通り、熊本県内を中心に甚大な被害が発生

し、多くの尊い命が奪われました。お亡くなりになられた方々と

ご遺族に対し、謹んで哀悼の意を表しますとともに、被災された

すべての皆様に心よりお見舞いを申し上げます。現在も避難生活

を余儀なくされている方々がおられることから１日も早い復旧復

興と、被災された皆様の生活が平穏を取り戻されますことを心か

ら願うものであります。さて、９月に入り、暦の上では秋を迎え

ましたが、まだまだ厳しい暑さが続いております。皆様におかれ

ましては、引き続き、体調管理には十分ご留意いただきたいと思

います。そうした中、議員各位におかれましては、公私ともにご

多忙のところご出席いただき、厚く御礼申し上げます。今定例会

には多岐にわたり議案が提出されております。中でも令和７年度

決算を審議する重要な議会でもあります。委員各位におかれまし

ては、慎重かつ活発な審議を尽くされ、さらなる町政の発展、住

民福祉の向上のため、ご尽力をいただきますようお願い申し上げ

ます。また、今定例会では、会期中を通して議員の皆さん、執行

部の皆様とともにさるこいフェスタロゴ入りシャツを着用いただ

いております。９月に入っても続く猛暑対策の一環であるととも

に、 11月８日日曜日に開催されます大木さるこいフェスタ 2026

が記念すべき第 20回目の開催を迎えることから、その節目の開

催を町内外の皆様に広くアピールし、開催を盛り上げていきたい
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と思っております。議会といたしましても、こうした地域の大切

なイベントを応援するとともに、大木町の魅力を町内外へ発信し

ていきたいと考えております。最後に、先ほども述べましたとお

り、これからの時期は台風や豪雨シーズンでもあり、まだまだ厳

しい暑さが続きますので、町民の皆様には防災意識を一層高めら

れ、引き続き熱中症予防など体調管理には、十分ご留意ください

ますようお願い申し上げまして、開会にあたってのご挨拶といた

します。ただいまの出席議員 11名、従いまして定足数に達し、

定刻を過ぎましたので、議会は成立いたします。ただいまから令

和８年第５回大木町議会定例会を開会します。直ちに本日の会議

を開きます。なお、本日は堤代表監査委員に出席をお願いしてお

ります。 

日程第１、会期の決定について、を議題といたします。去る８月

25日、議会運営委員会が開催されましたので委員長の報告を求め

ます。中島和正委員長。 

 

〇議会運営委員会委員長 

皆様、改めましておはようございます。議会運営委員会の報告を

いたす前に、この機会を利用して１点、皆様にご報告を申し上げ

たいと思います。実は、本町代表監査委員でもあります堤賢哲氏

が、８月７日に開催をされました福岡県監査委員協議会総会にお

きまして、同協議会の副会長として承認がなされております。こ

れから大変な重責を担われる堤代表に心からエールを送らせてい
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ただきますとともに、本町の監査業務におきましても、その職権

を十二分に発揮をされ、業務の充実に寄与されますこと、心から

お願いを申し上げたいと思います。堤代表、よろしくお願いいた

します。それでは、議会運営委員会の協議結果をご報告いたしま

す。去る８月 25日、議会運営委員会を開催し、令和８年９月定

例会の議事日程等につきまして協議をいたしました結果、会期を

本日より９月 18日までの 16日間と決定をいたしておりますの

で、議員各位には重ねてご協力をお願いし、委員長報告といたし

ます。 

 

〇議長 

お諮りいたします。委員長の報告のとおり、会期を本日から９月

18日までの 16日間と決定することにご異議ありませんか。 

 

異議なし 

 

ご異議なしと認めます。したがって、日程第１、会期の決定につ

いては、本日から９月 18日までの 16日間と決定いたしました。

委員長、ご報告ありがとうございました。ここで議案審議に入る

前に町長の挨拶を許します。広松町長。 
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〇町長 

皆様、改めましておはようございます。今日は、議員さんたち、

カラフルなポロシャツで。はい、なんか落ち着いている感じにな

っておりますが、どうぞよろしくお願いいたします。それでは、

令和８年第５回大木町議会定例会の開会にあたりまして、一言ご

挨拶を申し上げます。本日ここに本定例会を招集しましたとこ

ろ、議員各位におかれましては、大変ご多忙の中にご出席を賜

り、厚く御礼を申し上げます。はじめに、この度、令和８年熊本

地震によりまして、多くの方々がお亡くなりになられました。謹

んで哀悼の意を表しますとともに、被災されました皆様に心から

お見舞いを申し上げます。また、令和８年８月、千葉県豪雨や北

陸地方の記録的な大雨など、国内各地で大規模な災害が相次いで

おります。これらの災害により被害に見舞われました皆様にも心

よりお見舞いを申し上げます。被災されました地域の１日も早い

復旧復興と、皆様が平穏な暮らしを取り戻されますことを心から

お祈りを申し上げます。次に令和８年の熊本地震についてご報告

いたします。本町での取り組みについて、でございますが、被災

地や関係機関からの情報収集に努めておりまして、福岡県、また

福岡県町村会などと連携しまして、現地の要請やニーズに応じた

支援を行うことを基本として行っております。現時点では職員４

名が被災地へ派遣をしております。また、今回上程しております

一般会計補正予算におきまして、熊本地震災害義援金 200万円を

計上しております。また、庁舎、玄関、図書情報センター、そし

て大溝コミセンの方にも義援金を設置しているところでございま
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す。今後も人的支援を含め、被災地が必要とする支援を迅速かつ

確実に行ってまいります。今後も被災地に心を寄せながら、本町

自身の災害対応力と備蓄体制の強化にも引き続き取り組んでまい

りたい所存です。さて、９月を迎えましたが、なかなか厳しい暑

さが続いております。議員、各位、並びに町民の皆様におかれま

しては、熱中症など十分にご注意いただき、健やかにお過ごしい

ただきたいと存じます。一方、本町を含む筑後地域におきまして

は、梅雨明け以降まとまった雨が少なく、渇水や農産物への影響

が懸念される状況が続いております。本町といたしましても、河

川やクリークや水道水源などの状況を注視し、関係機関と連携し

ながら、必要な対応を進めてまいりたいというふうに考えており

ます。町民の皆様におかれましては、日常生活に支障のない範囲

で、節水と水の有効利用にご協力お願いをいたします。同時に、

これからは台風や集中豪雨への警戒も一層強める時期でもござい

ます。雨が降らず、水不足が懸念される一方で、ひとたび線状降

水帯が発生すれば、短時間で浸水被害に至る可能性がございま

す。災害はいつ、どこで、どのような形で起きるかわかりませ

ん。豪雨や地震だけでなく、猛暑や渇水も含め、日頃から備えて

おくことの重要性を改めて強く感じております。町民の皆様の生

命と暮らしを守ることを最優先に、気象情報の迅速な把握と伝

達、避難体制の確認、関係機関との連携など、災害への備えに万

全を期してまいります。次に、令和７年度決算について申し上げ

ます。一般会計の歳入総額は 102億 3367万円。歳出総額は 96億

8832万５千円で、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収
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支は４億 2457万７千円の黒字となりました。町債残高は 39億

7161万５千円で、前年度末から 4951万４千円減少し、基金残高

は 64億 8140万３千円で７億 2954万７千円増加をしておりま

す。また、経常収支比率につきましても 82.8％となり、県内自治

体や類似団体の平均を下回る水準を維持することができました。

こうした数字は、町税収入の増加や普通交付税の追加交付、そし

て何より本町を応援してくださる多くの皆様からのふるさと納税

に支えられた結果であります。令和７年度は、予約制ええ乗り合

いタクシーの運行開始、地域おこし協力隊を活用した地域活性

化、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援、学校給食費の

完全無償化、火葬場安らぎ園や大溝小学校校舎の改修など、暮ら

しに直結する施策と将来への備えを着実に進めてまいりました。

限られた財源の中で知恵を絞り、町民生活を守りながら必要な投

資を１つずつ積み重ねてきた成果であると受け止めています。し

かし、決算が黒字であり、基金が増えたからといって、本町の財

政に十分な余裕があると楽観することはできません。基金の増加

には、使途の定められた寄附金の積み立ても大きく含まれてお

り、自由に使える財源が同じように増えたということではありま

せん。また、社会保障をはじめとする義務的経費は増加を続け、

老朽化した公共施設の維持改修にも今後多額の財源が必要となり

ます。人口減少が進む中、国の制度や外部財源に、過度に依存す

ることなく、自主財源を確実に将来世代に過大な負担を先送りし

ない財政運営が求められていると思っています。令和９年度を最

終年度とする中期財政計画の完遂に向け、できることと、今はで
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きないことを明確にし、事業の必要性と効果を丁寧に見極めてま

いります。派手さや一時的な成果を追うものではなくて、人口が

減少する時代にあっても、町民の皆様の暮らしの質を守り、次の

世代へ持続可能な大木町を引き継ぐ。この責任を常に念頭に置

き、引き続き堅実で健全な財政運営に努めてまいります。少し話

が変わりますが、一昨日、大木中学校の３年生を対象とした特別

授業、当日も特別授業のティーチャーとして２時間ありがとうご

ざいました。私は行政とまちづくりということで、２時間の時間

をいただきまして、授業を行わせていただきました。その一端と

私自身が感じたことを、少しお話をさせていただきます。授業で

は、どこよりも丁寧なまちづくりということで、テーマに生徒の

皆さんに、もし行政がなかったら私たちの暮らしはどうなるか。

そして限られた１億円の予算を子育て、産業環境にどのように配

分するかを町長になったつもりで考えていただきました。法令を

守ること、公平性や安全性を確保することは、行政として当然の

前提であること、その上で、限られた財源を何に優先して使うの

かという政策判断には、必ずしも１つの正解があるわけでないこ

とを、生徒の皆さんにお伝えをしたところです。どの選択にもそ

れぞれ理由がある一方で、選ばなかったものやできないことも生

まれます。 

だからこそ、なぜその政策判断をしたのかを説明することが重要

であると、私自身も生徒の皆さんとともに改めて学んだ時間とな

りました。これは実際の行政運営も同じだと思います。行政に

は、政策や予算の内容、判断の理由をわかりやすく伝える説明責
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任があり、決定した以上は、その結果を引き受ける結果責任があ

ります。さらに、結果を検証し、必要であれば見直すところまで

が行政の責任であると考えます。この説明責任と結果責任を果た

すことが、行政の信頼の土台となると考えています。そして、民

主主義は行政や議会だけで成り立つものではありません。町のこ

とを知り、異なる意見に耳を傾け、自分の考えを伝え、主により

良い答えを探していくこと、その一人ひとりの積み重ねによって

成り立つものが民主主義ではないかというふうに感じています。

中学生の皆さんに対しても、将来１票を持つ有権者とあると同時

に、今この瞬間から大木町のまちづくりを担う大切な一員である

ことをお伝えしたところです。今回の授業では、若い世代が行政

や民主主義を自分ごととして考える機会であると同時に、私たち

行政にとっても、町政の原点を確かめる重要な機会となりまし

た。これからも町民の皆様に選択肢を示し、将来まで続けられる

形を共に作るまちづくりを進めてまいります。今後さらに求めら

れるのが、全世代参加型の丁寧なまちづくりだと考えています。

このことは、令和 10年度から始まる新たな自治総合計画の策定

において大切な柱となるものと考えています。これまでのように

行政が作り、行政が計画を作り、町民の皆様にお示しするだけで

なく、広報おおき９月号でお伝えしましたおおき未来会議、校区

協議会、おおき未来産業会議などを通じて、中学生、高校生、大

学生、地域住民、農業者、商工事業者をはじめ、多様な立場の皆

様が、10年後の大木町をともに考え、語り合い、提案する。その

声を計画に反映し、実際の行動につなげていくことを目指してま
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いりたいと考えています。そして、まちづくりの取り組みについ

ては、議会の力が欠かせません。議会には、行政を監視・チェッ

クする役割とともに、町民の代表として地域に出向き、多様な声

をきき、自らの考えを示し、議論を通じて政策をより良いものへ

磨き上げていく役割がございます。さらに、町が提案する条例や

予算などについて熟議し、その賛否を決め、町の重要な意思決定

を担う唯一の議決機関でございます。行政と議会が二元代表制の

もと、それぞれの立場と役割において説明責任と結果責任を果た

し、時には厳しい議論をしながら、町民の暮らしと大木町の未来

について共に一歩を踏み出す。そういった姿勢こそが、全世代参

加型の丁寧なまちづくりであり、これからの大木町を前へ進めて

いく力になるものと確信をしております。さて、本定例会に提案

しております案件について、でございます。条例の一部を改正７

件、令和７年度一般会計及び各特別会計等の歳入歳出決算の認定

４件、令和８年度一般会計及び国民健康保険特別会計の補正予算

２件、バイオガスコージェネレーション設備改修工事に係る請負

契約の締結１件の、合わせて 14件でございます。このほか、令

和７年度の健全化判断比率及び資金不足比率の報告並びに株式会

社大木町健康づくり公社、一般社団法人サスティナブルおおき、

一般財団法人ひしのみ国際交流センターの経営状況に関する報告

４件を提出いたします。特に決算審査は、町民の皆様からお預か

りした貴重な財源がどのように財政運営に生かされ、何が町民生

活の向上につながり、どこに課題が残ったのかを検証していただ

く重要な機会であります。単に予算を執行したかどうかではな
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く、事業がどのような成果を生み、将来にわたり持続可能なまち

づくりにどうつながったのかという視点を大切に、議会でのご意

見を今後の行政運営にしっかりと反映させてまいりたいと考えて

います。各議案の内容につきましては、後ほどそれぞれご説明申

し上げます。議員各位におかれましては、会期中、慎重かつ活発

なご審議を賜り、ご議決くださいますようお願い申し上げ、開会

にあたってのご挨拶とさせていただきます。今回もどうぞよろし

くお願いいたします。 

〇議長 

ありがとうございました。町長の挨拶を終わります。 

日程第３、最初に議案第 56号から。議案第 69号までの 14件を

一括上程いたします。提出者から提案理由の説明を求めます。広

松町長。 

 

〇町長 

議案第 56号から第 69号までの提案理由を一括して申し上げま

す。まず、議案第 56号大木町公告式条例の一部を改正する条例

の制定については、デジタル社会形成基本法等の一部を改正する

法律により、改正後の地方税法において、アナログ規制の見直し

の一環として、インターネットを利用する方法が法的に位置づけ

られたことを受け、確実かつ迅速な情報提供を可能とし、住民の

利便性向上を図るため、この条例を制定しようとするものであり



13 

 

ます。次に、議案第 57号大木町水道事業の設置等に関する条例

の一部を改正する条例の制定については、地方自治法の一部を改

正する法律の施行に伴い、所要の規定の整備を行う必要があるの

で、この条例を制定しようとするものであります。次に、議案第

58号大木町印鑑条例の一部を改正する条例の制定については、入

国管理及び難民認定法等の一部を改正する法律の施行により、在

留外国人の求めに応じ、個人番号カードとしての機能が付加され

た在留カードまたは特別永住者証明書を発行することが可能にな

ることに伴い、当該カードを利用してコンビニエンスストア等に

設置されている多機能端末と端末機等にて印鑑登録証明の交付申

請ができるようにする必要があるため、この条例を制定しようと

するものであります。次に、議案第 59号大木町有水路水面使用

に関する条例の一部を改正する条例の制定については、大木町有

水路水面使用に関する許可手数料について、令和７年 1月に施行

された手数料の改正に合わせ、他の各種証明書の手数料との負担

の公平性を確保し、受益者負担の適正化を図るため、この条例を

制定しようとするものであります。次に、議案第 60号大木町家

庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例の制定については、家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準の改正に伴い、所要の規定の整備を行う必要が

あるので、この条例を制定しようとするものであります。次に、

議案第 61号大木町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定に

ついては、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特
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定子ども子育て支援施設等の運営に関する基準の改正に伴い、所

要の規定の整備を行う必要があるので、この条例を制定しようと

するものであります。次に、議案第 62号大木町乳児等通園支援

事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例については、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による

児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律が成立し、

令和８年 12月 25日から施行となることに備え、所要の規定の整

備を行う必要があるので、この条例を制定しようとするものであ

ります。次に、議案第 63号令和７年度大木町一般会計歳入歳出

決算の認定について、でございます。令和７年度大木町一般会計

の決算につきましては、歳入決算総額 102億 3367万円に対し歳

出決算総額 96億 8832万５千円であり、歳入差引額は５億 4534

万５千円となりました。また、この額から翌年度へ繰り越すべき

財源である１億 2076万８千円を差し引くと、実質収支額は４億

2457万７千円の黒字となったものです。また、町債残高につきま

しては、 39億 7161万５千円となり、令和６年度末の残高と比べ

4951万４千円の減となっております。なお、基金残高につきまし

ては、 64億 8140万３千円となり、令和６年度末から７億 2954

万７千円の増となっております。議案第 64号令和７年度大木町

国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について、及び議案第

65号令和７年度大木町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認

定について、でございます。令和７年度大木町国民健康保険特別

会計歳入歳出の決算につきましては、歳入総額 17億 377万２千

円に対し、歳出総額 17億 3242万６千円であり、実質収支額では
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2865万４千円の歳入不足となっております。この歳入不足の主な

要因は、単年度決算では黒字となったものの、令和６年度決算不

足に伴う前年度繰り上げ充当額が 9580万２千円であったことに

よるものです。また、令和７年度大木町後期高齢者医療特別会計

歳入歳出の決算につきましては、歳入総額 26635万３千円に対

し、歳出総額 24984万４千円であり、実質収支額では 1650万９

千円の黒字となっております。次に、議案第 66号令和７年度大

木町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について、でござ

います。水道事業会計の収益的収支においては、事業収益２億

6054万円余、事業費用２億 2194万円余となっております。資本

的収支におきましては、資本的収入 4678万円余に対して、資本

的支出 8854万円余、資本的収支不足額 4176万円余については、

全額内部留保資金で補填をしております。また、水道事業会計剰

余金の処分につきましては、令和７年度末の未処分利益剰余金が

7700万円余となっており、減債積立金に 2000万円および建設改

良積立金に 1570万円を積み立てるとともに、自己資本金に資本

的収支不足額の補填額 4134万円余の組み入れようとするもので

ございます。次に、議案第 67号令和８年度大木町一般会計補正

予算第４号について、でございます。補正予算の主なものにつき

ましては、熊本地震災害義援金前年度繰越金の確定に伴う積立金

の増額、ふるさと納税寄附額の増加見込みに伴う返礼品料などの

経費の増額、堆肥散布車購入にかかる経費の増額及び財源補正、

道の駅おおき設備の経年劣化に伴う空調設備及び冷凍機等の更

新、力強い農業づくり総合支援事業の採択に伴う設備投資への補
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助、多面的機能支払交付金事業における活動組織の増加に伴う交

付金の増額、認知症高齢者グループホームの施設整備に対する補

助、国民年金制度の改正に伴うシステム改修、コミュニティ施設

整備に係る補助金の減額などに対応する必要があることから地方

交付税、国県支出金、ふるさと納税寄附金、前年度繰越金を主な

財源として、令和８年度大木町一般会計予算の総額に、歳入、歳

出それぞれ６億 4830万８千円を追加し、それぞれの合計を 92億

5503万６千円として計上するものであります。次に、議案第 68

号令和８年度大木町国民健康保険特別会計補正予算第２号につい

ては、歳入歳出それぞれ 199万８千円を減額し、それぞれの合計

を 19億 598万円として計上するものであります。最後に、議案

第 69号バイオガスコージェネレーション設備改修工事請負契約

の締結については大木循環センターのバイオガスコージェネレー

ション設備改修工事を施工するため、ヤンマーエネルギーシステ

ム株式会社福岡支店と工事請負契約を締結するにあたり、議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第２

条の規定により、議会の議決を求めるものであります。詳細につ

きましては、それぞれ担当課長に説明させますので、ご審議いた

だき、議決賜りますようお願い申し上げ、提案理由といたしま

す。 

 

〇議長 
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これをもって提案理由の説明を終わります。暫時休憩いたしま

す。再開を 10時 10分といたします。 

 

休憩   １０時  ０２分 

 

再開   １０時  １０分 

 

〇議長 

再開いたします。日程第４、一般質問を行います。質問の通告が

ありますので、順次発言を許します。10番益田隆一議員の一般質

問を許します。益田隆一議員。 

 

〇益田隆一議員 

議席番号 10番益田隆一でございます。議長の許可を得ましたの

で、一般質問をさせていただきます。まず１つ目に、ふるさと納

税について、でございます。私は、令和６年 12月定例会でも、

ふるさと納税は毎年同じ額が入るとは限らず、その収入に頼りす

ぎた財政運営には注意が必要であると申し上げました。その際、

町からは必要な経費を除いた額は基金に積み立て、翌年度以降の

事業に活用すること、また職員の人件費など、毎年必ず必要とな

る経費だけに充てる考えはないとの答弁がございました。この考
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え方については、私も理解しております。その後、令和７年度の

寄附額は約 20億円というこれまでにない規模まで伸びました。

担当職員、返礼品を提供する事業者、委託事業者など、関係する

皆さんの努力があっての成果であり、大木町にとって大変喜ばし

いことであります。まずはこの成果を正当に評価したいと思いま

す。一方で、行政として寄附が増えたことを喜ぶだけではなく、

この状況が今後も続く保証はないことを冷静に見ておく必要があ

ります。ふるさと納税は、返礼品の人気、国の制度変更、他の自

治体との競争、米の収穫量や価格など、町だけでは決めることの

できない事情に大きく左右されます。今回の実績が大きかったか

らといって、来年度以降も同じ規模が続くとは限りません。ま

た、約 20億円規模となった事業を２人の担当職員が中心となっ

て支えている点も考えなければなりません。外部へ委託している

業務があることは承知していますが、返礼品の制度への適合、寄

附金の管理や支払いの正確性、個人情報の取り扱い、委託先の管

理について、最終的に責任を負うのは町であります。成果が大き

くなった今こそ、財政面だけではなく事務を安全に続ける体制も

整える必要があります。ふるさと納税は、今や、町の施策に大き

な影響を持つ財源となり、単年度の寄附額に一喜一憂するのでは

なく、寄附が減った場合にも町民サービスを守り、担当職員が変

わった場合にも業務が止まらない仕組みにしていくことが重要で

す。寄附額が大きく変動しても、安定した町政運営を続けられる

よう財源の使い方と事務体制を含め、ふるさと納税事業を今後ど

のような基本方針で運営していく考えなのか、お聞かせいただけ
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ればと思います。２番目はＷＡＫＫＡについて、でございます。

ＷＡＫＫＡは地域産業を元気にし、創業や商品づくりを支え、観

光、移住、空き家活用などへつなげる拠点として整備された施設

であると理解しています。令和７年度から町の直営となり、大木

ブランド推進室が置かれ、ふるさと納税を含む幅広い業務を担っ

ています。ＷＡＫＫＡに配置されている職員が施設管理だけを行

っているわけではないことは承知しています。しかし、役場全体

で人員不足が課題となる中、行政判断や庁内調整を必要とする業

務まで本庁の外に置くことが町民にとってわかりやすく、職員に

とっても効率的な配置になっているかは改めて検証する必要があ

ります。特に空き家の相談は、税、相続、建物、解体、補助制度

など、本庁の複数の部署と関わります。遠方から本庁へ相談に来

られた方が、担当はＷＡＫＫＡにいるという理由で、改めて別の

場所へ行くことになれば、せっかく相談に来られた方に負担をか

けることになります。本庁で最初の相談を受け、必要な部署や担

当者へ役場側がつなぐ仕組みは、住民サービスの基本として整え

る必要があります。また、施設の成果は来館者数やイベントの回

数だけで判断するものではありません。ＷＡＫＫＡが関わったこ

とで、創業につながった、町内の商品が広く売れるようになっ

た、移住が決まった、空き家が活用されたという具体的な変化を

見る必要があります。直営化によって良くなった点と、なお改善

が必要な点の両方を率直に整理すべきです。令和７年度からの直

営化を踏まえ、ＷＡＫＫＡが果たした成果と現在の課題をどのよ



20 

 

うに評価し、今後どのような役割を担う施設として運営していく

考えなのかお聞かせください。 

 

〇議長 

答弁を許します。広松町長。 

 

〇町長 

10番益田隆一議員の一般質問にお答えいたします。まず、前段の

ふるさと納税については、私の方から基本方針についてお答え

し、その後、企画財政課長から、ふるさと納税に係る財政面での

詳細についてお答えをさせていただきます。後段のＷＡＫＫＡに

つきましては、直営化を通した目的や現状の町外配置に対します

考え方、課題に対する評価、今後の担うべき役割を踏まえ、どの

ように運営を進めていくかにつきましては、私の方からお答え

し、その後、これまでの事業の実績を含む取り組み状況など、具

体的なものにつきましては、産業振興課長が答弁をいたします。

まずもって、本町のふるさと納税に対し、全国の多くの皆様から

ご支援をいただきましたことに対しまして、心から感謝を申し上

げます。ありがとうございます。また、返礼品を提供いただく事

業者様、委託事業者様、そして担当職員をはじめ、関係する皆様

のご尽力によって、令和７年度の寄附額が約 20億円という大き

な規模となったことは、本町の魅力や産品が広く評価された成果
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であると受け止めております。一方で、ふるさと納税は、毎年度

同じ額が確実に入る恒久的な財源ではありません。返礼品の動

向、国の制度改正、自治体間の競争、農産物の収量や市場価格な

ど、町だけではコントロールできない要因によって大きく変動し

ます。このため、寄附額が増えたことを前提に、将来にわたり固

定的に支出し続ける事業を安易に拡大していくことにつきまして

は、持続可能な財政運営の観点から慎重でなければならないと考

えております。本町といたしましては、寄附金から返礼品配送、

決済、業務委託などの必要経費を除いた額を適切に基金へ積み立

て、寄附者が選ばれた使途を尊重しながら、子育て、教育、福

祉、環境、地域産業防災など町民生活の向上と将来への投資につ

ながる事業に計画的に活用してまいります。その際、単年度の寄

附額に一喜一憂せず、寄附が減少した場合でも必要な住民サービ

スを守れるよう、今後も複数年度を見通した充当と基金残高の管

理を図ってまいります。事務体制につきましても、寄附額の増大

に伴い、処理件数、個人情報、返礼品の適合確認、寄附金の収

納、支払い、委託先の管理など、業務量と責任は大きくなってき

ています。外部委託を活用していても、最終的な責任は町にあり

ます。したがって、特定の職員の経験だけに依存しないよう、業

務手順の標準化、複数職員による確認、引き継ぎ体制、委託先に

対する点検を強化し、担当職員が変わっても業務が止まらない仕

組みを整えることが肝要であると認識をしており、その方向性に

より業務遂行を図ってまいります。今後も寄附額そのものだけを

成果とするものではなく、地域事業者の売り上げや販路の拡大、
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町の認知度向上、そして町民サービスへの具体的な還元まで含め

て成果を捉え、攻めの取り組みと堅実な財政事務管理の充実を図

ってまいりたいというふうに考えています。 

 

〇議長 

答弁を許します。川村企画財政課長。 

 

〇企画財政課長 

私の方から、ふるさと納税に係る財政面での詳細についてお答え

いたします。お手元資料の６ページになります。ふるさと納税基

金条例の施行年である令和３年度からのふるさと納税額、当該年

度中の経費総額、さらに、当該年度中の剰余金、いわゆる真水の

ふるさと納税基金積立額、当該年度の返礼品及び事務経費に充て

るべく、ふるさと納税基金から繰り入れした額、最後に、当該年

度中のふるさと納税基金残高を記しています。ふるさと納税は年

中受け付けていますので、寄附が実行された日と、その後、返礼

品が送付され、当該返礼品にかかる費用が請求され、公金が支出

される日との属する年度が異なる場合があります。よって、毎年

度この表内のふるさと納税にかかる経費の割合が一定でないこと

をご理解いただきたいと思います。また、ふるさと納税基金へ積

み立てた真水が、後年度以降の事業経費のどの部分に充てられる

のかについては、まず、新規の事業、独自の財源を必要とする事
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業へ優先的に充当するものとし、次に、地方交付税において措置

されている経費以外など、他の財源が充当されている部分と、重

複しない範囲で充当するものとしています。ただし、それだけで

は充当しきれない状況でもありますので、補助事業などの補助

裏、つまり事業費から補助金を差し引いた町の直接負担分などへ

も充当を行っています。ちなみに、令和７年度ふるさと納税事業

における返礼品実績は、件数ベースでは「あまおう」が、金額ベ

ースでは「ゆめつくし」がそれぞれトップでした。寄附者が選ば

れた使途については、資料下段の通りとなっています。以上で私

からの答弁を終わります。 

 

〇議長 

答弁を許します。広松町長。 

 

〇町長 

続いて、ＷＡＫＫＡ についてお答えいたします。 ＷＡＫＫＡ 

は、地域産業の振興、商品開発や創業の支援、観光、移住、空き

家の活用など、本町の魅力を町内外につなぐ拠点として整備して

きた施設でございます。令和７年度から直営としたのは、施設管

理にとどまらず、ふるさと納税を含むブランド推進や地域産業政

策と一体的に取り組み、その成果と責任を町が直接把握するため

でございます。一方で、議員ご指摘の通り、行政判断や複数部署
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との調整を要する業務を庁舎の外に置くことによって、相談者に

不便を生じさせたり、庁内連携に時間を要したりするのであれ

ば、改善しなければなりません。特に空き家相談は、税、相続、

建築、解体、補助制度など複数の部署や関係機関にまたがりま

す。大切なのは、相談者に庁舎とＷＡＫＫＡの間を行き来させな

いことが大切でございます。最初に相談を受けた側が内容を整理

し、必要な部署、また担当者へ確実につなぐことが大切でござい

ます。このため、ＷＡＫＫＡを町外に置くこと自体を目的化する

のではなく、庁舎とＷＡＫＫＡの役割分担、相談の受付、引き継

ぎ、行政判断を行う責任者、情報共有の方法を明確にいたしま

す。現在の配置が町民にとってわかりやすく、職員にとって効率

的であるかについても、実際の相談動線と業務量を検証し、必要

であれば業務や配置の見直しを行いたいと考えます。また、ＷＡ

ＫＫＡの成果は来館者数やイベント回数だけでは判断できませ

ん。創業、商品開発、販路拡大、ふるさと納税の返礼品化、移

住、空き家の利活用など、相談がどのような具体的成果につなが

ったかを把握する必要があります。同時に、すぐに数値化しにく

い事業者間の連携や地域の担い手づくりも含め、成果と課題を率

直に整理してまいります。今後のＷＡＫＫＡが担う施設は、何で

も担う施設ではなく、地域の人、商品、事業、情報をつなぎ、具

体的な工程へ導く地域産業ブランド推進の拠点として役割を明確

にしてまいります。直営化によって良くなった点を伸ばすととも

に、町民サービスや町内連携に課題がある点は見直し、費用と人
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員に見合う成果を説明できる運営を進めてまいりたいというふう

に思います。以上で、私からの答弁を終わります。 

 

〇議長 

答弁を許します。荒巻産業振興課長。 

 

〇産業振興課長 

私からは、現在の具体的な取り組み状況についてお答えいたしま

す。まず、ＷＡＫＫＡの成果についてです。ＷＡＫＫＡの成果に

ついては、自治総合計画において、利用者数やイベントの実施な

どを成果指標として設定しておりますので、これらは施設の利用

状況や取り組みの広がりを把握する上で重要な指標であるという

ふうに認識をしております。一方で、議員ご指摘の通り、利用者

数やイベントの実績だけではＷＡＫＫＡの成果を評価するもので

はなく、そこから創業や商品づくり、観光交流、移住定住、空き

家の利活用など、地域にどのような成果が生まれたのかについて

も見ていく必要があると考えております。次に創業についてで

す。現時点でブランド推進数に対する創業に関する相談というの

は、まだ限られている状況です。一方で、地域おこし協力隊の活

動を契機として、大木バイオクリエーションズ株式会社がＷＡＫ

ＫＡを事業展開の拠点として活用するなど、地域の新たな事業展

開につながっている事例がございます。今後、こうした施設の特
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性を生かしながら、地域での創業や新たな事業の展開につなげて

いくことが課題であると認識をしております。次に商品づくりに

ついてです。これまで農産物と加工販売施設で行っていた加工機

能をＷＡＫＫＡに集約し、現在は加工品やお菓子などを作る施設

として活用しております。地域の農産物などを活用した商品づく

りの場として、地域の方々や事業者にも利用されており、ふるさ

と納税の返礼品につながっている商品もございます。今後も地域

の農産物や特産物を活用した商品づくりの場として、WAKKAを活

用していくことが重要であると認識をしております。次に観光に

ついてです。令和７年度に開催したカブクワ展では、 ３日間で

1200人弱の来場がございました。また、マルシェや地域食堂など

の取り組みにおいても、ＷＡＫＫＡが活用されており、地域の

方々や事業者による活動の場となっております。さらに、隣接す

る観光農園と連携し、いちご狩りとＷＡＫＫＡでのケーキづくり

を組み合わせた体験事業にも取り組んでおります。今後も観光農

園や道の駅おおきとも連携しながら、地域の特産物や体験を組み

合わせ、観光につなげていくことが課題であると認識をしており

ます。次に、移住についてです。ＷＡＫＫＡでは地域の方々や地

域事業者との交流、地域資源を活用した体験事業などを通じて大

木町を知っていただく機会を作っております。移住については、

こうした地域との接点づくりも重要であるというふうに認識して

おります。次に、空き家についてです。空き家に関する相談につ

いては、ブランド推進室が担当し、 ＷＡＫＫＡを相談窓口とし

ております。しかし、 ＷＡＫＫＡが相談窓口であるということ
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の認知が十分ではなく、周知は課題となっております。また、実

際の相談の大半は、空き家の近隣の方などからの管理上の苦情や

相談であり、空き家を利活用とした目的の相談は限られているよ

うな状況です。利活用される物件につきましては、すでに不動産

事業者を通じて流通しているものも多く、ＷＡＫＫＡに相談とし

て持ち込まれる物件につきましては利活用が難しいものが多いと

いうふうに考えております。一方で、 ＷＡＫＫＡを活用した相

談会を開催するなど、空き家の利活用につながる相談機会づくり

にも取り組んでおります。最後に、施設運営上の課題についてで

す。ＷＡＫＫＡにつきましては、平日に加え、土日も開館・勤務

する必要があることから、勤務体制についての調整が必要となっ

ております。また、ブランド推進室の職員は、ＷＡＫＫＡを拠点

として勤務する一方、私自身は庁舎で勤務していることから、日

常的な業務の進捗確認や職員間の情報共有、相談判断などについ

て、庁舎とＷＡＫＫＡの間で円滑に行うことも課題となっており

ます。こうした勤務場所や勤務日の違いを踏まえ、職員間の情報

共有や、業務の進捗管理、効率的な運営体制を整えていく必要が

あると認識しております。また、道の駅おおきにつきましては、

指定管理者が日々の運営を行っており、町としては、指定管理者

との協議調整や事業計画実績の確認、施設の修繕、設備更新に関

する協議などを行っております。今後、それぞれの施設の特性を

活かしながら、ＷＡＫＫＡと道の駅おおきの連携をどのように深

め、街全体の地域産業の振興につなげていくかが課題であるとい
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う認識をしております。以上で 10番益田隆一議員の一般質問に

対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

ふるさと納税についての再質問はございますか。複数の方に質問

されておりますので、どなたの答弁が必要か明確にしてくださ

い。益田隆一議員。 

 

〇益田隆一議員 

ご答弁ありがとうございました。町長直々に１回目から答弁いた

だきまして、本当にありがとうございました。町の考えはある程

度把握はさせていただきましたが、課長からいただいたこの添付

資料の方で改めて見させていただくと、６ページの寄附金の使用

別実績ですよね。これは確認なんですけど、あくまでも寄附した

方の要望がこのパーセンテージだったっていう認識でよろしかっ

たですよね。半分は町長にお任せされるっていう部分があるかと

思うんですが、やはり注目すべきはこの一番の環境推進、産業振

興を約５億円もの寄附金が集まって、こうしてほしいという願い

がこもった数字が、これだけの数字が出ているというのは改めて

すごい数字だなと思います。なかなかこの１つの町でこれだけ集

めるというのは、なかなか難しい金額ではあるかと思います。そ

れを踏まえた上で、私が今回確認したいと思いますのは、これか
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ら策定されるであろう自治総合計画の中で、このふるさと納税を

どのように位置づけていくのかという点でございます。この自治

総合計画というのは、単にこの行政の事業を並べるためのもので

はなく、これから大木町がどのような町を目指すのか、何を大切

にして、どのような将来像を描いていくのかを示すと、いわば町

の屋台骨となる計画でございます。現在は、これらのこれからの

大木町の骨格を作る大変な重要な時期にあたると私は考えており

ます。そうした中でこの約 20億円規模にまで伸びたふるさと納

税をどのように考えるのかというのは、今後の町の方向性に大き

く影響する問題だと思っております。もちろん、約 20億円がそ

のまま町の自由に使える財源になるわけではありませんし、返礼

品や送料などの必要経費を差し引く必要もありますし、将来も同

じ水準の寄附が続く保証もありません。しかし、必要経費を差し

引いたとしても、町の施策に与える影響というのは決して小さく

ないのではないかと考えます。そもそも、このふるさと納税の意

義というのは、納税者が自分の意思で寄附先や使い道を選び、先

ほどのこの表にもあります通り、地方の自治体を直接応援すると

ころにあるかと思います。単に返礼品を選んで寄附してもらうだ

けではなくて、その寄附がどのような目的に使われて地域にどの

ような変化をもたらすのかがわかってからこそ、町を応援する気

持ちにもつながっていくのではと思います。仮に寄附金がこの町

の予算の中に入った後、何に使われているのか外から見えにくく

なれば、寄附者にとっても町民にとってもふるさと納税の意義が

伝わりにくくなると思います。基金に積み立てるということだけ
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ではなく、どのような考え方で活用し、どの事業にあて、どのよ

うな成果につながったのかというのをわかりやすく示すことが必

要だと思います。この財源を既存事業の穴埋めだけに使うだけな

のか、それとも子育て環境の充実、空き家の活用、移住定住の促

進、町の魅力発信など、大木町の将来につながる取り組みへと活

用するのかと。その使い道を明確することによって、ふるさと納

税は単なる一時的な収入ではなく、町の未来を支える力になると

考えています。大木町の屋台骨となる自治総合計画を作る今だか

らこそ。この財源を将来像と結びつけ、その使い道と効果を町民

や寄附者に示すことが重要であると考えます。そこで町長に伺い

たいと思います。これから、この大木町の将来の骨格となる自治

総合計画を策定するにあたり、ふるさと納税を町の将来像を実現

するための重要な財源として位置づけるとともに、何に活用し、

どのような成果につながったのかをええ、町民や寄附者にわかる

形で示していくお考えがあるのか、お聞かせいただければと思い

ます。 

 

〇議長 

はい、答弁を許します。広松町長。 

 

〇町長 
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はい、再質問ありがとうございます。益田議員が言われました通

りだというふうに思っています。先ほど答弁いたしましたことと

少し重複はするかもしれませんが、よろしくお願いいたします。

今後の自治総合計画の策定にあたりましては、ふるさと納税を計

画に掲げる将来像を実現するための重要な財源の１つとしての位

置づけ、これは変わらないということです。ただ、先ほど言われ

ました通り、その安定財源ではないということを、しっかりとあ

の考えていかなければならないものでございます。そしてまた具

体的に、子育て、教育、健康福祉、環境、地域産業、防災など、

まちづくりにはいろんな政策がございます。そういったものの分

野、まちの将来を支える分野につきまして、しっかりと自治総合

計画の整合性、事業の必要性、将来への効果などを踏まえ、計画

的に活用するような、そういった仕組みにしてまいりたいという

ふうに考えています。一方で、先ほど言いましたが、ふるさと納

税は確実に同じ額が確保できるものではない、恒久的な財源では

ございません。そのこともしっかりと見据えていく必要がありま

すので、寄附額が増えたことを前提として、恒久的な人件費とか

維持管理費など、将来にわたっての固定的な負担が生じるよう事

業には安易に拡大することは避けなければならないというふうに

考えます。単年度の寄附額だけで判断するのではなくて、基金残

高や今後の寄附額の動向を見据えながら、複数年にわたって、将

来投資を見据えて安定的に活用できるような管理が必要なんだろ

うというふうに思います。また、今後は寄附者が選択された使途

ごとに、どの事業にどの程度の金額を充当し、そして何が実現し
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たのか。どのような成果につながったのかを整理し、広報紙であ

ったり、町のホームページそういったものを活用させていただい

て、町民の皆様、そして寄附者の皆様にわかりやすくお示しする

仕組みを整えていくというのが大切なんだろうというふうに思い

ます。寄附額の大きさだけを成果とするものではなくて、その寄

附されたものが町民生活の向上、また大木町の将来にどのように

つながったかまで含めた成果として捉える。自治総合計画はそう

いった形にしなければいけないということで、応援していただい

ている皆様にそういったものを応えていく。そして適切な活用

と、丁寧な情報発信。そういったものが必要なんだというふうに

思います。以上でございます。 

 

〇議長 

はい。３回目の質問ございますか。はい。益田隆一議員。 

 

〇益田隆一議員 

先ほど町長が述べられた通りですね。安易に拡大を考えてない

と。これは本当重要だと思います。やはり私は以前から申し上げ

ていますけど、これほど不安定な予算というのはなかなかないな

っていうふうには、私はもう以前から申し上げていましたけれど

も、ただ攻めるときは攻めるというやり方も重要ではあると思い

ます。先ほどから私がいろいろ述べているその自治総合計画とい
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うのは、ふるさと納税とは別と考えたとして、やはり屋台骨とな

る重要な時期。今、それを策定委員会等が活動しているんですか

ね。議会の方がなかなか伝わってない部分があるんですが。そこ

はやはり、これを自治総合計画は大木町の将来を見据えた活用な

ので、私なりの考えを述べさせていただければと思います。仮に

今後の自治総合計画を考える中で、将来の大木町が、仮に、財政

が厳しくなるかもしれないと。人口が減るかもしれないと。こう

いう確率的にこの高い懸念材料をもとに検討することになるかと

思いますけれども、これを前提にしてしまうと、どうしてもその

できない理由を述べてしまう計画になってしまうのではないかと

いう心配がございます。町民が知りたいというのは、何ができな

くなるのかという話ではなくて、これからの大木町がどのような

町を目指していくっていう、どうすれば今よりその魅力ある町に

なっていくんではないのかっていうところが、前向きな方向性と

いうのを知りたいと思うんですね。あくまでも過程の話ばっかり

で大変申し訳ないんですけど、人口が減るから事業も施設もコン

パクトにしていくとか、それだけで本当にこの町に住みたい、こ

れからも住み続けたいと思ってもらえるのか。むしろ町の魅力が

失われれば、移り住む人が増えないんではなくて、現在住んでい

る人すら町外に。転出してしまう恐れもあるのではないかという

ふうに私は心配しております。人口減少を理由に、町を縮小し

て、その結果さらに人口が減っていく。そうした流れを作ってし

まっては、本末転倒にはなるのではないかと思います。もちろん

その必要な見直しを否定するわけでもありませんし、しかしこの
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大木町の強みを生かして、どうすれば選ばれる町になるのかとい

う考える必要があるかと思います。私はこの大きな強みの１つと

いうのが、これまで大木町が積み重ねてきた環境と循環のまちづ

くりだと私は考えております。このごみの分別や資源の循環とい

うのは、行政だけでできるものではありません。町民一人ひとり

が日々の暮らしの中で協力していただいて、その意識を積み重ね

てこられたからこそ、この大木町は環境を大切にするまちとして

知られるようになりました。それは、先人たちが築き上げてきた

町民とともに守り育ててきた大木町ならではの財産と考えており

ます。これから全く新しい町の特色を一から作ろうとすると、長

い時間、多くの費用も必要になると思います。もちろん、これま

での取り組みをさらに発展させ、新たに進化した大木町を目指す

のであれば、それは前向きな挑戦になるかと思います。しかし、

すでに町民の暮らしの中に根付いている環境と循環の意識を生か

さないまま、別の方向性を一から構築するというのは決して容易

ではないと思います。近年の暑さや、この厳しい暑さや気候の変

化を考えれば、環境に対する関心というのは、今後ますます高ま

っていくものと考えております。ごみの分別や循環の取り組みと

いうのを、手間がかかるもの、負担になるものとして捉えるので

はなくて。これからの時代に求められる暮らし方として発信して

いく。私は、循環と環境を大切にした大木町にとって、今の時代

は向かい風ではなく、むしろ追い風だと考えております。環境に

配慮した暮らしをしたい人、資源を大切にする地域で子どもを育

てたい人、地域のつながりや自然と調和した生活に価値観を感じ
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る人、そうした考え方に共感する方々へ大木町の魅力を伝え、移

住や定住につなげることも考えております。そのためには、大木

町の価値を町外へ伝え、実際に訪れてもらって、町に、暮らし

に、触れていただいて、ここで暮らしてみたいと思ってもらうた

めの取り組みや予算が必要になります。そこにこそ、このふるさ

と納税を活用する意味があると考えております。こうふるさと納

税というのは、本来寄附する方が自分の意思で応援したい自治体

や使い道を選ぶことができる制度であると思っております。例え

ば、大木町の環境と循環の取り組みを未来につなげるために使い

ます。環境に配慮した暮らしに共感する人たちと交流や移住促進

に活用しますといった形。もうまさに先ほど課長が出された資料

の通りの内容の中と思います。この寄附の目的をわかりやすく示

すことができれば、返礼品だけではなくて、大木町の考え方その

ものに共感していただける可能性がございます。企業版ふるさと

納税も、他の市町村に対して少ないというふうに私は伺っており

ます。この循環と環境を強みにして、執行部の方、ご存知かと思

いますが、このガバメントクラウドファンディング。積極的に取

り組んでいただいて、これを利用しない手はないと思います。極

端な話、利用しない理由はないと思っております。さらに集まっ

たこの寄附が、実際にどの事業に使われて、その結果、町にどの

ような変化が生まれたのかというところまで示すことができれ

ば、寄附者にとっても自分の寄附が大きい町の未来につながって

いくことを実感しやすくなると思います。一方で何に使われてい

るのかわからないままで、せっかく大木町を応援してくださった
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方の思いも見えなくなってしまいます。大切なのは寄附を集める

ことではなくて、何に使うのか、何を目指すのか、その結果、町

に何が残ったか、この流れを町民や寄附者に分かる形で示すこと

によって、ふるさと納税を単なる財源ではなく、大木町の未来へ

投資として位置づけることができます。先人が築き上げてきた環

境と循環のまちづくりを。次の時代に向けて進化させると。そし

て、その考え方に共感する人を町外から呼び込んで、新たな人や

流れを地域の活力につなげていただくと。それこそが大木町らし

いふるさと納税の生かし方ではないかと考えます。そこで町長に

伺います。これから策定する自治総合計画について、先人と町民

が築き上げてきたこの環境と循環のまちづくりを大木町の強みと

して位置づけることが私自身大切かと思いますが。町長の見解を

伺いたいと思います。 

 

〇議長 

はい、答弁を許します。広松町長。 

〇町長 

再々質問ありがとうございます。まず、ふるさと納税の財源につ

いてのお尋ねがございましたので、これにつきまして、次期の自

治総合計画の策定にあたりましては、中長期財政計画シミュレー

ションがなされると思います。上位、中期、下位という形で、お

そらくシミュレーションの検討、その中で、まあどういった位置
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づけをするか。令和７年については、ふるさと納税寄附金は決算

額の約２割ということでございますので、それをどういう形にす

るのかというのは、多分シミュレーションされるものだというふ

うに思います。そしてちょっと企業版ふるさと納税が私もちょっ

と少ないなと思っています。それはなんでかなと思ったら、私、

あんまり民間さんとお知り合いがいなかったので、その時にどう

ぞよろしくご紹介をいただければ、営業マン、行きたいというふ

うに思っていますので、よろしくお願いします。そして、循環の

まちづくりについて、しっかりとふるさと納税を活用して、町内

外にアピールする。そういった政策は。というような問いでござ

います。私も全く同じようなことを考えておりました。ゼロウエ

スト宣言が 2008年に宣言がされたというふうに記憶をしていま

す。今年が西暦的に 2026年なので、あと２年後がちょうど 20年

目の節目となります。その時、私が 58なんで、いくつ 38の時か

ら始まって、 40の時から始まったということで、それからする

と、まあ 60歳で始められた方も、今の資源循環の取り組み、も

う 60歳で始めた方はもう 80歳ということで、だいぶお年も取ら

れましたし、あの、当然施設の方もあの、 1８年経過しておりま

すので、今回あの発電機の契約の方もお願いしていますし、施設

の方はしっかりと今後もしっかりと稼働するような形で、液肥散

布車についても、国の方にもちょっとお願いした経緯がございま

したが、いろんなハードルがございまして、これについて全協の

方でも説明した通りでございます。そういった形の中で、やっぱ

り 20年目の節目の年が自治総合計画の策定の期間と重なります
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ので、そういったところを捉えてもう１ギアあげるような、そう

いったものをちょっとやったらどうかということで、担当課の方

にも３週間前ぐらいですかね、ちょっとお話をしました。で、そ

のきっかけとなったのが３週間前ですね。８月上旬には東京の方

で、あの町村会の中央研修会というのがありまして、ちょうど食

品ロスの関係の講師の方が講師をされましても、大木町の取り組

みについて、そこでもお話をいただいたところです。やはりあの

大木町の資源循環のまちづくりについては、本当に全国に先駆け

て、循環型社会形成推進功労者も２番目でございますけど、全国

でまだ５つしかないということのお話とか、福岡県にはみやま市

と大木町で大木町がモデルとしてみやま市になったこと、そうい

ったことも踏まえますと、やはりもう一度ここはギアを上げてや

っていく。そういうところにも、ふるさと納税基金の使途につい

ても、結構な寄附額いただいてますんで、そういったものはしっ

かりと活用させていただいて、町内外によくアピールする。また

町内で今分別いただいていますけど、そういったあの省力化であ

ったり、あの合理的なやり方についても、今後検討が必要だとい

うふうに私も私は感じていますので、そういったものに活用させ

ていただければというふうに思っているところでございます。本

当にあのタイムリーというか、私の中に、頭の中にあったものを

質問いただいて、本当にありがとうございます。はい、以上でご

ざいます。 
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〇議長 

続きまして、ＷＡＫＫＡについての再質問ございますか。 

 

〇益田隆一議員 

続きましてそのＷＡＫＫＡについて、質問をさせていただきたい

と思います。答弁内容では、このＷＡＫＫＡを配置して、創業支

援や観光、移住、空き家、ふるさと納税などの業務を一体的に進

めている考えは理解できました。ここで、ふるさと納税と同じで

すが、ＷＡＫＫＡが何のために作られた施設であったのか、その

原点に立ち返って考える必要もあるかと思います。このＷＡＫＫ

Ａというのはもうご存知なんでしょうけれどもあえて申し上げる

と、本来地域産業を元気にして、創業や商品づくりを支えて、観

光交流を生み出し、移住や定住などにつなげていくための拠点と

して整備された施設と私は理解しています。そこで問われるの

は、この現在のＷＡＫＫＡがこうした当初の目的に沿って十分に

活用されているのかというところでございます。ＷＡＫＫＡが関

わったことで新しい事業が生まれたのか、町内の商品が広く売れ

るようになったのか、町外から人が訪れるようになったのか、創

業、交流、移住、定住など具体的な成果につながったのか。施設

の利用者数やイベントの開催回数だけではなくて、 ＷＡＫＫＡ

が町や地域にどのような変化をもたらしたのかを確認する必要が

あると思います。現在、 ＷＡＫＫＡに課が置かれて、ふるさと

納税をはじめ、さまざまな行政業務が行われていると思います。
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もちろん、そこで働いている職員の努力を否定するつもりでもあ

りませんし、また、配置された職員が施設管理だけを行っている

わけではないことも承知しております。しかし、行政の課をＷＡ

ＫＫＡに置くこと自体が、ＷＡＫＫＡを有効に活用していること

になるのでしょうか。少し厳しい言い方になりますけれども、Ｗ

ＡＫＫＡ本来の目的に必要だから行政組織を置いているというよ

りも施設を利用している実績を作るために、課を置いて、様々な

行政業務を集めているようにも見えてしまいます。仮にそうであ

るならば、ＷＡＫＫＡの活用が目的ではなくて、ＷＡＫＫＡを使

っている形を作ることが目的になってしまっているのではないか

と心配しているところでございます。本来大切なのは、施設に職

員がいることではないと思います。ＷＡＫＫＡが地域産業、創

業、観光、交流、移住、定住などにどれだけ具体的な成果を生み

出しているのかということでございます。空き家対策もその中の

１つの手段です。使われていない住宅を地域の資源として活かし

て、移住を希望する人や新しく事業を始める人につなげることが

できれば、環境と循環を大切にする大木町らしい活用になりま

す。しかし、空き家相談の窓口をＷＡＫＫＡに置くだけで、ＷＡ

ＫＫＡの活用が進んだことにはなりません。相談が実際の活用や

居住、移住、創業などにつながって初めて成果と言えると思いま

す。そこでＷＡＫＫＡについての課長なりの答弁を、見解をお聞

かせいただければと思います。 
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〇議長 

答弁を許します。荒巻産業振興課長。 

 

〇産業振興課長 

益田隆一議員の再質問にお答えいたします。ご指摘の通り、ＷＡ

ＫＫＡにブランド推進室を配置し、行政業務を行っていること自

体を、施設の成果と捉えるものではなく、設置の目的に沿って、

実際にどのような成果につながっているのかという視点で検証す

るということが重要であるというふうに考えております。これま

でも、個々のそれぞれの取り組みや事例を把握しながら進めてま

いりましたが、成果については、十分に整理や検証ができていな

い部分もございます。今後は利用者数やイベントの実績、そうい

ったものだけではなく、具体的な成果、そういったものを整理す

るとともに、ＷＡＫＫＡの役割の現在の運営のあり方についても

改めて検証していきたいというふうに考えております。以上で、

質問に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

３回目の質問ございますか。益田隆一議員。 

 

〇益田隆一議員 
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課長、ありがとうございました。ＷＡＫＫＡも、今後も維持して

いくのであれば、行政業務を置くための施設としてではなくて、

人が集まり、新しい活動や仕事が生まれて、町外との交流につな

がる施設として、本来の役割を取り戻す必要があるかと思いま

す。私は、そのためには、この行政が現在の運営方法を延長線上

だけで考えるだけではなくて、民間の発想と力を本格的に取り入

れるべきだと考えております。これは私からのまた提案になるん

ですが、この行政の運営だけというのは、公平性や手続きが求め

られるため、先ほど課長が心配されておられました営業時間、休

日の対応、イベントの企画、情報の発信、この物品の販売や宿泊

ですね。こういった体験事情に対しても、どうしてもその制約が

生じてしまうかと思います。一方、民間事業者であれば、利用者

の声や需要を見ながら、企画やサービスを柔軟に変えることもで

きるかと思います。例えば地域の食や農業、環境と循環を体験で

きるイベントを開催する。この町内事業者の商品を販売する。創

業を目指す人が試験的に出展できる場をつくる。宿泊や体験を組

み合わせて町外から人を呼び込む。空き家を活用した事業や移住

希望者の接点をつくる。これからはＷＡＫＫＡを活用する方法の

例にすぎません。大切なのは、行政があらかじめ使い方をすべて

決めるのではなくて、民間事業者から幅広い提案を募って、行政

だけでは思いつかない活用方法を見出していただくと、こういう

ことも大事であるかと思います。これまで大木町が積み重ねてき

たこの環境と循環の取り組みについても同じことが言えます。先

人の思いを受け継ぎつつ、これまでと同じ取り組みを繰り返すだ
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けでは次の時代や町外の人に新しい魅力として伝わりにくくなり

ます。環境や循環を我慢や負担として伝えるのではなくて、地域

の食、農業、ものづくり、交流、宿泊、移住などを組み合わせ、

大きい町に行ってみたいと、この町で何かを始めてみたいと感じ

てもらえるものへ進化させる必要があります。このＷＡＫＫＡと

いう名称には、人の輪でしたっけ、輪ですよね。この輪という意

味がもともとあったから、このＷＡＫＫＡっていうのができたと

いうふうに認識しております。この施設が行政の課を置く場所と

して使われるだけでは、あまりにももったいない気がしてしまい

ます。先人が築き上げてきた環境と循環のまちづくりをこの土台

にしながら、これからの世代がこのもうワクワクできるような新

しい活用方法を民間の力によって生み出してもらうと。現在の役

割以上にＷＡＫＫＡを生かす方法が民間から提案されるのであれ

ば、それを取り入れない理由はないと思います。また、ＷＡＫＫ

Ａが、町が直営する以上、施設の維持管理費、光熱費、修繕費、

職員の人件費など、さまざまな経費がかかります。したがって、

直営を続ける場合の総費用と、民間委託した場合のこの費用およ

び期待できる効果というのを比較する必要もあるのではと考えま

す。民間委託というのは、単に最も安い事業者へ施設管理を任せ

るという話ではございません。このＷＡＫＫＡをどのような施設

にするのか、どのように人を集めるのか、地域産業や操業、環

境、循環、観光、移住、定住をどうつなげるのか。その具体的な

提案を競ってもらう公募型の選定が必要であるかと思います。道

の駅がそうでございました。行政は制度上判断、個人情報公金の
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管理、庁内調整など、行政が責任を持つべき仕事に集中していた

だいて、民間は施設運営、イベント、宿泊、交流、商品販売、情

報発信など、柔軟な発想が求められる仕事を担うと。今からちょ

っとパッとお見せしますけど、参考にしていただければと思いま

すが、会議を開くんで、映っていますかね。これ一応イメージ図

でございます。こういう感じで、これはおそらく多分なかなか行

政だけでやる場合になると、ここまでの事業というのは簡単には

いかないのではないのかなというふうに思います。民間に委ねる

と、こういった形ができるのではというイメージ図でございま

す。参考にご覧いただければと思います。この役割を明確に分け

ることで、町の責任を保ちながら、ＷＡＫＫＡの可能性を今以上

に広げられると考えております。このＷＡＫＫＡを残すのか、な

くすのかという提案ではなくて、ＷＡＫＫＡを本当に活かすため

に、行政の課を置くことを中心とした現在の利用方法を見直し、

民間の発想によって、当初の目的を超えるような新しい価値を生

み出す施設を変えていくべきだという提案をさせていただきたい

と思います。それを踏まえて、町長に今後の、これを踏まえた上

で、ＷＡＫＫＡの展開を改めて伺いたいと思います。 

 

〇議長 

答弁を許します。広松町長。 
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〇町長 

再々質問ありがとうございました。ＷＡＫＫＡについては、平成

30年度から開始がされていまして。ちょっと私も産業振興課で関

わってはおりました。ハードとソフトの両面がしっかりと両輪を

する。その中でなかなか難しく難しいというか、なかなかうまく

いってなかった。そういう中で、私、引き受けさせていただい

て、まず直営にしたのは、まずどういった業務量があるのか、ど

ういった可能性があるのかというものを今図らせていただいてい

るところということでご理解いただければというふうに思いま

す。私は直営に限らず、民間でもどちらでもいいというようなス

タンスでございます。ただ、ＷＡＫＫＡの街の未来が動く拠点へ

ということで、今日お示しいただきましたけども、これは民間が

ここの部分を、指定管理をしようが直営だろうが、おそらくでき

ないことはないんですというふうなのが私の答え方になります。

事業の取り組みについては、直営だって、公募して、そういった

方々を招聘する。今で行くと地域食堂であったり、大木バイオク

リエーションズであったり、あとはイチゴを使ったパティシエの

講習会というか、そういったもので、行けるというか、そういっ

たものはできますので、必ずしも直営だから、こういったものが

できないわけではなくて、あそこの施設を使って活動したいとい

う方に、しっかりとその貸し出しであったり、そういった活用の

例を示してないのかもしれないなというふうに感じた次第でござ

います。そして先人の思いということで話がありまして、私もず

っと役場におりましたんで、平成３年からいましたんで、道の
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駅、そして資源循環センター、ＷＡＫＫＡについて、産業振興課

長の時も多分答弁をしましたが、畑の中の道の駅交付そうという

ことで、まずは資源循環センターが第一事業、そして道の駅を作

って、果実が出たものを直売所、そしてレストランで食していた

だいて、大木町の暮らし、あの大変だけど苦労するけど本当にあ

の丁寧な暮らしがある、そういった暮らしぶりをやっていこうと

いうのが先人の思いだというふうに思っています。その中で第３

期の事業構想として交流する施設を作りましょうというところま

でありました。たまたまその平成、多分 29年だと思いますけど

も、国からの交付金がつきまして、それで建屋の方を建てていこ

うということでされました。私の考え方は、はっきり言って、そ

の先人の思いを具現化したいと思っています。大木循環センタ

ー、道の駅、そして直売所はもうしっかりと今経営をしていただ

いています。で、ＷＡＫＫＡができました。で、そこの部分、ソ

ーラーと農地もございますんで、そこを一体とすれば当然直営で

はできませんので、今現在は資源循環センター、一般社団法人サ

スティナブルおおきでございます。そこに集約ができれば、そこ

の集約がよろしいし、そうじゃない可能性だってあるかなという

ふうに思っています。そして合わせて私の構想としては、商工会

さんも今でも出資をいただいていますけども、出資のこととか、

あと地域企業、また大木町を応援してくださる方々、まあそれは

企業版ふるさと納税であったり、あとふるさと納税も当ててもい

いのかもしれませんが、きちんとして民間というか行政以外のと

ころにそういった組織体を作って、そこが全体として維持管理し



47 

 

ながら活性化をしていく。また資源循環取り組みをやっていく。

そういったものは大木町ならでは、というか、大木町といえば資

源循環センター道の駅だねっていうものをもう一度作るための、

そのための直営化というふうに捉えていただければ幸いに思いま

す。だから私もいつまでもその直営をするつもりはなく前回の中

島和正議員の一般質問にもなりますけども、３年半前、４年前で

すかね、討論会の中の資料にはしっかりとＷＡＫＫＡについては

直営をするということで書かせていただいた。しかし、それはず

っとずっと永久にあるわけではなくて、まずソフト的なものがど

うしても弱かったので、そこをしっかりと仕様書として今準備を

している。その中で課題についてもしっかりと今整理をしている

ということで、産業振興課長の方からも答弁がありまして、そう

いった形の中で今後進めてまいりたいというふうに思います。以

上でございます。 

 

〇議長 

はい、ありがとうございました。若干時間ありますけど、益田隆

一議員。 

 

〇益田隆一議員 

最後に一言で申し上げさせていただければ。今の状況、先ほどから

述べられていらっしゃる直営ではないという選択肢もあるという
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ことであれば、その部分を、今日の内容を取り入れていただいて、

少しこう考えていただけるとありがたいのかなというふうには思

います。もう１つは、これはよく聞く話なんですが、執行部の方か

らは、どの課も人が足りないという声よく聞きます。一方でふるさ

と納税や空き家問題というのは、町長も課長も心配してらっしゃ

る通り、１つの課だけでは解決するものではないと思います。庁内

の横の連携というのが必ず必要になりますので、そうであれば本

庁に担当課を置くことが一番手っ取り早いというか、実際産業振

興課の中央には机が空いていますから、スペースがありますので、

課長がだいぶ寂しいような感じがしますんで、ぜひその辺のとこ

ろを有効活用していただいて、産業振興課が盛り上がっておかな

いと、本当の産業であり、そういうところがちょっとこう、２階の

スペースに行くと寂しいように感じてしまうのは私だけでしょう

か。そうした中で、大切なのは、この町民にとって本当にいい行政

サービスにつながっているのかというのを見直していただいて行

政だけで抱え込むんではなくて、先ほど私が申し上げた通り、この

民間の力を借りて一緒に運営していくというのも１つの方法では

ないかと考えております。ＷＡＫＫＡが町民に広く認知されて、こ

れまで以上に活用される施設となることを期待しまして、私の質

問を終わらせていただければと思います。ありがとうございまし

た。 

 

〇議長 

暫時休憩いたします。再開を11時20分といきます。 
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休憩   １０時  ０７分 

 

再開   １０時  ２０分 

 

〇議長 

再開いたします。休憩前に引き続き一般質問を行います。続い

て、５番深町敏生議員の一般質問を許します。 

 

〇深町敏生議員 

すいません、会議を開催しましたので、お越していただければと

思います。議席番号５番深町敏生。議長の許可をいただきました

ので、一般質問をさせていただきます。今日は時速 60㎞、30㎞

に少し落として。ちょっと迫力不足があるかもしれませんけど

も、安全運転で一年前、大変ご迷惑かけましたので、少し緩めて

いきたいと思います。よろしくお願いいたします。令和８年９月

1日に施行されました道路交通法の改正に関しまして、特に町道

における道路表示や道路の使い方、安全対策について一般質問を

させていただきます。今回の道路交通法の改正は、単に交通ルー

ルを厳しくするだけのものではなくて、生活道路において、自動

車だけでなく、自転車や歩行者の安全を確保することを目的とさ

れているようでございます。特に地域の生活道路である町道で

も、中央線が引いてあるかないかなどによって、自動車の法定速
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度が 60㎞から 30㎞に引き下げられるほか、自動車が自転車の右

側を追い越す際には十分な間隔と減速を確保することが求められ

るなど、道路を利用する人それぞれが安全に通行できる環境づく

りが重要になります。そこで、町道における道路標識や中央線な

どの道路標示の状況、道路の構造や利用実態を踏まえ、今後どの

ように安全対策を進めていくのかについてお伺いしたいと思いま

す。４点ございます。１点目でございますけども、町道における

中央線などの道路標示について伺います。町道の中で中央線など

の道路標示を設置されている道路と、設置されていない道路があ

りますけども、それぞれの道路について、道路の幅員や利用状況

などを踏まえ、どのような基準で中央線などの道路標示を設置さ

れているのでしょうか。また、中央線などの道路標示が設置され

ている道路の幅員や利用状況の変化などによって、今後、見直し

が必要となる道路はないのでしょうか。これが１点目。２点目に

ついては、町道 10号線の道路としての位置づけについてお伺い

をいたします。町道 10号線は平成 23年から大莞校区の三八松交

差点から花宗川までの約 1.1kmについて、自転車道歩行者道整備

事業として拡幅工事が始まり、約 15年をかけて本年全体の整備

が完了したところです。現在、花宗川より南側は車道、歩道を含

めて幅が全幅で８mというふうにお聞きしております。車道には

中央線があったりなかったりしております。タブレットを見てい

ただきますと、これは三八松の交差点から 100ｍぐらい八丁牟田

方面に行ったところでございますけれども、中央線が見えている

か、消えているのか、そういう状況。そしてこれは同じく町道 10
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号線でございますけれども町営住宅の横あたりは全く線が引かれ

ていない。それから、これは花宗川から北側の、同じく 10号線

ですけども、消えかかっておりますけども、白線が引かれてい

る。こういう状況を踏まえて、町道 10号線を生活道路として位

置づけることが適切なのか。町のお考えをお聞きいたします。３

つ目でございます。町道 10号線の自転車道、歩行者道の通行に

ついて伺います。タブレットの方を見ていただきますと、新しく

今回の工事でできた歩道幅、私、実測してみますと、3.3ｍほど

ございました。この 10号線は自転車道、歩行者道の整備事業と

して整備されました。現在、歩行者道は歩行者道および自転車道

として車道から分離されており、歩行者と自転車が安全に通行で

きるよう、15年前からそういう目的で着手し、今日、整備されて

おります。この歩行者道について。今後も自転車と歩行者が一緒

に通行する道路として利用することになるのか、お伺いをしたい

と。また、自転車と歩行者、それぞれの安全を確保するために、

通行方法について、どのような周知や対策を考えておられるの

か、お聞きいたします。最後に４点目でございますが、中学生の

自転車通学における交通ルールの指導について伺います。道路交

通法の改正に伴い、自転車の交通ルールについても、これまで以

上に正しい理解と遵守が求められております。特に中学生につい

ては、自転車通学をする生徒も多いことから、道路交通法の改正

内容や、自転車の安全な通行方法について、学校と連携した指導

を徹底する必要があると考えております。今回の道路交通法改正

を踏まえて、中学生に対して、どのような交通安全教育や自転車
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通学に関する指導を行ってあるのか、以上４点についてお伺いい

たします。よろしくお願いいたします。 

 

〇議長 

答弁を許します。石橋建設水道課長。 

 

〇建設水道課長 

５番深町敏生議員の一般質問にお答えいたします。まず、私から

３つ目までのご質問にお答えし、その後の４つ目のご質問につい

ては、こども未来課長が答弁いたします。議員ご指摘のように、

令和８年道路交通法改正は、交通事故の削減と安全な移動環境の

整備を目的としており、自転車の交通違反に対する反則金制度の

導入や、生活道路の法定速度引き下げが含まれております。特に

反則金制度を導入することで、自転車利用者の交通ルールの遵守

意識の向上と、住宅街や学校周辺の安全性を高め、子どもたちや

歩行者の安全確保に主眼を置いて改正されたと考えております。

本町の町道は、幹線的な道路から集落内を走る生活道路、子ども

たちが通学に利用する通学路、主に営農に利用されている道路等

多岐にわたり存在し、道路構造や利用実態が異なりますので、交

通量、歩行者、自転車通行量、事故や危険箇所の状況を確認する

とともに、道路利用を取り巻く地域環境の変化を視野に、道路管

理者として警察と協議し、利便性の向上と安全対策を進めており
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ます。１つ目のご質問、町道における中央線などの道路表示につ

いては、道路中央線を設置できる基準として、道路法に基づき車

道幅員が 5.5m以上の区間になります。町道で中央線外側線が設

置されている町道は 15路線約 13kmであり、車道幅員はすべて

5.5m以上あります。設置する場合は、交通量、歩行者数、自転車

通行量等を踏まえ、警察と協議を行い、設置しております。道路

の幅員や交通量と設置当時から交通環境の変化により維持・更新

することが安全につながるのか、筑後警察署と協議し、必要に応

じて見直しを行ってまいります。次に２つ目のご質問、町道 10

号線の道路としての位置づけについては、町道 10号線は、沿線

住民の生活を支える生活道路であると同時に、地域間を結ぶ幹線

道路であり、校区内の移動、通勤通学等を担う道路であることか

ら、集落内の狭い生活道路を整備することとは、集落構造の視点

からも適切ではないと考えますが、集落環境を維持するために大

型車両が頻繁に通行することがないようにすることも重要と考え

ております。中央線がない、消えているとのご指摘ですが、道路

機能と安全性を明確にするために警察と協議を行い、総合的に判

断してまいります。令和８年９月 1日施行の道路交通法改正によ

り、生活道路における自動車の法定速度が 60km/hから 30km/hに

引き下げられますが、現在、町道 10号線は道路標識により最高

速度が 30kmに指定されておりますので変更はございません。次

に３つ目のご質問、町道 10号線の自転車歩行者道の通行につい

てでございますが、自転車歩行者道とは道路法令上の１つである

道路構造令の用語であり、道路交通法の自転車通行化の歩道とは
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異なります。道路交通法第 17条第１項に自転車は軽車両と位置

づけられており、自動車と同じ車両の一種であり、原則車道の左

側を通行しなければなりません。自転車が歩道を通行できるの

は、道路交通法第 63条の４第１項第１号の道路標識等により自

転車が通行することができると指定されている場合、または 13

歳未満および 70歳以上のものが運転する場合です。仮に通行で

きる歩道でも歩行者が優先であり、自転車は車道入りの部分を徐

行しなければならず、自転車の通行が歩行者の通行を妨げること

になるときは、一時停止しなければなりません。自動車通行量、

自転車、歩行通行量を調査し、安全を確保できるよう、交通管理

者である筑後警察署と協議をしてまいります。以上で、５番深町

敏生議員の一般質問に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

続いて答弁を許します。北島こども未来課長。 

 

〇こども未来課長 

５番深町敏生議員の４つ目のご質問、中学生の自転車通学におけ

る交通ルールの指導についてお答えいたします。自転車は道路交

通法上の軽車両であり、生徒には歩行者としてではなく、車両の

運転者として交通ルールを守る責任があることを理解させる必要

があります。今回の制度改正を罰則だけを強調するのではなく、
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自分と周囲の命を守るための具体的な行動として身につける機会

にしたいと考えております。町教育委員会としましては、今回の

法改正を踏まえ、学校現場と連携して、以下のような取り組みを

強化してまいります。１つは、学校における交通安全指導の日常

化でございます。中学校におきましては、４月の校内自転車点検

の折に、生徒指導担当者から改正道路交通法における内容を指導

しております。また、このような全校集会、学級活動などの機会

だけでなく、日常的に車道左側通行、信号一時停止、交差点での

安全確認、並走しての運転やながら運転の禁止、夜間のライト点

灯、ヘルメット着用、歩道を通行できる場合の歩行者優先と徐行

などを重点的に指導します。２つは、警察や関係機関と連携した

教育活動の実施です。毎年１学期には筑後警察署からご協力をい

ただき、専門的な知識を持った講師による交通安全教室を行って

います。今年度の講和では、交通反則を通告する青切符制度に関

する主な違反内容や、近年の新たなルールをはじめ、基本的な自

転車通行ルールについて、映像や体験的な活動を交えてわかりや

すく指導していただいております。また、９月には、大木町教育

委員会が主催し、筑後警察署、町建設水道課、福岡県南筑後県土

整備事務所が参加する大木町通学路安全推進会議を開催します。

この会議は、毎年開催しておりまして、児童生徒が安全に通学で

きるように、通学路における危険箇所の確認や交通安全対策につ

いて協議をしております。今年度の会議では、町道 10号線につ

いて協議し、自転車・歩行者道整備事業後の実際の通学道路線を

学校と教育委員会で確認し、利用する生徒に対して、どの部分を
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どのように通行するのかを具体的に示します。また、必要に応じ

て、現地指導や危険箇所マップを活用し、教職員、保護者、地

域、警察と情報を共有して、充実した交通安全教育と環境整備に

努めてまいります。交通安全教育は、教育課程に位置づけた時間

での指導で終わるものではありません。また、単にルールを知識

として覚えるだけではありません。新入学時、長期休業前、日常

の登下校指導などの機会を捉えて、繰り返し指導し、危険を予測

する能力と、危険を回避する能力を高め、安全な行動を選択でき

る生徒の育成を目指します。以上で５番深町敏生議員の一般質問

に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

１点目、町道における中央線などの道路標識についての再質問は

ございますか。はい、深町議員。 

 

〇深町敏生議員 

再質問を行います。町道の中央線を設置できる基準として、道路

法に基づく車道が 5.5m以上の区間であることが理解をできまし

た。また、そのような町道が 15路線、約 13ｋmであることも分

かりました。今回の道路交通法の改正に伴い、町道のその 15路

線のうち、時速が、 60ｋmで走行できる道路、また 60ｋmから

30ｋmとなる道路、そもそも 30ｋmの道路を地図に落として、お



57 

 

示ししていただくというのができますでしょうか。というのは、

やはり今回の改正で変わったところを、町民の方がわかりやす

く、いち早くそういう道路、こういう道路なんだというのがわか

ることが必要じゃないかということでございます。また、 15路

線のうち速度制限の道路標識がなくて。中央線の道路標示が消え

ているのであれば、時速 60ｋmから 30ｋmと、ドライバーは誤解

を生じることになると思います。15路線のうち消えている路線は

何路線あるのでしょうか。また、その路線は道路標識を立てるの

か、中央線を引くのかは町の責任なのかという点をお伺いしたい

というふうに思います。一応、これは大木町と通じる道路である

わけですけども、ここはもう全く線が引かれていない、そういう

状態であります。これは土地改良で、 昭和 58年当時に作られた

道路でありますけれども、こういった道路が今後どういうふうな

速度制限になるのか、そういったところをお示しいただきたい。

それと、先ほど答弁にいただきました営農に利用されている道

路、いっぱいあると思います。狭い道路ですね。そういったとこ

ろは 30ｋmで走行になるのか、そこら辺も教えていただければと

いうふうに思います。よろしくお願いいたします。 

 

〇議長 

答弁を許します。石橋建設水道課長。 
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〇建設水道課長 

深町議員の再質問にお答えいたします。ええ、 60ｋmから 30ｋm

になる道路、そもそも 30ｋmの道路を地図で示すことができるか

という質問にお答えさせていただきます。そもそも 15路線の中

に、30ｋm規制のすでに標識が立っている路線が３路線ございま

す。その他、速度標識により 40ｋm速度制限されている道路が３

路線ございます。道路交通法改正後も道路標識が優先されるた

め、変更はございません。その他４路線につきましては、中央線

があり、道路交通法上は 60ｋmになります。その他５路線につき

ましては、中央線が消えておりますが、今まで通り中央線を引き

直すのか、実情に応じた速度標識を設置するのか。公安委員会と

協議を行い、安全安心な道路環境の整備に努めていく考えであり

ます。消えている路線は何路線がありますかということですの

で、先ほども申しましたように、中央線が消えている路線は５路

線ございます。道路標識は公安委員会、中央線は道路管理者であ

る町になります。先ほども申しました通り、今まで通り中央線を

引き直すのか、実情に応じた速度標識を設置するのか、公安委員

会と協議を行い、安全安心な道路環境整備に努めていくためであ

ります。それと、農道につきましては、どこが農道なのかでなか

なか判断が難しい部分があると思いますが、営農で使われている

部分主な道路は主にもう 5.5m未満ではないかと思っております

ので、今回の改正に伴いましては 30ｋmになると認識しておりま

す。以上です。 
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〇議長 

３回目の質問ございますが。はい、深町議員。 

 

〇深町敏生議員 

再々質問させていただきます。町道で、本来、道路標識とか道路

標示である中央線が引かれていなければならない道路、５路線が

消えている道路というふうにお聞きをいたしました。そのような

道路は、警察署と、協議してどうするかということを協議した上

で、線を引くなら引くということでありますけども、もしその線

を引くということであれば、まあ、補正予算をかけても早急に、

道路標識、あるいは線を引き直すという考えが必要かと思います

けども、そこらへんについては、早めにしないとドライバーも不

安なところもあると思いますので、そこら辺、早急にお願いした

いと思いますけれども、どんなでしょうか。 

 

〇議長 

はい、答弁を許します。石橋建設水道課長。 

 

〇建設水道課長 
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深町議員の再々質問にお答えいたします。中央線が消えている路

線は５路線ございますが中央線を引き直した方がいいのか、実情

に応じた速度標識を設置するのがいいのかを警察と協議を今後進

めていこうと考えております。以上でございます。 

 

〇議長 

何かちょっと回答になっていますか。はい、どうぞ。 

 

〇町長 

補足の回答をさせていただきます。えっと、まずあの警察と協議

をさせていただいて、必要に応じて、緊急要請があれば補正予算

でお願いするということになります。ただ、今からちょっと警察

の協議ということになりますので、しばらく時間がかかるかと思

いますので、仮に補正が必要な場合には、また議員の皆様には補

正予算としてお願いすることもあるかと思いますので、よろしく

お願い致します。以上でございます。 

 

〇議長 

続きまして、２点目、町道中央線の道路としての位置づけについ

ての再質問ございますか。深町議員。 
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〇深町敏生議員 

町道 10号線は、平成 23年から整備が進んで、15年を経過して、

三八松交差点から花宗までの 1.1㎞が整備されたということであ

りますけども、車道の有効幅員は平均 5.5m以上確保されている

ということで。片側 2.75mとお聞きしております。十分な片側一

車線道路として、幹線道路として、安全に車が交差できる道路に

改良されたというふうに私は思っております。町道 10号線は、

国の自転車道歩行者道整備事業を活用して整備をされてきました

けども、この実施した 15年間の間の総事業費、総工事費がどれ

ほどかかっているのか、お尋ねをいたします。 

 

〇議長 

はい、答弁を許します。石橋建設水道課長。 

 

〇建設水道課長 

５番深町議員の再質問にお答えいたします。町道 10号線の総事

業費につきましては、用地補償工事費を含めまして、約５億 6000

万でございます。以上です。 

 

〇議長 

２点目について再質問ございますか。深町議員。 
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〇深町敏生議員 

ありがとうございます。５億 6000万ということで、まあ、巨額

の事業費で整備された町道 10号線ですけども、拡張工事が始ま

った平成 23年当時は整備後、地域住民の方、私も含めてなんで

すけど、時速今 30kmになっておりましたけど、 40kmというにな

るんじゃないかという期待も非常にあったというふうに私は記憶

をしております。先ほどのお答えでは、時速 30 kmに変更はござ

いませんとのことでございました。答弁の中では、ちょっと長く

なりますけども、町道 10号線は幹線道路であり、校区内の移

動、通勤通学を担う道路、集落内の狭い生活道路として整理する

ことは適切でないと思いますが、大型車両が頻繁に通行すること

にならないようにする必要もあると考えています。とお答えをい

ただきました。今回の道路交通法の改正に伴う生活道は 5.5未満

であります。町道 10号線はそれにあらずであれば、時速 30kmか

ら 40kmに上げても道路幅員は確保されており、格段に安全性は

確保できております。なおかつ、答弁の中であった大型車両も頻

繁に通行することにならないようにすることも必要であると考え

ています。とのことで、十分にその安全対策が講じられていると

すれば、町民、とりわけ、大莞校区の長年の願いを叶えてもいい

んじゃないかと私は思います。私も時速 30kmで、あそこを走行

しておりますけども、新しく整備されたことによって、前は追い

越しができなかったんですけど、たまに、何回か追い越しをされ
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たことがございます。非常に逆に危ない状況にもなっているのか

なというふうにも私なりに感じておりますけども 40kmにして、

追い越し禁止のラインを引くとかですね。そういうこともええ考

えていただけるんだろうかというふうに思いますが。毎日、時速

30kmで、通勤されている町長に、再度そこら辺お聞きしたいとい

うふうに思います。よろしくお願いします。 

 

〇議長 

はい、答弁を許します。広松町長。 

 

〇町長 

深町議員の再々質問にお答えいたします。はい。私も毎日、自宅

から役場まで通勤で使わせていただいている道路でございます。

できるだけ安全、そして円滑に通行したいと思って、30kmで通行

をさせていただいております。ただ、自宅から役場までっていう

のは、私、約３kmでございます。そのうち町道 10号線、２km程

度かなと思っています。三八松の信号が役場までということで、

そして時速 40kmで走行しておりますので、計算しますと約４分

で到着するということです。そしてあの時速 40kmにした場合の

ちょっと計算をしますと約３分ということで、計算上は１分の差

になります。ただ、実際には交差点の停止とか、減速をすること

もありますし、仮に 40kmを走行する期間があったとしても、ま
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あ短縮される時間は 1分にまあ満たないというような形。まあ、

計算上はそうでございます。一方で速度が上がれば、歩行者や自

転車、交差点から侵入する車両を発見してからの距離は長くなり

ます。先ほど言われました通り、まあ追い越しでの事故もありま

すけれども、そういった飛び出しの事故というのも考えられます

ので、事故が起こる場合の被害も考えないといけないというふう

に思います。特にあの町道 10号線につきましては、校区内の通

勤であったり、通学、また日常生活に利用される道路との交差も

多いところになっておりますので、安全性については、やっぱり

十分に考慮しなければいけないというふうに思います。ただ、先

ほどご指摘の通りでございまして、町道 10号線の幅員改良によ

りまして、道路の幅員は確保されております。一般的な狭い生活

道路とは道路状況が異なる区間ということで承知をしておりま

す。先ほど建設水道課長が申しましたが、生活道路だから一律に

30kmという結論というものでは私はないというふうに、ちょっと

今回質問いただいて思いました。道路の幅員であったり、歩道の

有無、そして、沿道の住民の皆さんで、交差点の状況、通学利

用、そして過去の事故状況などを客観的に確認して、さらにご承

知の通り、速度規制というものは、町だけであの決定するものが

ございませんので、公安委員会の権限でございますので、しっか

りと警察との協議をさせていただいて、そういった町道 10号線

実態について、警察としっかり共有をする。そして安全性を確保

した上で、 40kmの規制となることが可能な区間があるのか、現

地の確認を含めて協議をしたいというふうに思っております。私
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としては、通勤時間短くなることも大切ですけども、それも優先

したいと思うんですけど、やはり住民の皆さん、また子どもた

ち、高齢者も含め、誰もが安心して利用できる道路というのが必

要なんだろうというふうに思っています。それと合わせて、今回

は白線についても少しご指摘がありました。やはりどこについて

も、やっぱりこの道路の維持管理費がどうしても足りてないとい

うふうに私も思っています。先日、福岡県道路協会で決議文もあ

りましたけども、やっぱり生活道路をしっかりと維持管理をして

いくことも、11項目のうちの１項目ということで、あの、私、決

議に読み上げさせていただいて賛同いただきましたので、しっか

りと国、県に対しましても、予算確保には努めてまいりたいとい

うふうに思っておりますので、ご理解とご協力をよろしくお願い

申し上げます。以上でございます。 

 

〇議長 

はい、続きまして３点目、町道 10号線の自転車、歩行者の通行

についての再質問ございますか。はい、深町議員。 

 

〇深町敏生議員 

ありがとうございました。ただいま答弁では、歩行者道と自転車

道について、自動車の交通量、自転車、歩行者の通行量を調査し

て、安全を確保できるように、交通管理者である筑後警察署と協
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議をしてまいりますということでございました。町としては、歩

行者道と自転車道は一体的に通行できるように動いているという

ふうに、私は理解してよろしいのか、そこら辺回答を求めたいと

思います。全国の事例を見る中で、歩行者道の中に青色とか色付

けをして、自転車道がわかるようにしてあるところも、見受けら

れます。まあ、このようなことも考えてあるのか、お聞きをした

いというふうに思います。よろしくお願い致します。 

 

〇議長 

はい、答弁を許します。建設水道課長。 

 

〇建設水道課長 

深町議員の再質問にお答えいたします。町道 10号線の歩道につ

きましては、今、警察と協議を行っているところでございます。

歩道内の色分け等のご質問ですが、今現在は、まだ警察の自転車

通行化の許可が出ておりませんので、歩行者専用の規制となって

おりまして、原則として自転車の通行が想定されていない区間で

ございます。そのため、この区間に今現在、自転車歩行者を分け

る色分けを行う交通法規上は困難であると考えております。警察

の合意が取れれば合意が不可欠と考えております。まずは所轄警

察署と協議を行い、歩道の幅員や自転車の状況部分や自転車通行
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かへの規制変更が可能かどうかの安全対策を検討してまいりま

す。以上です。 

 

〇議長 

はい。３回目の質問、深町議員。 

 

〇深町敏生議員 

町道 10号線の国の補助事業である、何遍も言いよりますけど、

自転車道歩行者道整備事業を活用して整備をされております。そ

もそもの設置目的は、車道の道路幅員の拡張による片側１車線の

確保に加えて、小学生などの歩行者や中学生の自転車通学道と、

車道の分離帯の設置が主なものではなかったんかなというふうに

思っております。歩行者と自転車が一緒と。自動車との通行を安

全に分離して、事故を防ぐために道路を整備する事業のようでご

ざいますけれども、もし自転車がその歩行者道内を通行できなく

なった場合は、この事業を目的に沿っているというふうに言える

のか。場合によっては、その事業に要した補助金の返還とか、そ

ういうものにならないのか、私は心配をしております。そこら

辺、どういうふうな町として考えてあるのか、お聞きしたいとい

うふうに思います。よろしくお願いします。 
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〇議長 

建設課長でよろしいですか。答弁を許します。建設水道課長。 

 

〇建設水道課長 

深町議員の再々質問にお答えいたします。町道 10号線におきま

しては、事業期間中は毎年度、県を通じて国に申請しておりま

す。今現在、自転車通行はダメという判断は出ておりませんの

で、警察の方が自転車は通行できないという最終判断が出た段階

で、県の方へ報告相談を行い、指示をあおぐように考えておりま

す。以上です。 

 

〇議長 

よろしいですか。じゃあ４点目、中学生の自転車通学における交

通ルールの指導についての再質問ございますか。深町議員。 

 

〇深町敏生議員 

先ほどの答弁では、非常にいろんな取り組みをしてあるというこ

とで、ありがたく思っております。やっぱり通学は、自転車も多い

ということで、転んだりとか、転倒したりとかいうこともございま

す。一昨日、町議、皆さんで中学校の方にお伺いして、主権者教育

を行わさせていただきました。その中で、生徒さんたちに、最初に
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自分たちが、どういうふうに取り組むべき課題と言いますか、今一

番何が問題かっていうことを、宿題で各自検討して、紙にペーパー

に、書いてきておられました。その中で一番私なりに見たところ、

大溝から自転車で来る時に道路がガタガタで整備してほしいとい

うような意見とか。クラブ活動で夜遅くなって街頭を設置してほ

しいとか、そういう意見が、身近に中学生の皆さんから、意見をい

ただいたということで、新たな視点もやっぱり生徒さんの立場で、

話が来たので、非常に具体的に出ましたので、今後そういった面も

我々も検討して、町の方に、要望等も出していかないかんのかなと

いうふうに思いました。今後とも、この道路交通法の改正に伴いま

して、自転車も青切符を切られるという、いうこともありますので、

十分な指導をお願いして質問を終わりたいと思います 

 

〇議長 

ありがとうございました。これで深町議員の質問、一般質問を終

了いたします。暫時休憩いたします。再開は午後１時といたしま

す。 

 

休憩   １２時  ００分 

 

再開   １３時  ００分 

 

〇議長 
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再開いたします。休憩前に引き続き一般質問を行います。９番古

賀靖子議員の一般質問を許します。２つの質問事項があるので、

１つずつ質問してください。古賀靖子議員。 

 

〇古賀靖子議員 

９番古賀靖子でございます。議長の許可を得ましたので、一般質

問いたします。６月に災害時における避難所の強化について質問

をしています。９月１日は防災の日です。1923年（大正 12年９

月１日）に発生しました関東大震災の教訓を忘れないため、ま

た、1959年（昭和 34年）の伊勢湾台風で大きな被害が出たこと

をきっかけに、1960年（昭和 35年）に政府が制定しました。９

月は防災月間でもあります。そこで、今回も「熊本地震の教訓が

本町にどのように活かされているのか」そして、「大災害を経験

していない本町において、災害をいかに“自分事”としていくの

か」という視点から質問いたします。まず、10年前の熊本地震で

は、多くの尊い命が失われました。しかし注目すべきは、その多

くが地震そのものによる直接死ではなく、避難生活の中で亡くな

られた、いわゆる災害関連死であったという事実です。避難所に

おける生活環境の悪化、トイレ不足、十分でない食事、床での雑

魚寝、こうした環境が体調を崩し、命を奪う結果となりました。

つまり、災害は発生した瞬間だけでなく、その後の避難生活の質

によっても、人の命を左右するという現実があります。この教訓

は、その後の災害、例えば近年の地震においても繰り返し指摘さ

れております。一方で、本町においては、幸いにも大規模な被害
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を伴う災害の発生は少なく、今回の熊本地震においても、震度４

にとどまり、避難所の開設には至りませんでした。これは喜ばし

いことである一方、見方を変えれば、「大規模災害に対応した避

難所を開設したことがない」という現実でもあります。私はここ

に、本町の防災意識に課題があるのではないかと考えます。そこ

で、３点お尋ねいたします。まず１点目、避難所の開設及び初動

対応についてです。仮に本町で大規模な災害が発生した場合、避

難所は発災後、どの程度の時間で開設される想定でしょうか。ま

た、その初動において、トイレ、食事、ベッドといった基本的な

生活環境、いわゆる TKBはどの段階で確保される計画となってい

るでしょうか。熊本地震の教訓からは、発災後 48時間以内にこ

うした環境を整えることが重要とされています。本町において、

その目標は現実的に達成可能な体制となっているのか、具体的に

お示しください。２点目、避難所運営の主体についてです。避難

所運営は行政が運営するものと捉えがちですが、実際には職員だ

けではすべてを担うことは困難であり、住民の協力が不可欠で

す。本町においては、避難所運営は誰が主体になる想定でしょう

か。自主防災組織や地域住民が実際に役割を担う体制となってい

るのか、またその役割分担は明確になっているのか、お尋ねしま

す。最後に、住民の防災意識です。本町では防災訓練や啓発活動

が行われておりますが、それがいざというときに自分が動くとい

う意識につながっているでしょうか。例えば、避難所で自分が何

をするのか、誰がリーダーとなるのか、どのように役割分担をす
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るのか。そうした具体的なイメージを持っている住民はどれほど

いるのか、町として現状の認識をお伺いいたします。 

 

〇議長 

答弁を許します。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

９番古賀靖子議員の一般質問にお答えいたします。まず、7月 28

日午後４時 27分、熊本県熊本地方を震源とするマグニチュード

7.1の令和８年熊本地震が発生し、熊本県内では、最大震度７を

観測しました。本町においても、震度４を観測したことから、直

ちに第１配備体制をとり、町内の被害状況の確認と、必要な協

議・対応を行いました。その後、発災以後に被害の報告がないこ

とを確認し、翌日に第１配備体制を解除しております。今回、本

町では避難所の開設には至りませんでしたが、近隣自治体で発生

した大規模災害を、改めて本町の初動体制、避難所の開設・運

営、受援体制を点検する機会と受け止めております。本町は、こ

れまで大規模災害による深刻な被害や長期の避難所運営を経験し

ておらず、この点は幸いである一方、経験がないことを備えが十

分である理由にしてはなりません。避難所の生活環境を改善する

取り組みとして、現在、役場に隣接し、指定避難所でもある大木

町総合体育館の空調整備工事を進めています。また、今年度は、
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小中学校体育館４施設の空調設備設計業務を行っています。空調

整備は単なる快適性の向上ではなく、猛暑下の避難生活において

熱中症から命を守るための最大限の環境整備です。総合体育館を

中核的な避難所として優先的に強化し、学校体育館についても財

源を確保しながら、計画的・段階的に整備につなげてまいりま

す。開設と物的支援の調整に関する最終的な責任は町にありま

す。しかし、大規模災害では職員も被災者となり、限られた職員

だけで全ての避難所を長期運営することはできません。本町で

は、全ての自治区に自主防災組織が組織されております。この地

域基盤を生かし、行政の責任を住民に転嫁するのではなく、町が

責任を果たしながら、避難者、地域住民、自主防災組織、施設管

理者、防災士等がそれぞれの知識と力を持ち寄る協働型の運営を

基本としたいと考えております。古賀議員の１つ目の質問、「避

難所の開設及び初動対応について」は、本町では、大木町地域防

災計画に基づき、災害が発生した場合、または発生するおそれが

ある場合に、災害対策本部等が判断し、災害状況に応じて指定避

難所を開設しております。発災後の具体的な開設時間について

は、発災直後は、まず避難所施設の安全確認、通信確保等が必要

ですし、職員の参集と、その後、避難所運営の指揮等を担当する

職員の配置に多少の時間を要します。発災の時間帯や被害状況に

もよりますので、「発災後一律何分」に何分という想定はできま

せんが、安全を確認しつつ、可能な限り迅速な開設を目指してお

ります。また、 TKB 、トイレ、食事、ベッドの確保につきまし

ては、議員ご指摘の熊本地震の教訓である発災後 48時間以内の
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生活環境整備は、本町においても重要な課題と認識しておりま

す。トイレについては、既設トイレが使えない、不足する場合

は、備蓄している携帯・簡易トイレに加え、仮設トイレ等民間事

業者との協定により、各避難所の状況に応じて対応していき、地

域防災計画における防疫及び清掃計画に基づき、徹底した消毒活

動、清掃業務を実施していきます。食事については、初期段階で

は、備蓄食料で対応し、段階的に炊き出しと供給体制を拡充し、

食料の確保と供給に努め、必要な食料の確保ができない場合は、

県および近隣市に対し応援を要請します。ベッドについても、備

蓄している簡易ベッドや段ボールベッド等、民間事業者との協定

により、要配慮者等各避難所の状況に応じて対応していき、長期

化する場合は、地域防災計画における応急仮設住宅提供等計画に

基づき、対応していく考えです。なお、 48時間以内という目標

について、現実的に達成可能な体制となっているのかについて

は、正直に申し上げますと、本町は大規模な被害を伴う災害経験

がなく、これらの体制、計画が、実際に機能するかについては、

これからの訓練等を通じた検証が必要と考えております。次に、 

２つ目の避難所運営の主体と役割分担についてお答えします。避

難所運営は、町職員のみでは対応困難であり、他行政職員や住

民、ボランティア等の協力が不可欠であることは認識しておりま

す。初期段階では、町が中心になり、避難所運営班を配置して開

設・初期対応を行い、長期化する段階では、ボランティアを含む

地域住民が主体となり、町職員・施設管理者と協力して運営して

いく。これは、職員だけではすべての運営業務を担うことが困難
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であり、また、避難者の多様なニーズに対応するには、地域住民

の主体的な参画が不可欠だからです。なるべく早い段階で避難所

を利用する人たちを主体とした運営班を組織し、自主運営を目指

していく考えです。しかしながら、現在、本町の自主防災組織の

役割としては、平時では、避難所支援体制の構築・研修・訓練の

実施、避難行動要支援者の支援者選定等をお願いしており、発災

直後には、情報収集、伝達、被災者避難支援、初期消火、避難者

救助、救助などをお願いしているのが現状です。本町の地域防災

計画及び大規模災害指定避難所開設運営マニュアルにおいて、行

政と住民による協力等役割について定めておりますので、今後は

自主防災組織も実際に避難所運営への協力等役割を、明確にし、

その役割を担う体制の構築に取り組まなければならないと考えて

おります。次に、 ３つ目の「住民の防災意識について」お答え

します。議員ご指摘の「防災をいかに自分事としていくのか」と

いう視点は、本町の防災対策における最大の課題と認識しており

ます。現状認識としましては、本町では各種の防災訓練や啓発活

動を複数回実施してきておりますが、正直に申し上げますと、担

当者間の訓練が中心となっており、実際に住民を交えた訓練は十

分ではございません。これでは、災害時に混乱した住民の対応に

職員も困惑するという事態が生じかねません。本町は幸いにも大

規模災害の経験が少ないため、多くの住民にとって、いざという

時のためにという抽象的な概念のままになっている可能性がござ

います。具体的には、以下の点が課題と考えられます。１つ目、

避難所で自分が何をするのか、具体的なイメージを持つ住民が少
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ないこと。２つ目、避難所での役割分担や意思決定の方法が明確

でないこと。３つ目、自分たちで避難所を運営するという意識の

醸成が不十分であることです。よって、町としましては、防災意

識を自分事に転換するために、これから、校区ごとの避難所運営

訓練の実施を自主防災組織と協力し、住民参加型の訓練を実施す

ること。２つ目、自主防災組織の活動支援強化です。定期的な研

修訓練プログラムの充実です。また、防災リーダーの育成です。

地域の防災リーダーを育成し、地域内での啓発活動を強化するこ

と。最後、住民への啓発活動です。自助、共助、公助、近所の重

要性の周知、広報紙、ホームページでの計画的な情報発信などで

す。このような施策取り組みの推進が必要であると考えており、

議員ご指摘の「大規模災害に対応した避難所を開設したことがな

い」という現実は極めて重要であり、この課題を克服すること

が、熊本地震の教訓を本町に活かす最大の課題だと認識しており

ます。以上で、 ９番古賀議員の一般質問に対する答弁を終わり

ます。 

 

〇議長 

1、避難所の開設および初動対応についての再質問はございます

か。はい、古賀議員。 

 

〇古賀靖子議員 
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答弁ありがとうございます。まず、避難所の開設については、

「発災後一律何分で開設する」といった想定はできないとのご答

弁でした。確かに、避難所を開設するにあたっては、施設の安全

確認、通信手段の確保、職員の参集状況、さらには発災の時間帯

や被害の程度の様々な要因を踏まえる必要があると考えます。一

方で、先週 29日、「女性ネットワークおおき」主催の防災研修

会の講師の先生からは、「発災時に最も重要なのは初動対応であ

り、そこからすべてが決まる」との話を伺いました。だからこ

そ、避難所の開設にあたっても、あらゆる場面を想定した計画を

あらかじめ整備しておくべきではないかと考えますが、担当者の

見解をお尋ねいたします。また、実際に災害が発生した場合に

は、職員の参集状況や物資の配分体制によって、計画どおり進ま

ないことも想定されます。そのような中で避難所開設にあたり、

だれが責任者となり、どの職員がどの役割を担うのかといった具

体的な体制は明確になっているのか、お尋ねいたします。 

 

〇議長 

答弁を許します。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

古賀議員の再質問にお答えいたします。議員、ご指摘のとおり、

避難所開設の初動対応は極めて重要であることは十分認識してお
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ります。先ほど答弁しましたように、発災後の具体的な開設時間

は、発災の時間帯や被害状況にもよりますので、想定時間を設定

するのはなかなか厳しい現状でございますが、時間の目安が全く

ないままでは職員や施設管理者等が迅速に行動できない場合もあ

ると考えられますので、今後、安全確認後、可能な限り速やかに

受け入れを開始するという基本方針のもと、昼間、夜間、休日な

どの条件に応じた具体的な行動目標を整理していきます。責任者

及び職員の役割分担につきましては、災害対策本部長、町長が避

難所開設の最終判断、指示を行い、総務課長は全体総括調整を行

います。なお、万一の事態において、代行順位も定めておりま

す。次に、避難所運営班の班長が、当該避難所の開設職対応の責

任者となり、現在、各避難所には、あらかじめ開設時から運営を

行う担当職員３名程度を配置し、その後、状況に応じて交代要員

を配置していく体制としております。以上で、古賀議員の再質問

に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

３回目に質問ございますか。はい、古賀議員。 

 

〇古賀靖子議員 

前に一歩進んだような気がいたします。ありがとうございます。

トイレや簡易ベッド、食料などの備蓄についてご質問いたしま
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す。各避難所にどの程度配置されているのか、数量及び配置場所

を含めた現状をお示しください。あわせて不足が生じた場合の補

完体制について、民間事業者や近隣自治体との連携が実効性のあ

る仕組みとなっているのかお尋ねいたします。これまでの答弁に

より、「計画はある」という点は理解しております。しかし重要

なのは、それが実際に機能するかどうかです。熊本地震や能登半

島地震においても、計画と現場の乖離が課題として指摘されてき

ました。本町において掲げている発災後 48時間以内にＴＫＢ、

（トイレ、キッチン、ベッド）を整えている目標については、こ

れまで実施訓練などによる検証は行われていません。「訓練を通

じた検証が必要」との答弁ですが、今後どのようなスケジュール

で検証を実施し、課題をどのように改善していくのか、具体的に

お示しください。 

 

〇議長 

答弁をお願いします。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

古賀議員の再々質問にお答えいたします。現在、避難所に開設し

て、運営に必要な備品等を保管しております。備蓄品の現状につ

いては、主に庁舎の２階と３階、子育て交流センター及び健康福

祉等に分散して保管をしております。食料、飲料水、簡易トイ
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レ、簡易ベッド、毛布等を主に備蓄しております。数量の詳細に

つきましては、資料としてこちらタブレットの方に資料を入れて

おりますので、こちらについては後ほど詳細にはご確認をお願い

したいと思います。今後、想定避難者数との比較により、避難所

ごとの食料量についても点検をしてまいります。次に、民間事業

者や近隣自治体との連携体制についてのご質問と思います。民間

事業者や近隣自治体との協定は重要ですが、協定があることだけ

で物資が届くとは限りません。大規模災害では、協定先そのもの

が被災することや道路の寸断、燃料不足、広域的な需要の集中な

ども想定がされます。そのため、協定は町の備蓄を代替するもの

ではなく、町の備蓄を補完する仕組みとして位置づける必要があ

ります。今後は協定の内容を改めて点検し、連絡先、要請手順、

供給可能な物資、輸送方法、夜間休日の対応などについて、協定

先と実務的な確認をこれから行います。合わせて、協定に基づく

物資調達訓練も検討してまいります。あと、 TKBについては、発

災後 48時間以内を一つの目標としますが、48時間後に一斉に整

備するという意味でもございません。トイレは発災直後から必要

となるため、避難所開設時から使用できる体制を最優先といたし

ます。食事については、初期備蓄により対応しながら、県、協定

事業者及び国の支援につなげてまいります。ベッドについては、

高齢者、障害者、妊産婦など床での生活による健康悪化の危険が

高い方から優先して配置をいたします。今後は、避難所ごとに発

災から概ね初期段階 24時間以内、 48時間以内、それ以降に必要

となる人員物資及び作業を時系列で整理をしていきます。その上
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で、図上訓練と実動訓練の両方により、実際に達成できる体制で

あるかを検証し、不足する物資、人員、輸送手段を明らかにして

改善してまいります。48時間以内という目標を掲げるだけではな

く、どこまで整えられたかを訓練によって確認できる仕組みにす

ることが重要だと考えております。以上で、古賀議員の再々質問

に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

次に、２つ目の避難所運営の主体についての再質問ございます

か。はい、古賀議員。 

 

〇古賀靖子議員 

時間がないようですので急ぎます。先ほどの答弁では、主体が

「行政と住民の協働」であるとのことでした。そうであるなら

ば、初期段階と長期化する段階を分けて考えるのではなく、災害

時全体を見据えた「行政と住民の協働」における役割の明確化が

重要であると考えます。そこでお尋ねします。自主防災組織が担

う具体的な役割について、平時と発災直後の役割が異なることに

より混乱が生じるおそれがありますが、これらは事前に明文化さ

れ、関係者間で共有されているのかお示しください。また、６月

の一般質問において、「避難所運営マニュアル」はホームページ

の公開可能と答弁いただき、現在は掲載されているのを確認して
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おります。この避難所のマニュアルの中で、「避難所のルール、

避難所は避難所を利用する人全員が協力して運営します」と明記

されております。そこで住民が実際にその役割を担えるようにす

るための訓練や研修がどの程度実施されているのか、あわせてお

尋ねいたします。 

 

〇議長 

答弁を許します。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

古賀議員の質問にお答えいたします。本町の地域防災計画におい

て、自主防災組織の役割について定めておりますが、各自主防災

組織に対して、それが十分に明確に共有されているとまでは言え

ないかと思います。毎年、複数の自主防災組織では防災訓練研修

を実施されておりますので、今後は訓練研修の充実を図るととも

に、役割分担の明確化、役割を担うための体制構築などに取り組

んでまいりたいと考えております。以上で、古賀議員の再質問で

ある答弁を終わります。 

 

〇議長 

３回目の質問ございますか。はい。古賀議員。 
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〇古賀靖子議員 

本町における避難所運営に関わる住民や自主防災組織の参加率、

また継続的に関わっている人材についてどの程度把握されている

のか現状をお示しください。あわせて、実際に活動できる人材の

確保という観点から現状どのように認識されているのかもお尋ね

します。さらに、町内で各種資格を有する人材を避難所運営にど

のように位置づけ、具体的にどの役割を担ってもらうかについ

て、制度として明確にしていく必要があると考えますが、この取

り組みについての見解をお尋ねいたします。 

 

〇議長 

答弁を許します。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

古賀議員の再々質問にお答えいたします。自主防災組織の組織状

況については把握をしておりますけれども、昼間、夜間の区別

や、災害時に実際に参集できる人数、また保有する技能等まで含

めた実働的な内容の、可視化には至っておりません。今後は個人

情報の取り扱いにも配慮しながら、地域ごとに、昼間、夜間に活

動可能な人材や、応急手当や防災士等の知識を持つ人材、施設や
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地域事情に詳しい人材などを把握していき、制度化に向けて取り

組みを進めていく必要があると考えております。以上で、古賀議

員の再質問に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

次に３つ目の住民の防災意識についての再質問はありますか。 

 

〇古賀靖子議員 

現在も防災意識の向上を図られているということでした。重要な

のは実効性であると考えます。この資料を見ますと、「大木町指

定避難所開設運営マニュアル」を十分に活用した研修が可能では

ないかなと考えます。そこでお尋ねします。現在実地されている

防災訓練は、参加した住民が具体的な役割を体験し、「自分が動

く」ことを前提とした内容になっているのか、それとも見学型、

受動型などの内容がとどまっているのか、お尋ねいたします。ま

た、訓練の参加率や継続的に参加している住民の割合について、

町はどのように把握されているのかをお示しください。あわせ

て、参加していない住民への働きかけについてどのような課題認

識を持っているのかお尋ねいたします。 

 

〇議長 
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はい、答弁を許します。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

古賀議員の再質問にお答えはいたします。ええ。先ほどお答えし

ましたように、これまで実施してきた各種の防災訓練では。担当

職員、関係者からの訓練が中心となっておりましたので、実際に

住民を交えた訓練については十分にできてはいませんでしたの

で、自ら具体的な役割や、そうはいったことを体験するところま

では至ってはいないとはいうふうに思います。また、参加状況、

参加率継続的に参加している住民の割合についても正確な把握は

できておりません。ですので、あと参加していない住民の働きか

けにつきましては、今後ですが、参加型訓練を定期的に計画し

て、訓練の日程内容を事前に周知し、参加しやすい環境を整備し

て、継続的な参加促進に取り組んでいることを考えております。

以上で、古賀議員の再質問に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

３回目の質問ございますか。はい、古賀議員。 

 

〇古賀靖子議員 
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先週の 29日の防災研修の資料ですが、「災害はどこでも起こり

得る」という前提に立ち、「想定外を想定内にする訓練」この重

要性や実践的な防災知識の共有の必要性について、ご講話があり

ました。防災知識は知っているだけでは不十分であり、行動でき

るかどうかは問われるものです。29日の防災研修会では参加者は

101名で、内訳は町内で 96名、町外では５名と、防災への関心の

高まりを強く感じております。本町において、住民一人ひとりが

避難所での自らの役割を具体的に理解し、実際に行動できる状態

であるか率直な認識をお示しください。まだ十分でないとすれ

ば、今後どのように「自分事化」を進めていくのかが重要である

と考えます。役割分担を明確にした実践型訓練の導入や、防災

士、自主防災組織を核とした地域単位の訓練の強化などの具体的

な改善案と、今後のスケジュールについてお伺いいたします。 

 

〇議長 

答弁をお願いします。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

古賀議員の再々質問にお答えいたします。ご質問ですが、現状で

は地域によって取り組み状況に差がございます。町全体として、

住民一人ひとりが自分の役割を理解し、行動できる状態にまで至

っているとは評価はしておりません。ですので、自分事化に向け
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た具体的なこれからの改善策といたしましては、まず１点目、役

割分担の明確化と周知です。２つ目は、実践型訓練の導入です。

３つ目は、防災士、自主防災組織を核とした地域単位での訓練強

化です。４つ目は、防災リーダーの育成です。５つ目は、住民へ

の啓発、活動、強化などというふうに、この項目を考えておりま

す。ですので、今後、段階的になると思いますが、できるだけ早

くこういった項目の内容の取り組みを前進させるように進めてま

いります。以上で、古賀議員の再々質問に対ことで終わります。 

 

〇議長 

続いて、２つ目の質問、防災について質問してください。 

 

〇古賀靖子議員 

先ほどの続きとしましては、やはり実行するべき段階に入ってい

ると思いますので、想定外を設定内にする訓練案をぜひお願いし

たいと思います。次に防災士の育成から活用へ入ります。防災士

の地域防災の担い手として位置づけについてです。先ほどの防災

の質問に関連し、本町における防災士の活用についてお尋ねいた

します。本町では防災士資格の取得に対して全額補助を行ってお

り、これまでに 55人の防災士が誕生していると伺っておりま

す。地域の防災力向上に向け、人材育成に積極的に取り組んでこ

られた点については、大変意義のある施策であり、評価するもの
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であると思います。しかしながら、その一方で、現在、防災士と

して具体的な活動が町民に見える形で展開されているとは言い難

いのではないでしょうか。せっかく育成された人材が十分活かさ

れていないのであれば、その効果は限定的なものにとどまってし

まいます。そこで、３点お尋ねいたします。１つ目、本町におい

て防災士の役割はどのように位置づけられているのでしょうか。

平時における活動内容、また災害時において担うべき役割につい

て明確な定義がなされているのかお伺いいたします。２点目、防

災士の方々の名簿や所在の把握、地域ごとの配置などは行われて

いるのでしょうか。いざという時に機動的に動ける体制が整って

いるのか、現状について具体的にお示しください。最後に、先ほ

どの避難所運営の質問とも関連してお尋ねいたします。大規模災

害時に避難所運営を住民主体で行っていくのであれば、その中心

的な役割を担う存在として、防災士の活用が不可欠であると考え

ます。避難所ごとに防災士を配置し、受付や物資管理、衛生管理

などの運営に関わるリーダー役割を担っていただくことは有効で

はないでしょうか。本町において、そのような具体的な活用の仕

組みは検討されているのかをお尋ねいたします。 

 

〇議長 

答弁を許します。池末総務課長。 
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〇総務課長 

９番古賀靖子議員の一般質問にお答えいたします。本町が防災士

資格の取得を支援し、これまでに 55名の防災士が誕生している

ことは、地域防災の大切な基盤です。一方、資格取得後の活動が

町民に見える形になっていないというご指摘は、真摯に受け止め

なければなりません。防災士は、法令上、町から指揮命令を受け

る法的職務ではなく、資格を持つ地域の担い手です。そのため、

資格を取得したことだけをもって、一律に活動を義務付けること

はできませんが、活動する意思のある方が知識を活かせる仕組み

を町が用意することは必要であると考えております。ご質問の、

防災士の役割の位置づけについては本町における防災士の役割

は、地域防災リーダーとして位置づけられております。平時にお

ける活動内容については、自主防災組織の組織化、地域における

防災知識の普及啓発、各家庭での防災備蓄減災対策の呼びかけ、

地域の危険箇所の確認、防災訓練の参加実施などです。災害にお

ける役割については、高齢者等避難支援時に、要配慮者への避難

支援、初期消火活動、被災者の救出救助活動への参加、避難所運

営における住民主体の活動支援などを担うとなっております。し

かしながら、現状として、防災士の役割が明確に周知されていな

いという課題がございます。防災士資格取得者の中には、資格を

取得したが具体的に何をすべきかよくわからないという方がおら

れると聞いておりますので、今後、防災士資格を取得された全防

災士に定義している役割等を周知する必要があると認識しており

ます。次に２つ目の防災士の名簿管理と地域配置についてお答え
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します。本町では防災士資格取得助成制度を通じて育成した防災

士については総務課で名簿を管理しており現在 55名の防災士の

氏名所在地連絡先等も把握しております。防災士の地域ごとの配

置については町全体で 55名の防災士がいますが地域によって配

置にばらつきがございます。現在のところ全地区に防災士の配置

ができていないため未配置地区には働きかけを行っております。

なお、各防災士がどのような活動を行っているか、具体的に把握

できていない状況です。また、いざというときに機動的に動ける

体制については、現状では次の課題がございます。１つ目、連絡

体制の未整備です。防災士全体を一括して連絡招集する仕組みが

ございません。２つ目、役割分担の不明確さです。防災士個々の

役割が明確でないため、災害時の対応は不確実となってしまいま

す。３つ目、地域との連携不足です。防災士と自主防災組織との

関係が十分に構築されていない地区は多いことです。このような

状況ですので、ご指摘のように、機動的に動ける体制の整備に向

けて改善していかなければならないと考えております。次に、 

３つ目の避難所運営における防災士の活用についてお答えしま

す。議員ご指摘のとおり、避難所運営を住民主体で行うために

は、防災士の活用は有効であると認識しております。防災士も避

難所運営の中心的な役割を担う存在として位置づけられればと考

えております。ただ、現段階においては、先ほど２つ目の質問で

お答えしたように、防災士が機動的に動ける体制に課題があり、

活動が十分に行われておりませんので、改善に向けて取り組みを

進めていきつつ、今後の方向性・方針として、防災士と自主防災
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組織、行政が協力・連携し、共通認識を持って、避難所の運営に

必要な知識・技能を習得するための研修・訓練の実施、校区ごと

の避難所訓練を防災訓練計画に盛り込み、早期に実施できるよう

取り組んでいくこと、防災士が自主防災組織の中で指導的役割を

果たせるような支援など、防災士の活用を通じて、住民主体の避

難所運営体制の構築を目指してまいります。以上で、９番古賀靖

子議員の一般質問に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

本町における防災士の役割についての再質問ございますか。 

 

〇古賀靖子議員 

防災士が地域防災の人材として位置づけられているのであれば、

それが実際に機能しているかどうかが重要であると思います。防

災士の資格を取得に要する費用は、一般的には６万 3800円必要

です。本町で募集に応募し、防災士登録まで含む 1万 2000円が

全額補助でされています。今年も募集が行われており、受講者は

地域の防災活動に参画したいという思いで受講されているものと

認識しています。一方で防災士の方々から「何をすればよいのか

わからない」という声を聞く機会も多く、せっかく取得した資格

が十分に生かされていない現状は非常に残念です。平時における

活動内容や災害時の役割が示されているにもかかわらず、防災士
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の役割が十分に周知されていないのはなぜなのか、お尋ねいたし

ます。また、今後どのように課題を整理し、具体的に周知を図っ

ていくのかも併せてお示しください。 

 

〇議長 

答弁をお願いします。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

古賀議員の再質問にお答えいたします。防災士の役割が十分に周

知されていないという点については、町としても課題であると認

識しております。防災士は、資格を取得しただけで自動的に行政

の指揮下に入るものではなく、また、災害時活動を一律に義務付

けられるものでもございません。一方で、地域防災に関する知識

を持つ人材として、平時および災害時にその知識と経験を活かし

ていただくことは、本町の防災力を高める上で大変重要でござい

ます。よって、今後は防災士に期待する役割について、平時と災

害時に分けて整備をして、平時については防災、自主防災組織が

行う訓練への協力、防災知識の普及啓発、地域の危険箇所や避難

経路の確認、家庭内備蓄の呼びかけなどを想定しまして、災害時

については、本人及び家族の安全を確保した上で、可能な範囲に

おいて、地域の安否確認、要配慮者の避難支援、避難所の開設・

運営補助、情報収集、伝達など、そういったものに協力していた
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だくことを想定いたします。まず、町が把握して防災士の皆様に

対して、町として期待する役割を今後、文書でお示しするととも

に、説明会や意見交換の場を設け、それぞれが協力できる活動内

容を確認してまいりたいと考えております。以上で、古賀議員の

再質問に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

３回目の質問ございますか。古賀靖子議員。 

 

〇古賀靖子議員 

ありがとうございます。名簿が整理されているということでし

た。課題を教えていただいたのですが、一つ目が連絡体制の未整

理、二つ目が役割分担の不明確さ、三つ目が地域の連携不足、が

示されました。防災士は今後も増加していくことが想定されま

す。これらの課題をいつまで、どのように解決していくか、具体

的に時期は考えていらっしゃいますでしょうか。 

 

〇議長 

答弁を許します。池末総務課長。 
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〇総務課長 

古賀議員の再質問にお答えいたします。現在、防災士の資格取得

者の名簿について把握はできておりますけれども、その年度の把

握だけの内容をいかに充実していくかということで、これから防

災士、例えばですけども、防災士会、防災士組織連絡協議会とい

うような組織化を作り、その中でその役割もしっかり共有できれ

ばというふうに、今後の方針については考えております。以上

で、これは議員に対する質問に対する答弁を終わります。 

 

〇議長 

２、防災士の名簿や所在地の地域ごとの配置は行われているかに

ついての再質問ございますか。古賀議員。 

防災士の具体的な活用の仕組みは検討されているかについての再

質問ございますか。古賀議員。 

 

〇古賀靖子議員 

防災士の避難所運営に関する方向性があるということで、具体化

されることが重要だと思います。現在、本町において避難所ごと

に防災士を配置するような体制、計画ってすでに存在しているの

でしょうか。それともあくまでも検討の課題にとどまっているの

でしょうか。 
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〇議長 

答弁余裕にします。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

古賀議員のご質問にお答えいたします。先ほど２つ目の再質問で

も、お答えしたかと思いますが、現在、全ての地域の避難所に防

災士を具体的に配置した配置計画は策定できておりませんが、避

難所に防災士を配置する体制については、現時点で具体的な配置

計画として確立しておりませんので、今後の検討課題ということ

で受け止めております。以上で終わります。 

 

〇議長 

３回目の質問ございますか、最後ですね。 

 

〇古賀靖子議員 

久留米市はどういうふうに活用しているかっていうことをちょっ

と見ていただきたいと思って、久留米市は「防災リーダーズ養

成」として「防災士と防災リーダー」の活用範囲を明確にしてい

らっしゃいます。こういう取り組みをしたらいかがかなと思っ
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て、本町として防災士の避難所への中核として位置づけて、誰が

どのような、どこの避難所でどの役割を担うかまで具体的に落と

し込んだ運用体制を構築する必要があると考えます。その上で、

今後どのようなスケジュールで配置計画運用を具体化し、住民や

自主防災組織を訓練していくのか、実効性のある実施方針につい

てお示しください。 

 

〇議長 

答弁を許します。池末総務課長。 

 

〇総務課長 

古賀議員の再質問に対するお答えいたします。議員ご指摘の通

り、防災省避難所運営の中核人材として位置づけるのであれば、

誰がどの避難所でどの役割を具体化という語源化しなければなり

ません。災害時に機能する体制とはならないことを認識しており

ますが、現在、町としては、防災士も避難所運営を支える重要な

人材の一つとして位置づける考えでございます。今後、できるだ

け早期に防災士の所在、活動意向および協力可能な内容を確認す

るとともに、各避難所の施設条件、想定避難者数、地域の自主防

災組織および町職員の配置状況について整理をしていきます。ま

た、防災士を町が強制的に動員するのではなく、本人の意思と、

安全を尊重しながら、活動する意思のある方を登録させていただ
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いて、役割を明確にして、自主防災組織や町職員とともに訓練を

していく仕組みへと、こういった内容で今後進めていきたいとい

うふうに考えております。以上で、古賀議員の再質問に対する答

弁を終わります。 

 

〇議長 

以上で、９番古賀靖子議員の一般質問を終わります。 

 

〇古賀靖子議員 

わかりました。ありがとうございます。 

 

〇議長 

暫時休憩いたします。再開を 14時といたします。 

 

休憩   １３時  ５０分 

 

再開   １４時  ００分 

 

〇議長 
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再開いたします。休憩前に引き続き一般質問を行います。13番中

島和正議員の一般質問を許します。３つの質問事項があるので、

１つずつ質問してください。中島和正議員。 

 

〇中島和正議員 

会議の方は後ほど開催をさせていただきますので、その際にまた

ご案内をいたしますので、よろしくお願いいたします。それでは

議長の許可を得ましたので、13番議員中島和正、通告書に基づき

まして、一般質問をさせていただきます。３つ質問は出させてい

ただいておりますが、ご指示の通り、 １問目から順次質問をさ

せていただきますので、よろしくお願いをいたします。まずは、

小中学生及び高校生世代を対象とした資格取得受験料助成制度の

創設についてご質問をさせていただきたいと思います。こちら近

年、子どもたちを取り巻く教育環境が大きく変化をしてきており

ます。学校教育だけでなく、自らの能力や可能性、これを広げる

ために各種資格取得へ挑戦することが重要視されている世の中で

ございます。その代表的なものとして、英語検定や漢字検定、そ

れから数学検定をはじめ、情報処理関係やプログラミング、また

簿記など、将来の進学や就職にも役立つ資格・試験は数多く存在

をしております。これらの資格は、学習意欲の向上や目標を持っ

て努力をする姿勢を育むだけではなく、自分に自信を持つことに

もつながるなど、大きな教育効果が期待されています。しかしな

がら、近年は受験料の値上げも続いており、一人のお子様が複数
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回受験する場合に加え、 ２人、 ３人と受験する兄弟、姉妹の子

どもがいるご家庭では、保護者の経済的負担は決して小さくあり

ません。物価の高騰が続く現在、生活に余裕のない家庭やひとり

親の家庭などでは子どもに受験をさせたくても費用面の理由から

断念せざるを得ないケースも少なくないと聞いております。ま

た、保護者の方々からも助成制度に対する切実な声も聞き及んで

おるところでございます。また、失礼。さらには家庭の経済状況

が厳しいことを子ども自身が理解し、家計に負担をかけたくない

との思いから、受験を希望しながらも、保護者に受験したいと言

い出すことができず、挑戦を諦めてしまう子どももいると伺って

おります。本来、子どもたちが学ぶ機会や将来への挑戦は、家庭

の経済状況によって左右されるべきものではなく、意欲のある子

どもが、安心して挑戦ができる環境を整備することは、行政とし

て重要な教育支援策の一つではないかと思います。全国では、英

語検定などの受験料を助成する自治体も徐々に増えており、学力

向上や英語教育の推進だけではなく、子育て支援や教育格差の解

消を目的として制度化されている事例を見受けられるところでご

ざいます。本町におきましても、小中学生はもとより、高校生世

代までの対象を広げ、英語検定や漢字検定、数学検定をはじめと

する各種資格試験の受験料を助成する制度を創出することで、子

どもたちの学ぶ意欲を後押しし、夢や目標への挑戦を応援するこ

とができ、また子どもの教育に力を入れるまちとして特色ある教

育施策となり、子育て世代への大きなアピールにもつながるもの

と考えるところでございます。未来を担う子どもたちへの教育投
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資は、将来の地域を支える人材育成への投資でもあります。そこ

で、子どもたちの学習意欲の向上や教育格差の解消を図るため、

英語検定、漢字検定、数学検定をはじめとする各種資格試験受験

料助成制度を今後創設する考えはないのか。また、本資格取得支

援制度を本町独自の特色ある教育施策として位置づけ、子育て世

代に選ばれる町づくりや人材育成につなげていく課題について、

町の見解を解きたいと思います。以上、よろしくお願いいたしま

す。 

 

〇議長 

答弁を許します。広松町長。 

 

〇町長 

13番中島和正議員の一般質問にお答えします。まず、小中学生及

び、高校生世代を対象とした資格取得受験助成制度の確立につい

てお答えいたします。英語検定、漢字検定、そして数学検定をは

じめとする資格検定試験への挑戦は、日頃の学習の到達度を確認

するとともに、子どもたちが次の目標を持つきっかけになるもの

と思います。努力の成果を実感し、自信を深め、将来の進路や選

択肢を広げるという点においても大きな意義があると認識をして

おります。また、物価高騰が続く中、受験料が家庭の負担とな

り、子どもたちの挑戦する機会が家庭の経済状況によって左右さ



101 

 

れることはできる限り避けなければなりません。資格、検定試験

に挑戦する子どもたちを支えるというご提案は、頑張る人を応援

する仕組みをつくるという、私の基本的な考え方とも重なるもの

であり、その趣旨については十分理解していることでございま

す。公費負担の問題は、教育格差と教育機会の実現のあり方に関

連しています。公的支援制度は、経済的な理由で塾に通えない子

どもに学習機会の提供や学力向上、スキルアップのための資格取

得など、将来の選択肢を拡大するための支援が考えられます。こ

のように、教育サービスの分野でも、助成目的や対象は、多岐に

わたり社会的課題の解決に必要な支援か否かを整理する必要があ

ると考えます。ご提案の公費による助成制度として実施する場合

には、対象とする資格検定の公益性や教育効果、対象年齢、助成

回数、助成率や上限額、学校を通じた団体受験との関係、他の支

援制度との重複など、あらかじめ公共サービスの公正性の視点か

ら整理すべき課題があります。特に高校世代まで対象とする場合

には、町外の学校に代わる制度の在学状況や受験実績をどのよう

に確認をするのか、また、小学校から高校生までの幅広い年代に

ついて、どのような資格検定を対象とすることが適切なのかにつ

いても検討が必要であると考えます。資格の種類を際限なく広げ

たり、対象者数や将来の財政負担を十分に見通さないまま制度を

開始することにつきましては、財政の健全性、また公平性や制度

の継続性の観点から適切でないと考えられます。この段階、資格

取得受験料の助成につきましては、まず、児童生徒や保護者のニ

ーズ、現在の受験状況、学校現場の意見、学校における団体受験
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の有無、近隣自治体との実施状況、受験料及び想定される受験料

などについて調査してまいります。その上で、英語検定、漢字検

定、数学検定など、学校教育や学習指導との関連が明確で多くの

子どもたちが利用し得る資格・検定を中心として、対象や年間の

助成回数、助成率または上限額を一定程度絞った支援のあり方を

検討してまいります。制度を設計する際には、町内に住所を有す

る小中学生及び高校生世代を基本としながら、申請方法、町外通

学者の取り扱い、学校を通じた団体受験との関係などについても

整理する必要があります。また、この制度は、合格した子どもた

ちを応援するものではなく、目標に向かって努力し、挑戦するこ

と自体を支えるという考え方が重要であると考えます。そのた

め、合格者のみを助成の対象とするのか、受験したことをもって

対象とするのかについても、制度の目的に照らして慎重に整理を

してまいります。今後、教育委員会、学校及び関係課と協議し、

利用する家庭にとって分かりやすく申請しやすい制度とすること

に加え、学校や行政の事務負担にも配慮しながら検討を進めてま

いります。まずは、実態調査と制度設計を進め、教育効果、公平

性及び財政の継続性を確認した上で、令和９年度からの実施を視

野に具体的な検討を進めてまいります。本町が目指す子育て支援

は、単に給付や助成の種類を増やすことではないというふうに思

います。子どもたちが学び、目標を持って挑戦し、自らの可能性

を広げることのできる環境を整えることが大切であると考えてお

ります。財政の健全性を前提に、限られた財源の中で、公正性と

教育効果および制度の継続性を十分に見極め、子どもたちの成長
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と本町の将来を担う人材への有効な投資となるよう取り組んでま

いる所存です。以上 13番中島和正議員の一般質問に対する答弁

を終わります。 

 

〇議長 

再質問はありますか。中島和正議員。 

 

〇中島和正議員 

それでは会議を開催いたしますので、ご参加の方よろしくお願い

いたします。画面上におきましては、英語検定の受験料の画面が

出ておるかというふうに思いますが、いかがでしょうか。はい、

それでは質問と申しますが、私の先ほどの答弁については、ほぼ

具体まで示されてですね、答弁をいただいております。今回の質

問を出させていただくにあたり、私からの質問の意義、意図を深

く理解し、共感もいただけていること、またさらには未来を担う

子どもたちへの挑戦を応援し、下支えをしていこうという決意と

考えのもと、具体的な実施の時期にまで踏み込んだ検討を行う

旨、明言し、見解を示されたことについて評価申し上げたいと思

います。今回の質問にあたりまして、町長はそこまで踏み込んだ

回答はいただけないんじゃないかというふうな、危惧もございま

したので、事前に私の方で、受験料の高騰等、全国でこういった

英語検定等に助成を実施されている全国の自治体、こういったも
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のを調査させていただいておりましたので、こちらをご披露させ

ていただきながら話を進めてまいりたいと思います。今、画面上

に出させていただいておりますのは、公益財団法人日本英語検定

協会が実施される英検の受験料、本会場における受験料でござい

まして、その５年間の増減ということでございます。各級ごとに

受験料がお示しの通り設定をされておりますが、2022年の 1級の

例えば 8400円から、今年 2026年度は 9000円、増減額はプラス

600円ということで、プラス 7.1％以下、様々な等級におきまし

て増額がなされておるところでございます。次に、こちら出させ

ていただいておりますのは、全国の主な英検受験料助成制度導入

の自治体の一部だと一部でございます。上は北海道から沖縄県の

自治体まで多くの自治体が取り組みをなされております。福岡県

内におきましても、ちょうど中間あたりに福岡県中間市、対象は

小中学生を対象とし、 500円を差し引いた額の自己負担額 500円

ということで実施をされておりますし、同じく福岡県、同じ県南

地区であります。広川町におきましても、小学６年生を対象とさ

れておりましたが、令和８年度からは中学生を対象として実施を

されておるというところでございます。少し時間もございますの

で、中間市及び広川町の取り組みについて、その概要を、ご紹介

をさせていただけたらというふうに思います。まず中間市におき

ましては、制度名を「なかまっこチャレンジ」英検補助金と銘打

たれまして、その開始時期を平成 28年、2016年、およそ 10年前

の６月から実施をされております。この目的は、公益財団法人日

本英語検定協会が実施する英検ジュニアの英検機会を広げ、受験
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生徒の英語力や学習意欲の向上を図り、保護者や市内小中学校の

経済的な負担を軽減するための目的で実施をされております。対

象者は重複しますけれども、市内の小中学校に在籍をされる児童

生徒、または中間市に住民登録があり、市外の学校へ通う小中学

生とされておるところでございます。そして受験の利用回数なん

ですが、１人につき年間１回というふうに設定をされているよう

でございます。実績といたしましては、教育委員会の点検評価報

告書によりますと、中間市におかれましては、英検の受験者全体

として 422名で、うち小学生が 12名、そして中学生が 410名と

いうことで昨年度の補助実績としては 87万８千円というふうに

聞き及んでいるところでございます。次に広川町でございます。

先ほど質問の中でも触れさせていただいたかもしれませんけれど

も、旧制度から令和８年度におきましては対象を拡大し、中学生

までとさせていただいておるようでございます。新制度におきま

しては、町立の小学校及び町、町内の小学校に通う小学６年生ま

でが対象が拡大されております。受験する級につきましては、中

学生においてはこれまでどおり３級以上が対象であるということ

小学６年生については、４級以上からが補助の対象とされている

ようでございまして、補助率は検定料の半額ということでござい

ます。こちらの申請回数については、１年間に 1回のみというこ

とでございまして、補助の実績としては、補助件数は 26名、補

助の金額は７万３千円程度ということでご回答をいただいており

ました。繰り返しになりますが、この問題というか提案につきま

しては、町長の口から令和９年度当初になるか、９年度に向けて
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本格的な調査検討を行うという旨、回答をいただきましたので、

本町の子育て支援策の充実、また世界に通用する人材育成に位置

づけ、本事業が位置づけられまして、本町に住まう子どもたちの

健やかな成長を願って、この問題については質問を通しさせてい

ただきますが、改めてちょっと何か、もし補足されたい部分があ

りましたら、お聞かせいただければと思いますが、いかがでしょ

うか。 

 

〇町長 

ご質問ありがとうございます。登壇して、述べた当時でございま

す。あの、まだまだ検討すべき課題でございます。ただ、全国的

な動きとしては、こういった検定試験とか受験とかがありますの

で、前向きな検討を進めてまいりたいというふうに思いますの

で、引き続き、いろんな情報を提供よろしくお願いいたします。 

 

〇議長 

ありがとうございます。それでは２つ目の質問事項について質問

してください。 

 

〇中島和正議員 
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２点目につきましては、西鉄八丁牟田駅及び大溝駅における駐輪

場ですね、こちらの方のマナーの向上を求めたいというふうなこ

とで質問をさせていただきます。八丁牟田駅駐輪場におきまして

は、自転車や原付バイクが混在して駐輪・駐車されておりまし

て、その乱雑さが目立っているように感じます。加えて、雨天時

におきましては、朝の忙しい時間帯での利用のためか、植え込み

とひさしのある駐輪場との間の通路として、確保しているスペー

スにも自転車等が止められていることが散見をされます。これに

よりまして、通行を阻害するとともに、歩行の際の危険性もあ

り、利用者からの苦情が寄せられてきておりました。大溝駅にお

きましては、本来、駅利用者の車での送迎の際に設けられた駐車

場の周囲に自転車や原付バイクが止められておりまして、こちら

も利用者からマナーの悪さやモラルの低下を危惧した声が届けら

れております。多くの利用者に対しまして、どなたでも気持ちよ

く利用いただくための対策が急務であるというふうに考えます

が、こちらも市の見解を問いたいと思います。 

 

〇議長 

答弁を許しています。石橋建設水道課長。 

 

〇建設水道課長 
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13番中島和正議員の一般質問にお答えいたします。議員ご指摘の

ように、西鉄八丁牟田駅駐輪場では、自転車や原付バイク、大溝

駅では展開広場周囲の自転車や原付バイク利用所のマナーの悪さ

が目立ち、駅利用者の利便性を損ねる状態にあることは承知して

おります。八丁牟田駅では、時間ギリギリで電車に飛び乗る人や

運転時に駅近くに駐輪するケースが多く見受けられます。また、

大溝においても同様に、通勤通学時に車での送迎の際に設けられ

た駐車場の周囲に自転車や原付バイクが停められており、駅利用

者のマナーの悪さやモラルの低下が危惧されております。八丁牟

田駅前広場の状況については、駅前広場に接続する道路内に駐輪

用駐車スペースが設けられ、屋根付きの駐輪場が整備されていま

す。利用実態として、駅近くに自転車、原動機付、自転車の集

中、混在して駐輪されており、混雑時には一部の自転車による通

路へのはみ出しが見受けられ、歩行者の通行に支障をきたしてい

ることも、町としても改善が必要と認識しております。対策とし

て、出入り口や通路への駐輪禁止や奥から詰めて駐輪していただ

くように表示を行っておりますが、守られていないのが現状であ

ります。この状況から、町長から現地の状況を確認し、利用者の

安全と利便性の両面から、改善策を検討するよう指示があってお

ります。対応策といたしまして、案内表示板及び視覚的に訴える

色分け表示等を表示し、マナー向上、高齢者、障害者、子ども連

れの方など、配慮が必要な方たちが安心して利用できる空間

「（仮称）思いやりゾーン」として、わかりやすい環境づくりや

ピーク時のマナーアップを図るために、施設所管者による駐輪場
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出動を検討してまいります。大溝駅におきましても、転回広場内

へ駐輪されており、駐輪禁止の表示や看板あり、駐輪しないよう

に対策していきましたが、守られていないのが実情であります。

懸念案であった大溝駅前広場事業は、令和９年度完成を目指して

９月から着工いたします。整備される駅前ロータリーには、送迎

車用駐車スペースや屋根付き駐輪場の整備を行いますので、自転

車、原動機付自転車や送迎用駐車スペース利用者へのルール徹底

を図るため、八丁牟田駅前広場と同様の対応を検討してまいりま

す。駅は多くの人が利用する公共性の高い施設であり、施設整備

ではなく、利用者の広場利用のルールの遵守とマナー向上が重要

であり、安全・安心な広場空間の維持と継続的な周知に取り組ん

でまいります。以上で 13番中島和正議員の一般質問に対する答

弁を終わります。 

 

〇議長 

はい、再質問ありますか。はい、中島議員。 

 

〇中島和正議員 

再び画面の方をご覧ください。こちらが、ある日の八丁牟田駅前

の駐輪場の様子です。先ほど質問の中にも触れておりましたよう

に、本来、生垣とこの庇のついたスペースというものは、おそら

く歩行者用のために設けられたスペースなのかなというふうに想
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像しておりますが、このように何の標識もないために課長答弁に

あったように、ちょっとしたそういった際のですね、ちょっとし

た気持ちの部分で簡単にこういうふうに止められていたのかなと

いうふうに感じるところでございます。次にこちらも自転車とバ

イク、それと原付ですね、こちらの方が混在した駐輪されている

状況であります。こちらも同様ですね。こちら移りまして、大溝

駅の状況です。課長の答弁ありましたように、本来この場所は駐

車場というところで、車の駐車スペースがあったところでござい

ますが、堂々とバイクが止められている状況でもあり、こちら自

転車が、ご遠慮をしていただくような場所に乱雑に止められてい

る状況でございます。再三再試担当所管課におかれましてはです

ね、指導等を一生懸命されておったというふうには思いますが、

その気持ちがなかなか伝わらず、このような結果というふうな状

況でございます。先ほど具体的な対策として示しをいただいた、

駐輪場のハード面における案内表示や、視覚的に訴える色分けペ

イントの表示、それから仮称ではありましたけど、思いやりゾー

ンとして駐輪車にわかりやすい環境づくりが実施されるというふ

うに認識をいたしました。大溝駅周辺整備につきましては、今後

令和９年度中の完成でありまして、これから計画に盛り込まれて

いくことと期待をするものです。ただ一方で、接触による転倒な

ど重大な事故等が起きる前に、早急な整備を重ねて求めるもので

はありますが、一定の予算や利用者への周知期間も必要と思われ

ますため、八丁牟田駅における駐輪場の整備、着手の時期が、現

在示されるのであれば、示していただきたいと思いますし、ピー
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ク時の所管課による指導、こういったものも盛り込まれておりま

したが、通勤通学の時間帯での指導となると、勤務時間外とも想

定をされますので職員の皆さんに過度な負担を加えることとな

り、果たして実現可能なのか懸念するところでございますので、

以上２点について建設水道課長の答弁を求めたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

 

〇議長 

答弁を許します。石橋建設水道課長。 

 

〇建設水道課長 

中島和正議員の再質問にお答えいたします。整備時期を示される

のであれば示してもらいたいというご質問ではございましたが、

まずは駐輪場の実態調査を行いたいと考えております。時期につ

きましては、来月の 10月より調査を開始したいと考えておりま

す。その調査結果を踏まえ、効果的な整備計画を決めた上で時期

を決めたいと考えております。ピーク時所管課による指導が盛り

込まれているが、職員の負担さんにならないかという回答でござ

いますが、雨の日や晴れの日での利用状況の違い等の確認を予定

しておりますが、職員への過度な負担にならないような調査法を

検討してまいりますので、よろしくお願いいたします。以上で会

議を終わります。 
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〇議長 

３回目の質問ございますか。はい、中島議員。 

 

〇中島和正議員 

質問と言いましょうか、一つのアドバイスと思って聞いていただ

ければ結構かなというふうに思います。来月から調査に入るとい

うことで承りました。その間に本当に事故がないというふうに祈

るばかりではありますが、現在、八丁牟田駅を利用される職員の

皆さんがいらっしゃるかと思います。ちょうど通勤の時間という

ふうなことで、ぜひちょっと遠回りになるんですが、もし心と時

間に余裕があれば、そういうふうな駐輪を外れたような駐輪をさ

れている部分が見分けたら、お互い気持ちよく利用するために声

がけなんかをしていただければなというふうに感じておりますの

で、今回の、このやりとりをもとに全町一丸となってそういう思

いやりのあふれる公共施設の利用という部分について、お互い気

持ちよく努力していきたいというふうに思いますので、意見でご

ざいますので、石橋課長よろしくお願いいたします。以上です。 

 

〇議長 
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続いて、３つ目の質問・事項について質問してください。中島和

正議員 

 

〇中島和正議員 

それでは３点目でございます。町長選挙時における公開討論会で

お示しをされたマニフェストの進捗の状況、それから自己の評価

についてお尋ねをいたします。本町では、近年まれに見る４名の

立候補者で競った前回の町長選挙でございました。これを制し、

町民の皆さんの大きな期待を寄せられて、当選の栄に浴され、早

や年半という月日が経過をいたしております。このような中、大

木未来づくり実行委員会の皆さんのご尽力にて、開催をされまし

た、立候補予定者による公開討論会時に示されたマニフェストや

重要施策の進捗状況をどのように整理し、また、自己評価をどの

ように総括をされているのか、加えて現状の町政における新たな

課題として捉えているものは、どのようなものと認識をされてい

るのか、町長の見解を求めます。時間がたっぷりありますので、

ゆっくりご答弁いただいて結構です。 

 

〇議長 

はい、答弁を許します。広松町長。 
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〇町長 

13番中島和正議員の一般質問にお答えいたします。時間がたくさ

んというところなので、ゆっくりお話をさせていただきます。答

弁させていただきます。前回の町長選の公開討論会において、

「私は一人ひとりが安心して豊かに暮らせるまち」を基本理念に

掲げ、「子育てにやさしいまちづくり」「地域産業が元気なまち

づくり」「一人ひとりが活躍できるまちづくり」、そして「誰も

が誇れる郷土愛に満ちたまちづくり」を、町民の皆様にお約束を

いたしました。マニフェストは、選挙の時だけ掲げる言葉ではな

く、町民の皆様との約束であります。その進捗と成果、さらに実

現できていない課題や、見直した理由についての責任を持って説

明する必要があると考えております。私がマニフェストに掲げた

施策や事業を実現するためには、本町の自治総合計画の仕組みを

踏まえ、令和４年度行政基本計画の見直しにより、施策の追加と

変更、活動事業計画に反映し、予算措置を行い、議会の承認を得

て、マニフェストの実現を図ってまいりました。この 3年半を振

り返りますと、掲げたすべての施策事業を、当初想定した形のま

ま実現できたわけではありません。財政健全化の視点を踏まえ、

限られた財源と人員の中で優先順位を明確にし、新たに実施した

もの、継続して取り組んでいるもの、社会情勢や事業性などを踏

まえて見直したもの、施策のあり方を検証して進めず、未着手に

なったものに整理し、併せて、組織の生産性の向上と働きやすい

職場を目指し、事務改善と組織の見直しを図りながら、町政の土

台を強化してきたと認識をしております。まず、マニフェストの
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進捗について、このような分野ごとに申し上げます。第１に、子

育て・教育環境の充実であります。子どもと家庭を切れ目なく支

える相談体制の整備をはじめ、学校給食を通じた子育て世代の負

担軽減に取り組み、その内容をさらに拡充し、今年度から中学生

給食無償化を実現させました。また、大莞小学校の大規模改修

や、木佐木小学校体育館の整備など、子どもたちの安全・安心と

将来の教育環境に据えた学校施設の整備を進めてきたところでご

ざいます。第２に、地域産業の振興と地域活性化であります。本

町の基幹産業である農業について、担い手への支援に加え、小規

模農家への支援も取り組んでまいりました。また、ＷＡＫＫＡを

まちの直営とし、地方創生、移住、定住、観光、工事、空き家対

策などの施策をつなぐ拠点として、機能の再構築を進めてまいり

ました。一方で、西鉄八丁田駅周辺の活性化については、西別館

再利用等を含め、関係者との調整を今後さらに具体化していかな

ければならない課題であると認識をしております。第３に、行政

改革と財政基盤の強化であります。組織機構の見直しをはじめ、

第 3セクターや公共施設の運営及び業務の見直し、ふるさと納税

の強化などを進めてまいりました。ふるさと納税については、マ

ニフェストに掲げた年間７億５千万円という目標を上回る規模と

なり、本町の様々な施策を支える貴重な財源となっております。

ただし、ふるさと納税については、毎年度同じ規模の寄附が続く

保証はありません。そのため、恒常的な経費に安易に充てるので

はなく、将来への投資や財政の安定化に活用していく姿勢が十分

であると認識をしております。第４に、開かれた町政の推進であ
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ります。本町の公式 LINEの内容充実をはじめ、子育てや食育に

関するインスタグラムの開設など、町民の皆様に必要な情報をよ

り分かりやすく迅速に届けるための情報発信の充実に取り組んで

まいりました。また、私自身も SNSを活用した情報発信に努めて

おります。町政の動きや地域で行われている取組を身近に感じて

いただくとともに、大木町の魅力を町内外で広く伝えることも、

開かれた町政を進める上で重要であると考えております。さら

に、町民の皆様との対話を進めるとともに、国や県への要望活

動、県民自治体や民間事業者との連携にも取り組んでまいりまし

た。福岡県町村会が主催します町村フェアや物産キャラバンなど

にも積極的に参加し、大木町や本町の特産品の PRに努めており

ます。私が町政運営において重視してきたのは、行政だけで全て

の課題やサービスを抱えるのではなく、地域、企業、学校、各種

団体など、多様な主体がそれぞれの力を持ち寄る行政で転換する

ことであります。この考え方に基づき、公民連携を行政運営の重

要な柱として取り組んでまいります。次に、見直した施策と自己

評価について申し上げます。当初が掲げた施策であっても、事業

費や将来負担、実現可能性などを改めて検証した結果、そのまま

進めることが適切でないと判断したものについては、一度立ち止

まり、内容や進め方を見直してまいりました。私は公約を守ると

いうことは、そこに書かれた事業を社会情勢や財政状況の変化に

かかわらず、何が何でも実施することではないと考えておりま

す。最も重視すべきことは、町民全体の利益と将来世代に対する

責任であります。その判断に至った理由や検討の経過を町民の皆
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様に明らかにすることまでも含めて、公約に対する責任であると

いうふうに考えております。自己評価としては、子育て支援、財

源の確保、組織改革、地域拠点の再構築など、調整を次の段階へ

進めるための基盤づくりについては、一定の成果を上げることが

できたと考えております。その一方で、西鉄八丁牟田駅周辺の活

性化、公共施設の再編、高齢者をはじめとする移動手段の確保、

道路・水路の整備、地域産業の担い手確保など、十分な成果に至

っていない課題も残されております。したがって、私自身の評価

としては、決して満点ではありません。全体としては、おおむね

前進したものの未完の課題や、今後さらに軌道修正を必要とする

施策が残っているというのが率直な総括であります。私の第１期

目は、財政規律を守りながら、将来に向けて、調整の課題を強化

する機会になったと考えております。成果だけを強調するのでは

なく、 PDCAサイクルの視点から、進まなかった施策について

は、その理由や見直しに至った経緯も含めて、町民の皆様に丁寧

に説明していくことが重要であると考えております。次に、新た

な調整課題について申し上げます。現在、特に強く認識している

課題は、人口減少と担い手不足が進む中にあっても、行政サービ

スと地域活動を継続できる仕組みをつくることであります。自治

体間で人口の増減だけを競うのではなくて、仮に人口が減少して

も、町民が一生地域で暮らしていくためには、地域のつながりと

暮らしを支えるセーフティネットを維持し、安心して住み続ける

ことのできるまちをつくらなければなりません。人口減少は止め

ることは大変難しいことですが、地域の持続性と自治体経営の自
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立を高めるためには、地域防災力の維持・向上が必要不可欠であ

ると考えております。加えて、縮小社会を踏まえれば、老朽化す

る公共施設への再投資、物価高騰の下での財政運営、農業・商工

業の担い手確保、日常生活に必要な移動手段の確保、気候変動に

伴う豪雨・渇水・猛暑への対応、そして複雑化・複合化する福祉

や物価に関する相談への対応も重要な課題であります。これらは

1つの事業や 1つの部署だけで解決できるものではありません。

分野ごとの施策をつなぎ、庁内横断的に取り組むとともに、地

域、事業者、関係団体などの連携によって、総合的に対応してい

く必要があります。今後も一人ひとりの職員の政策能力を高め、

限られた財源と人員をより効果の高い施策へ重点的に配分してま

いりたいと考えております。町民生活を守るためには、必要な事

業を着実に前へ進める一方、将来負担が大きい事業については、

立ち止まって見直すという姿勢を貫いてまいります。また、現

在、次期大木町自治総合計画の策定に向けた議論をスタートさせ

ております。この計画の策定過程においても、町民の皆様との対

話と情報共有を重ね、これまでの取り組みを検証するとともに、

今後の町の方向性を町民の皆様と共有して参りたいと思います。

人口減少という現実を正面から受け止めながら、若い世代が大木

町に住み続ける、戻ってきたいまちにするためには、まちの魅力

に磨きをかけ、持続可能なまちづくりを進め、健康で安心して住

み続けたいと思えるまち、そして、暮らす場所、働く場所として

選ばれる大木町の実現に向けて、引き続き責任を持って取り組ん
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でまいります。以上で 13番中島和正議員に答弁に対することで

ございます。 

 

〇議長 

再質問はありますか。中島和正議員。 

 

〇中島和正議員 

はい、ありがとうございます。それではまた画面上は、当時の公

開討論会で当時、広松候補者が示されてやった資料でございま

す。これはもう当然状況も変わっておりますので、参考程度にご

覧いただけたらというふうに考えております。なかなか質問のこ

の質問を、投げかけさせていただくにあたり、町長の任期もあと

５ヶ月、半年程度かなということで、町の内外からなかなか町長

の意図、挑戦をされるかどうかの意図が見えないというふうな声

もお聞き及んでおります。特に大莞町民の皆様からはなかなかそ

ういった部分が見えないので、応援はしたいんだけど、どうなん

だろうかというふうな不安がちょっと出てきておるところでござ

いました。町長自身、本当に慎重に考えられて、現在まで明確な

回答というものを、おそらく住民の皆さん、また後援者の皆さん

の前で申し上げられたことはないというふうに、私自身はちょっ

と認識しているんですが、せっかくの機会でございますので、 

９月定例会、非常に大事な定例会でございますので、先ほどの回
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答を読み解けば次の１月に行われる町長選挙には、当然立候補さ

れるというふうに読み解いてはいるんですが、そのあたり、町長

の明確な回答をまず求めたいというふうに思います。よろしくお

願いします。 

 

〇議長 

はい、答弁を許します。広松町長。 

 

〇町長 

再質問にお答えします。先ほどの答弁いたしました通り、やは

り、今もしっかりとやっていく、そして未来も考えていくという

ことで、先ほど討論をさせていただいたところでございます。そ

して来年１月に町長選挙が予定されていることは十分に認識をし

ております。一方で、現在は任期中でございまして、まずは今日

から開会させていただきます。９月議会、提出しております。議

案、特に決算、また補正予算をはじめとしまして、町民の皆さん

の暮らしに関する、まず仕事に全力で取り組むことが、現職町長

としての責任だというふうに考えております。私自身の進退につ

いてということでございますが、これまで取り組んできた施策の

成果と残された課題、そしてこれからの大木町に対してどのよう

な責任を果たすべきかを十分に考えた上で判断をしたいと考えて

います。その時期が来ましたら、曖昧な形ではなくて、町民の皆
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様に対し、自分の言葉で明確にお伝えいたします。現時点では、

表明の具体的な時期を申し上げられないというのが、私の見解で

ございます。以上でございます。 

 

〇議長 

はい。３回目の質問ございますか。はい。中島和正議員。 

 

〇中島和正議員 

３回目ということでございます。町長の方ですね、政治家として

いつ出馬して表明されるのかというふうなことは、非常に政治家

としてはご本人が決断されることではあるんでしょうが、住民の

皆さんからすれば、当然心構えの部分もいろいろあったりする部

分があると感じます。特に前回、広松町長を応援された方たちの

中からは当然、大丈夫かというふうなことで、ご心配の声もお聞

きお呼びしておるところでございますし、そうじゃない声もある

というふうに思います。そういった上で、 ３年半前、思い起こ

しますと、私自身も候補者でありまして、大変寒い中での選挙戦

であったというふうに記憶しております。そういった、同じ。戦

いましょう、よくしようというふうな、目標のもとに戦った戦友

として、あえて戦友というふうな言葉を使わせていただきます

が、戦友としてご助言というふうな形で、虚心坦懐に受け止めを

いただけたらというふうに思います。１回目のですね、答弁の中
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でもたくさんできたこと、そうでなかったこと、たくさんお示し

をいただきました。特に新しい世代の町長として、情報の発信と

いう部分については、 SNS等も積極的に活用されて、若い世代の

方たちにもそういうふうに言って評価されているという部分とい

うのは、私も聞き及んでいるところでございます。それと、住民

の皆さん、またそれ以外の皆さんとの対話も重視していきたい、

引き続き重視していきたいというふうなことでございました。た

だ、やはり、情報発信にあまり軸足を置かれるがゆえに、情報の

受信といった部分、しっかり相手の気持ちを受け止めるといった

部分について非常に不満の声というか、率直なご意見を私自身も

聞くことがございます。こういった本人の嫌がるようなこと、特

にまた町長というふうな立場の方には聞き及びがない部分もある

かというふうに思います。そういった両方を目指す、また目指す

覚悟ができた時には、今日も私の質問というか助言というか、そ

ういったものもしっかり踏まえていただきながらより良い大木町

の町政の前進のために、一つ頑張らせていただきたいと思います

し、そうじゃなかった折には、ここにいらっしゃる政治家が 11

名いらっしゃいますので、そうじゃない選択もあるのかなという

ふうに感じておりますので、ぜひそうじゃない方向に進まないよ

うに、町長の尽力を心から期待を申し上げまして、時間たくさん

残っているんですが、回答が引き出せなかったというふうなこと

で、口惜しい部分はあるんですが、これ以上やりとりしても回答

いわれないでしょう。大丈夫ですか。立候補の時期は言われない
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んです。というふうに配慮をいたしまして、質問を通したいとい

うふうに思いますので、以上で私の一般質問を終わります。 

 

〇議長 

以上で、13番中島和正議員の一般質問を終わります。これをもっ

て一般質問を終了いたします。ありがとうございます。暫時休憩

いたします。再開を 15時５分といたします。 

 

休憩   １４時  ５２分 

 

再開   １５時  ０５分 

 

〇議長 

再開いたします。 

日程第５、発議第 3号大木町議会議員の定数を定める条例の一部

を改正する条例の制定について、を議題といたします。職員に議

案を朗読いたさせます。事務局長。 

 

〇議会事務局長 
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発議第３号大木町議会議員の定数を定める条例の一部を改正する

条例の制定について。次のとおり大木町議会議員の定数を定める

条例の一部を改正する条例を制定することについて、地方自治法

昭和 22年法律第 67号第 112条第１項の規定により議会の議決を

求める。令和８年９月３日提出。大木町議会議員、提出者、中島

和正、賛成者、益田隆一、同じく原田勝、同じく山田貴大、以上

でございます。 

 

〇議長 

職員の朗読を終わります。提出者から提出理由の説明を求めま

す。ご登壇の上、説明願います。中島和正議員。 

 

〇中島和正議員 

提出議員の中島和正でございます。発議第３号大木町議会議員の

定数を定める条例の一部を改正する条例につきまして、提出理由

をご説明申し上げます。本案は新旧対照表に記載のとおり、現在

12人となっている大木町議会議員の定数を次の一般選挙から 10

人に改めようとするものであります。議員定数を考えるにあたっ

て重要なことは、単に議員の人数を減らすことではありません。

現在の人口規模、人口動態、町政が抱える課題、議会に求められ

る役割、そして町民の皆さんの意見、さらには将来の大木町の姿

までを総合的に見据えた上で、町民の代表機関としてどの程度の
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議員数が適正なのかを判断することでございます。本町におきま

しても、人口減少と少子高齢化が進み、まちを取り巻く社会環境

が大きく変化をしてきております。一方で、町政が抱える課題

は、子育て支援、高齢者福祉、地域交通、農業、環境、公共施設

の維持管理、地域コミュニティ、さらには厳しい財政条件への対

応など、これまで以上に複雑かつ多様化してきております。こう

した事態だからこそ、これからの議会には議員の人数を確保する

ことだけではなく、一人ひとりの議員が町民の皆さんの声を幅広

く把握し、町政の課題を深く調査・研究するとともに、政策提言

や行政の監視を的確に行い、町民の付託に応えていくことが求め

られていると考えております。現在の議員定数 12名は、現在の

条例で定められて以降、今日まで維持されてきております。しか

し、その後、人口規模や社会情勢は大きく変化をしており、現在

の人口規模から見れば、議員定数を 10人とした場合議員１人当

たりの住民数は 1356人となります。こちら画面上に出すことは

可能でしょうか。はい、ありがとうございます。これは別途示し

ております県内町の議会実態調査における平均 1577人を下回る

ものであり、定数を 10人とした場合におきましても、県内の町

と比較して議員１人当たりの住民数が課題となるという、もので

はございません。つまり、 10人という定数は人口規模に対して

議会機能を維持できないほど少ない人数ではなく、町民の代表機

関として十分な審議、調査、監視を行うことが可能な規模である

と判断をいたしております。また、近隣自治体におきましても人

口減少や議員のなり手不足など議会を取り巻く環境の変化を踏ま
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え、議員定数の適正化が進められております。その一例が隣接す

る大川市であります。大川市議会におきましては、令和６年３月

定例会におきまして、大川市議会議員定数条例を改正し、議員定

数を 15人から、12名に改め、次の一般選挙から適用することと

されました。その提案理由においては、大川市特別職報酬等審議

会の意見を踏まえ、議員のなり手不足、高齢化、投票率の低下な

どの課題に加え、人口が毎年 500人程度減少している現状から議

員定数の適正化が求められていることが示されておりました。本

町と大川市では、人口規模や地域事情が異なるため、単純に比較

をすることはできません。しかし、人口減少や議員のなり手不足

など、地方議会を取り巻く共通の課題に対して、近隣自治体にお

いても議員定数の適正化という議会改革が実際に起こります。行

われていることは、本町における定数のあり方を検討する上で十

分参考にすべき事例ではあります。本町においては、さらに見過

ごしてはならない状況があります。それは町議会議員選挙が過去

２回連続して無投票となっていることでございます。これは単に

立候補が少なかったという選挙票の結果として片付けるのではな

く、町民の代表を選ぶという民主主義の根幹に関わる重要な課題

として、議会として真摯に受け止めなければならないものと考え

ております。もちろん、議員定数を 12人から 10人に削減したか

らといって、無投票が直ちに解消されるものではありません。し

かし、 ２回連続して無投票となった現実を前に、現行の 12人と

いう定数を当然のものとして維持するのではなく、これからの大

木町議会をどのような議会にしていくのか、そのあり方そのもの
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を見直すことが必要であります。また、本町議会が昨年 10月に

実施しました。町民アンケートにおきましても、議員定数につい

ての回答者の 64％の方が減らすべきと回答をされております。さ

らに本年４月に開催した議会報告会におきましても、議員定数は

やむを得ないとのご意見も出されました。これらは議員自身の判

断だけではなく町民の皆さんから寄せられた明確な意見でありま

す。議員定数は議員のために決めるものではありません。町民の

皆さんの声を十分に議会へ反映させながら、適正な審議と行政監

視を行うために町民の代表機関として必要な人数を定めるもので

あります。したがって、今回の 10人という定数は、単に２人減

らすという数字を先に決めたものではありません。人口規模、議

員 1人当たりの住民数。人口減少や少子高齢化の状況、県内自治

体との比較、近隣自治体における定数適正化の動き、２回連続し

て無投票となった本町の現実、そして何より町民アンケートや議

会報告会に寄せられた町民の皆さんの意見を総合的に勘案した結

果、現在の大木町議会におきまして、町民の代表機関としての機

能を維持しながらより責任ある議会運営を行うために、適正な規

模であると判断したものでございます。また、今回の定数削減

は、単なる経費削減を目的とするものではありません。議員の数

を 12人から 10人にするのであれば、その分、一人ひとりの議員

が果たすべき役割と責任は、これまで以上に大きくなります。だ

からこそ、議員一人ひとりが地域の声を幅広く聞き、政策課題を

調査・研究し、議会で活発に議論し、行政を監視するとともに、

町民に対する説明責任を果たしていかなければなりません。そし
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て、定数を 10人とすることを単なる人数削減で終わらせるので

はなく、委員会活動、政策立案、調査研究、また町民の皆さんと

の意見の交換など、議会活動そのものをより充実させ、少人数で

あっても議会機能を低下させない議会運営を実現していくことが

必要であります。また、議員数が少なくなるからこそ、町民の皆

さんの多様な意見を議会に届ける仕組みをこれまで以上に充実さ

せなければなりません。これまでの議会報告会、町民の皆さんと

の意見報告会、意見交換会、議会モニターの皆さんとの意見協

議、議会の映像配信など、開かれた議会づくりをさらに進め、議

員だけの視点で町民の声を判断するのではなく、より多くの町民

の皆さんの声を継続的に把握し、町政に反映させる議会を目指し

てまいりたいと考えております。大木町議会基本条例第 66条に

おいても、議員定数の改正を審議するにあたっては、行財政改革

や他自治体との比較だけではなく、町政の現状及び課題、そして

将来の予測及び展望、さらには議員活動の評価等に関する町民の

意見を聴取するなど、本町の実情に応じた検討を行うこととして

おります。今回の定数改正は、まさにこれらの事項を総合的に検

討した上での判断であります。12人を 10人にすることは、単な

る２名減ではありません。これまでの議会のあり方を見直し、議

員一人ひとりの責任をより明確にし、町民により信頼をされ、よ

りわかりやすく、より機動的で、将来にわたって持続可能な議会

を構築していくための議会改革であります。人口減少や社会構造

の変化が進む中で、行政だけに改革を求めるのではなく、町民の

代表である議会自らが時代の変化に応じてその姿を変えていくこ
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とも議会の責任の一つであると考えております。議員定数を 10

人とすることで、一人ひとりの議員がより強い責任感を持ち、よ

り積極的に町民の声を聞き、より深く政策を研究し、より活発な

議論を行う。そして、少人数であることを弱点とするのではな

く、議員一人ひとりの責任と行動の質を高めることで町民の付託

に応える。これが今回の定数改正で目指す。大木町議会の姿であ

ります。以上の理由から、現在の 12人という定数を 10人に改め

ることが、現在及び将来の大木町にとって適正であると判断し、

本条例の改正を提案するものであります。議員各位におかれまし

ては、本改正の趣旨を十分ご理解をいただき、慎重にご審議の

上、ご賛同を賜りますよう心からお願いを申し上げ、提出理由の

終了といたします。 

 

〇議長 

これをもちまして、提出理由の説明を終わります。これより、提

出議員に対する質疑を行います。質疑はありませんか。はい。９

番古賀靖子議員。 

 

〇古賀靖子議員 

先ほどの提出理由のところで、確認を２点ほどさせていただきた

いんですが、まず、10月に、実施されました町民アンケート、こ

れが回答者 64％ というふうになっておりますが、総件数は何件
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だったでしょうか。回答していただいた方が、それと同じく、減

らすべきと回答されたのは、定数の提示をされていたのでしょう

か。例えば、10人を 11人、10人を 10人にすべきというふうに

提示されたかどうか教えてください。 

 

〇議長 

ちょっと休憩いたします。少々お待ちください。 

 

〇議長 

再開いたします。 

 

〇中島和正議員 

はい、それではお答えをいたします。質問に対するお答えをいた

します。まず 10月に実施をした町民アンケートの総件数は 53件

ということでございます。それから具体的に、定数を何人だとい

うふうな設問ではなくて、議員を増やすべきか、維持すべきか、

減らすべきかというふうなことでのお問い合わせだというふうに

承知をしております。以上、回答といたします。 

 

〇議長 
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ありがとうございます。はい、他に質問ございませんでしょう

か。はい、12番中島宗昭議員。 

 

〇中島宗昭議員 

議員の発議で、上手にまとめてあるように思いましたが、平成 23

年４月の町議会選挙、これも無投票でございました。その当時は

区長会をはじめ各種団体、いろんな方たちからの意見が、定数削

減に向けての意見がなされました。そういった中、当時の議会議

員 13名は区長会、それから女性の会、いろんな団体、諸団体と

の意見交換会、そしてその中で公開での討論をずっとやってきま

した。その時は議員定数と合わせて議員報酬まで含んだところで

の議論をなしてきておると思います。その中で定数に関しては私

１人反対での 14名ということで申し上げました。区長会とかい

ろんな公開ですから、周りの方からお前なんば考えとっとか、と

いうそういった声もありましたが、いろんな方々の情報を収集す

るためには、必ずしもその減らすばかりが得策じゃないという形

で、私はその時は反対しておりました。結果的には今の 12名と

いうことで決まりましたが、その後、終わった後に議員全部での

会合の中で、これが最後ですよと、議員定数は。もう 12名を、

減らしたらいかないと、そういったいきさつを知っているのは私

と提案者の中島議員だと思っております。それを踏まえた中での

発議ということで、重みがあるかと思いますが、どうしてでもや
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っぱり削減をしなければいかないという思いは強いというわけで

すね。 

 

〇議長 

はい、どうぞ中島議員。 

 

〇中島和正議員 

はい、お答えをいたします。本当に中島宗昭議員と私、当時の経

緯を知っている人間、議員というのが少なくなっておりましたそ

の最近でも、宗昭議員は当時、やはり民主主義の根幹はこの議会

議員の定数にあるというふうなことで、過剰な削減は民意を的確

につかむことができないというふうな立場の中から、皆さんが削

減を叫ばれている中、削減を要請されている中におきましても、

勇気をもって１名増だというふうなご発言を貫き通されたことを

しっかりと覚えております。私自身はその際には現状維持という

ふうなことで、 12名というふうな考え方を示しさせていただい

たところです。そういった当時の状況から比べると、時代の変遷

を経まして、当時は、町全体にも町政とか地域であるとか、各種

団体、活発に活動をされていたような印象を持っています。今で

も当然、活発に活動されてある団体等は多くあるとはいうふうに

感じますが、やはり町全体としては、どこか住民の皆さんが町政

とか町とか地域とか、そういったものに関わる関わり方について
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は、どうしても他人事のような印象を受けております。そういっ

た中に、先ほど古賀靖子議員の方から質問がありました、議会改

革に対する議員定数に対するアンケート、非常に全体の住民数か

ら言えば 53件ということで、少ない人数のように私自身も感じ

ておりますが、やはりそういった中におきましても、声は声とし

てしっかりと受け止めをさせていただく必要があるだろうと私自

身は感じております。そういった中におきまして、今回いろんな

調査、研究、そして議会の中での議論を踏まえた中におきまして

は、今回の 10名というのがいよいよ最後の委員会の構成である

とか、議会の構成であるとか、議員さんたちの活動を担保するギ

リギリの線ではないかなというふうに感じておりまして、そうい

った事柄を全て総合的に判断して、 10名というふうなところで

の決意をもって、上程提出をさせていただいておるところでござ

います。答えという答えになっていない部分もあるかもしれませ

んが、答弁の問いというものを十分踏まえながら、今回提案をさ

せていただいているということで、ご了解いただきたいと思いま

す。本当にありがとうございます。はい、他に質疑ありません

か。他にないようですから、これをもって質疑を終結いたしま

す。中島和正議員、ありがとうございました。 

 

〇議長 

はい、３番、益田富啓議員。 

 



134 

 

〇益田富啓議員 

修正動議を提出したいと思います。 

 

〇議長 

それでは、概要を簡単に説明願います。益田富啓議員。 

 

〇益田富啓議員 

はい、修正の内容につきましては、原案において定数 12人を、

10人に改めるとあるのを 11人に改めると。修正を行いたいとい

うふうに考えております。 

 

〇議長 

ただいま３番益田富啓議員から修正動議が提出されました。暫時

休憩いたします。15分休憩いたします。再開を 15時 45分といた

します。 

 

休憩   １５時  ３０分 

 

再開   １５時  ４５分 
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〇議長 

会議を再開いたします。本件に対し、益田富啓議員、深町敏生議

員から修正の動議が提出され、お手元に配布いたしております。

本修正動議は、地方自治法第 115条の３及び大木町議会会議規則

第 16条による、要件を満たしております。したがって、本修正

動議を発議第３号と併せて議題とし、職員に修正動議提出書を朗

読いたさせます。事務局長。 

 

〇議会事務局長 

発議第３号大木町議会議員の定数を定める条例の一部を改正する

条例の制定について、に対する修正動議。上記の動議を地方自治

法第 115条の３及び大木町議会会議規則第 16条の規定により、

別紙の修正案を添えて提出する。令和８年９月３日。大木町議会

議長古賀知文。発議者、大木町議会議員、益田富啓。発議者、大

木町議会議員、深町敏生。以上でございます。 

 

〇議長 

職員の朗読を終わります。提出者から提出理由の説明を求めま

す。ご登壇の上、説明願います。益田富啓議員。 
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〇益田富啓議員 

発議第３号、大木町議会議員の定数を定める条例の一部を改正す

る条例につきまして、議員定数を 10人とする原案を 11人とする

修正案を提出いたします。現在、大木町議会の条例上の定数は 12

人であります。私は、人口減少や社会情勢の変化、町民の意見、

さらには議会改革の必要性を踏まえ、議員定数を見直すこと自体

は必要であると考えています。ただし、定数を見直すにあたって

は、人口規模や他自治体との比較も重要な判断材料の１つではあ

りますが、それだけで決めるのではなく、町民の多様な意見を町

政に反映する代表機関として、議会が十分な審議機能と監視機能

を果たせる人数であるかという視点が重要です。その観点から、

現在の 12人から一度に 10人へ２人削減するのではなく、まず 11

人とすることが適切であると考えます。現在、大木町議会は、議

員１名の欠員により 11人で議会運営を行っています。この間、 

11人で議会活動を行い、議会としての審議や行政監視などの機能

を維持してきた実績があります。このことは、今後の議員定数を

考える上で重要な判断材料の一つであると考えます。また、お配

りしております資料１をご覧いただきたいと思いますが、これは

第 71回町村議会実態調査。先ほど提出者が記された資料と同じ

ものですが、これによれば、人口 1万 2000人以上、 1万 4000人

未満の町村では、議員数の平均は 13.2人であり、九州管内の同

規模 11町村でも平均 13.1人となっています。もちろん、他の町

村が 13人だから、人口１万 3500人程度の大木町も、13人にすべ

きだということではありません。しかし、同規模町村が 13人程
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度で議会運営を行っている実態を踏まえれば、大木町が 10人ま

で削減することについては、慎重に判断する必要があります。さ

らに、資料２をご覧いただきたいと思います。これは、議員１人

当たりの住民数を表しておりますが、これを見ますと、福岡県内

の町村の平均、議員１人当たりの住民数ですが、平均は先ほど中

島和正議員がおっしゃった通り 1508人です。全国平均を見ます

と 946人となっています。一方、福岡県内の町村だけを見ても、

議員 1人当たりの住民数には 3026人から 174人まで大きな開き

があります。このことからも、単純に県内の平均値だけを基準と

するのではなく、人口規模とは近い自治体との比較を踏まえて判

断することが重要だと考えます。大木町と人口規模が近い桂川町

や芦屋町と比較すると、大木町の議員定数を 11人とした場合、

議員１人当たりの住民数は 1232人となり、桂川町とほぼ同じ水

準となります。一方、定数を 10人とした場合には、議員１人当

たりの住民数は 1356人となり、人口規模が近い自治体と比較し

ても、議員１人当たりの負担はより大きくなります。議員は、本

議会や委員会での審議に加え、行政への監視、政策提言、調査研

究、住民相談など多くの役割も担われています。議員数を減らす

ことによって、こうした、議員一人ひとりの負担が増すだけでな

く、若い世代や女性をはじめ、町民の多様な意見を議会に届ける

機会が狭まることも懸念されます。資料３は、議員定数が奇数の

町村を調査したもの、資料４は決算に占める議会費の割合を示し

たものですので、この点についてはご確認いただければと思いま

す。そしてもう１つ重要なのが、議員のなり手不足です。大木町
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議会では、先ほどお話にも出ました通り、過去２回の一般選挙が

無投票となっています。しかし、定数を減らすことだけで、なり

手不足の問題が解決するとは考えられません。むしろ今必要なの

は、なぜ町民が議員になろうと思いにくいのか、その原因を検証

することです。議会活動の見えにくさ、議員報酬や社会保障の問

題、議員活動と仕事・家庭との両立、さらには地域推薦を中心と

した選挙のあり方など、立候補しにくい要因を検証し、より多く

の住民が議員になってみようと思える環境を整えることが必要で

す。今回の 11人という修正案は、定数削減そのものを否定する

ものではありません。10人への削減を急ぐのではなく、まず 11

人で議会機能を確保する。そしてその上で、なり手不足という根

本的な課題に向き合い、将来の大木町議会に本当に必要な議員数

を改めて検討する。私はそれが今の大木町にとって最も現実的で

責任ある判断だと考えます。以上の理由から、議員定数を 10人

とする原案を 11人とする修正案を提出するものです。議員各位

におかれましては、本修正案の趣旨をご理解いただき、ご賛同賜

りますようお願い申し上げ、提出理由といたします。 

 

〇議長 

これをもちまして、提出理由の説明を終わります。これより、提

出者に対する質疑を行います。質疑はありませんか。はい、13番

中島和正議員。 
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〇中島和正議員 

はい、質問をさせていただきます。まず、修正動議を出された益

田富啓議員並びに深町敏生議員におかれましては、議員定数削減

というふうな方向性については、共通の認識をしているというも

のとして認識をさせていただきます。その上で、現状の 12名か

ら 10名削減するというふうなことの提案について、 11名という

ふうな修正をなさいました。議員定数、または議会の運営をして

いくに際しまして、議員定数が偶数か奇数かというふうなところ

で、資料３番の方にも例示をいただいておりますけれども、多く

の自治体が奇数での運営がなされているというふうなことは承知

をしております。ただし、その上で、私は偶数である、議員定数

が偶数であるということのメリットの方が大きいのではないか

と、というふうな視点からご質問をさせていただきたいと思いま

す。偶数であるというふうなことになりますと、採決の際におき

まして、議長は除外の原則に基づいた議長の通常採決権の行使が

なくなるというふうなことになります。ここでよろしいですか。

そういった意味で、議会議長は二元代表制のもとで議会を統括

し、円滑な議事運営と住民福祉の向上を担う要であるというふう

に認識しております。その上で、その職にある者の心構えとし

て、主に私は４点の事柄について重視されると考えておりまし

て、私自身も議長在職のある間は、この視点をもとに行動をして

まいったつもりです。まず１点目におきましては、議長にあるも

のは厳格な中立と公平性の保持、それから２つ目に法令であると

かルールへの精通と的確な権限の行使、３つ目として二元代表制
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を支える議会のリーダーシップ、そして４つ目に議会の顔として

の品格を持つということと考えられます。こういった事柄、それ

とその視点の中で、最も私自身が重要だという風に考えておりま

すのが、厳格な中立性と公平性の保持であると考えているところ

でございます。地方議会における議長採決は、特に賛否が真っ２

つに割れた重要な局面で行われることが多いという風に思います

ので、その結果につきましては、政治的な影響度が非常に大き

く、議会の内外で激しい対立やトラブルに発展するケースは少な

くないと思います。加えて、こういった問題で議会が空転してい

るというふうなところは、全国的な報道で見れば、地方議会で散

見されるところでもありますので、議場の皆様におかれまして

も、当然そういったニュースに触れられていると思います。こう

いったことを考えますと、議員定数が偶数であることの最大のメ

リット、その優位性は議長を除いた採決人数が奇数になり、可否

の同数を回避しやすい点であると思います。以上のことから、今

回提案の 10名の根拠としたところでもありますが、益田富啓議

員は、先ほどの観点から、奇数であるデメリットの部分について

どのように感じておられるのか、答弁を今の段階でできますなら

ば、お答えをいただきたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 

〇議長 

益田富啓議員。 
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〇益田富啓議員 

偶数であるということのメリットについては、和正議員がおっし

ゃったとおり、議長が一名抜けたところで採決をするので、はっ

きりその賛否がその場で決定するということがあるということは

私も承知しております。しかし、地方自治法の中では、議長は通

常の採決には加わらないということは当然決められております

が、可否が同数だった場合には、議長採決ということで、その決

定をするということもまた、地方自治法の中で決められておりま

す。これは議長採決ということで、明確に法令上で定められたル

ールの一つです。これをもって、その議員が偶数だから偶数じゃ

ないといけないという理由にはならないというふうに私は感じて

いまして、その意味もあって、ここでお示ししております資料３

がそうなんですが、全国で、これは同じ町村議長会の資料をちょ

っと分析した結果なんですが、全国で 926自治体のうち 189自治

体が奇数で 20.4％、これで、福岡県だけ見ましても、 20自治体

のうち８自治体が 25.8％、 ４自治体のうち１自治体は奇数とい

うことになっています。やはり、今、人口減少等に合わせて議員

定数を見直す自治体というのは増えてきているということで、そ

ういう状況かなというふうに思いますが、その中でやっぱり偶

数、奇数については、それぞれの自治体でさらに同じように審議

を尽くされてきているんだろうというふうに思いますが、この偶

数じゃないといけないという理由はどこにもないということを考
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えますと、議長がその最終的な採決の一人になるということもあ

って然るべきかなというふうに考えます。議案について、必ず同

数になるという保証がないわけですから、もうその場で決着する

こともあるでしょうし、同数になった場合には、議員の一人であ

る議長も採決に加わって、自分なりの判断をそこで下すというこ

とも当然あってしかるべきかというふうに考えております。以上

です。 

 

〇議長 

はい、13番中島和正議員。 

 

〇中島和正議員 

突然の質問でお答えいただいてありがとうございます。ただ、回

答の中には、私が申し上げたデメリットの部分を明確に回避でき

るというか、そういったリスクの部分についての回答はちょっと

含まれていなかったのかなという風な印象で申し訳ないですが、

思ってしまいました。ですので、私自身は、やはり可否同数であ

った際に議長裁決権を行使いただくと議会が紛糾する、また議会

が空転する、ひいては町政に困難を与える、こういったデメリッ

トの部分、それについて、しっかりと今回の定数を改正するにあ

たっては、そういった視点を見失ってはならないというふうに感

じておりますので、これはどちらが正解ということもないという
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ふうには思うんですが、私自身は今回のデメリットの部分を将来

的にも回避しておく責任と行動が求められると考えますので、以

上で意見とさせていただきます。ありがとうございます。すいま

せん、あのデメリットの部分について私回答しませんでしたの

で、もう１回ちょっと答弁をさせていただきたいと思いますが、

デメリットについては、先ほど出ました通り、票数が賛成、反

対、同数になった場合に議長が採決をすると、ということが、こ

れは頻繁にあるということがデメリットの１つであるとは思いま

すが、これについては、実際に地方自治法で認められた議長採決

という法令上の取り決めでもありますので、そこに議長は参加し

てはいけない、最終的な判断を下してはいけないということには

なりませんので、私自身はそのデメリットについてはあまり感じ

ておりません。同数になるということ自体も、そう頻繁にあると

いうことも想定しにくい部分もあります。それもありますし、大

木町議会も 13人であった事例があります。ですから、13人であ

った事例を見れば、必ず偶数でないといけないという風には、私

自身は判断しておりません。以上でございます。 

 

〇議長 

はい、他に質疑ありませんが、ないようですので、これをもって

質疑を終結いたします。益田富啓議員、ありがとうございまし

た。 
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〇議長 

お諮りいたします。本件は、会議規則第 38条第３項の規定によ

り、委員会の付託を省略したいと思います。ご異議ありません

か。 

 

異議なし 

 

ご異議なしと認めます。したがって、本件については委員会付託

を省略することに決定いたしました。これから原案及び修正案に

ついて一括して討論を行います。まず、原案賛成者から討論を行

います。本町議会議員の提出 12人を 10人にするという原案に賛

成の方、討論はありませんか。 

 

〇議長 

はい、１番山田貴大議員。 

 

〇山田貴大議員 

自分は賛成の立場で表明いたします。その理由について述べさせ

てもらいます。提出した中島議員とかぶる部分もあります。理由

は、多くの町民の皆様から議員定数の削減を求める声が寄せられ
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ていることです。町政に対する関心の高まりとともに、行政運営

の効率化やコスト削減を望む声は年々強まっており、こうした町

民の意向を真摯に受け止めるべきかと思います。ちなみに 10人

に賛成しましたが、報酬を上げようという考えは自分にはありま

せん。以上です。 

 

〇議長 

次に、原案及び本町議会議員の定数 12人を。11人とする修正

案、両方ともに反対の方の討論を求めます。討論はありません

か。 

 

討論なし 

 

はい、討論なしと認めます。次に本町議会議員の定数 12人を 11

人とする修正案に賛成の方の討論を求めます。討論はありません

か。はい、９番古賀靖子議員。 

 

〇古賀靖子議員 

議員定数を 12名から 11名へ少なくする提案に賛成の意見を述べ

ます。まず、議員定数は単なる人数の問題ではありません。議員

一人ひとりが町民の声を受け止め、行政に届ける代表の数そのも
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のです。現在、大木町の人口は約 1万 3500人であり、議員 12名

体制では、議員 1人当たり約 1125人の住民を代表しています。

これを 11名に削減すると、 1人当たりの代表人口は約 1227人と

なり、約９％増加します。１名の削減であっても、町民の意見を

議会に届ける窓口が減少することには変わりありません。一方

で、昨年実施された住民アンケートでは、先ほどの質疑で明らか

になりましたように、アンケート回答総件数 53件、 64％の方が

議員定数の削減を求める回答をされています。この結果は、決し

て無視することのできない、重く受け止めるべき町民の意思で

す。議員定数を維持することの意義を主張するだけでなく、町民

の率直な意見に向き合い、議会として応える姿勢も必要だと思っ

ています。そのため、私は定数を 12名から一度に 10名へ２名削

減することには慎重であるべきだと考えています。町民のアンケ

ートを踏まえ、 11名への削減はやむを得ないものだと判断しま

す。１人の削減にとどめることで、町民の意見をある程度反映し

ながら、議会の代表性や機能への影響をできる限り抑えることが

できます。地方議会の役割は、予算や条例の審査のみならず、行

政の監視、地域課題の調査、そして将来の町の方向性を議論する

ことです。人口減少や少子高齢化が進む中、行政課題はむしろ複

雑化しています。したがって、定数削減にあたっては、議会の機

能を損なわないよう慎重に検討する必要があります。また、女

性、若者、子育て世代、勤労者など様々な立場の町民が議会に参

画することも重要です。定数を大幅に削減すれば、新たな人材が

立候補しにくくなり、議会の多様性が損なわれる可能性がありま
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す。その点からも、 10名への削減ではなく、 11名にとどめる

ことが適切です。さらに、議員数を最小限にすれば、一人一人の

議員にかかる負担は増大します。常任委員会活動、予算、決算審

査、住民相談など多岐にわたる業務を限られた人数で担うことに

なり、行政に対する監視機能が弱まる懸念もあります。だからこ

そ、削減幅を最小限に抑える必要があると考えています。議員定

数の削減は、議員自身の立場を守る問題ではありません。町民の

意見を尊重しつつ、議会の代表制と行政監視機能を維持するため

の慎重な判断が求められる問題です。昨年の住民アンケートで

64％の方が削減を求めたという結果を踏まえ定数削減そのものを

否定することはできません。しかし、議会の役割や多様な人材の

参画、議員 1人当たりの負担を考慮すれば、 10名への削減は影

響が大きすぎます。以上の理由から、私は住民の意見を尊重し、

現在 11名で運営していることを考えると、 １名削減して 11名

にする提案に賛成いたします。以上です。 

 

〇議長 

次に原案に賛成の方、討論はありませんかはい、10番益田隆一議

員。 

 

〇益田隆一議員 
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執行部の皆様に大変お疲れのところですね、お付き合いいただき

ましてありがとうございます。時計ばかり見られていらっしゃる

ので、もうしばしお付き合いいただけますようよろしくお願いい

たします。４年前の私も同じようにこちらで 12から 10というと

ころで残念ながら否決をされた次第でございますが、今回は同じ

ように 10というところで賛成の立場でさせていただきたいと思

います。まず申し上げたいのは、この議員定数を減らすこと自体

がこの議会の力を弱めることではないと私は考えております。議

会に求められているのは、先ほどからいろいろ数字のことをいろ

いろ言われておりますが、人数そのものではないと私は考えてお

ります。町民の声を受け止め、行政を監視し、政策を議論し、必

要な提案を行うことだと。問われるべきは、この 12という数字

を維持することではなくて今の大木町においてその役割を果たす

ために何人が適切なのかというところであります。現在、国政に

おいても衆議院議員の定数を現行の 465人から１割を目標に削減

する法案が提出されております。もちろん、国が減らすから大木

町も減らすという単純な話ではありません。しかし、人口減少が

進み、行政や民間企業を含め、社会全体が組織のスリム化や生産

性の向上を求められている中で、議会だけが十分な根拠を示さず

に現状維持、さらには増員という方向を選ぶことが町民の理解を

得られるのか。私たちはそこを真剣に考えなければならない時期

に来ているかと思います。大木町議会は定数 12人でありなが

ら、実際には 11人の体制で約３年間活動してきました。その

間、委員会も本会議も運営され、議会活動に重大な支障が生じた
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とは言えません。それは単なる予想ではなく、私たち自身が経験

してきた事実であります。11人という案も、一見すると慎重で現

実的に見えます。しかし、私たちはすでに 11人で活動しており

ます。11人にするということは、今の状態を条例に書き直すだけ

であり、実質的には現状維持です。今回問われているのは、その

一歩先に進むべきことができるかということであります。これが

私は４年前と違う点で、今進めるにすべきだと思う点で大事なと

ころが、これからの定数を考える上で避けて通れないのが、この

ＡＩとＤＸ化であります。議員の仕事というのは、資料の収集や

予算や決算の比較、議事録の確認、条例の調査、論点の整理、質

問原稿の作成など、いわゆるホワイトカラー的な事務労働の部分

が多くあるかと思います。この分野はまさに AIを活用できる領

域であります。もちろんＡＩが町民の声を直接聞くことはできま

せん。現場に足を運ぶこと、最後の判断をすること、その判断に

責任を負うのは、これからの人間である議員の役割であると考え

ます。しかし、これまで何時間、何日間もかかっていた資料の作

成や比較、情報の収集をＡＩによって効率化できればその分、町

民の元へ足を運び、対話する時間を増やすことができます。ＡＩ

は議員の代わりではありません。議員の能力と活動量を高めるた

めの道具であります。執行部もＤＸを推進し、 ＡＩを用いた新

しい技術を実際に取り入れられるかと思います。その執行部と対

等に議論し、行政をしっかり監視していくためには、必要なの

は、単に議員を一人二人増やすことではないと。そもそも人数だ

けで執行部との情報量の差を埋めることはできないと私は思って
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おります。必要なのは私たち議員自身が学び、道具を使いこな

し、情報を共有し、それぞれの得意分野を生かしながら議会全体

をアップデートしていくことであります。私が目指したいのは人

数が多い議会ではなく、見た目は細いが必要な筋力はしっかりと

備えた細マッチョな議会であります。少人数であっても、調査

力、監査力、提案力、そして町民との対話をこれまで以上に強く

する。10人という定数は議会の機能を縮小するためのものではな

くて、議会の仕事のやり方を進化させるものだと、決断だと考え

ております。当然一人ひとりの責任は重くなります。だからこそ

私たち自身が変わらなければなりません。そして実際に 10人で

運営し、明らかな支障が生じた場合には、その時点で、改めて定

数を検証すればよいかと考えます。今回減らすことが、将来にわ

たって増やすことを禁止するものでもありません。定数は、時代

や議会の実情に応じて見直すべきであると思います。まず実行し

て、その結果を検証し、必要があれば再び見直す。その姿勢こそ

が議会改革だと思っております。以上の理由から、議員定数を 10

人とする条例案に賛成といたします。 

 

〇議長 

はい、次に修正案に賛成の方の討論ございませんでしょうか。は

い、３番益田富啓議員。 
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〇益田富啓議員 

はい、先ほど、提出理由で申し上げた分での補足ということで、

意見を述べさせていただきたいというふうに思います。先ほど申

し上げた通り、議員定数を見直す背景には、人口減少や社会情勢

の変化に加えて、議員のなり手不足という課題があるというふう

に考えております。今、議会が取り組むべきことは、議席を減ら

すことだけではなくて、なぜ立候補する人が少ないのか、その原

因を検証してより多くの町民が立候補しやすい環境を整えること

ではないかというふうに思います。その一つが議員報酬の問題で

す。現在、町議会議員の報酬は月額 23万３千円です。議員には

一般の会社員のような社会保険への加入体制がなく、国民健康保

険料や国民年金保険料などをその報酬の中から負担することにな

ります。また、議員を退いた後についても、会社員のような退職

金や雇用補償の補償があるわけでもありません。副業をすれば良

いという考え方もありますが、議員活動に真剣に取り組めば取り

組むほど、議会活動だけではなくて、調査とか住民相談、地域と

の意見交換などにも時間が必要となり、副業との両立が容易では

ありません。こうした経済的な不安や将来へのリスクを抱えたま

までは、特に仕事や家庭を抱える世代、現役世代が安定した仕事

を辞めてまで議員を目指すことは難しいのではないでしょうか。

または、これまで地域推薦を中心とした候補者擁立が行われてき

ました。地域とのつながりを活かすということは一定の意義があ

りますが、一方で、既存の地域推薦の枠組みに入らなければ、出

馬しにくいという側面があるとすれば、それも候補者の裾野を狭
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めている要因ではないかと考えます。だからこそ、定数を削減す

る前に、議員報酬や社会保障上の不安、退職後の生活への不安、

地域推薦を中心とした候補者擁立のあり方など立候補をためらわ

せている要因を検証し、改善していくことが先ではないでしょう

か。こうした課題を解決しないまま、定数だけを住民に減らして

も、無投票や議員のなり手不足という問題の根本的な解決にはつ

ながりません。議員定数は一度削減すれば、容易に元に戻すこと

はできないと思います。先ほどあとで戻せばいいかというご意見

もあったんですが、やはり削減してしまえば、なかなかそれを増

やすという意見はなかなかまとめにくいという風に考えます。十

分な検証や議論を経ないまま 10人まで減らすのではなくて、ま

ず 11人として議会の機能を維持しながら、より多くの町民が立

候補しやすい。環境を整えるための改革に取り組むことが先だと

いうふうに考えます。以上の理由から議員定数を 11人にすべき

と考えております。 

 

〇議長 

以上です。はい。次に原案に賛成の方の討論ございませんでしょ

うか。はい。８番原田勝議員。 

 

〇原田勝議員 
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議員定数を 12名から 10名とする提案に対し、賛成の立場から討

論をさせていただきます。今回の議案は、単に議員定数を２名減

らすというだけの議案ではありません。私は、本件は、これまで

大木町議会が進めてきた改革を、これからの議会へ確実につなげ

ていくための極めて重要な判断であると考えています。先ほど中

島和正議員が発言されたように、議会改革の一環として様々な取

り組みに着手してきました。これらはわずか数年前の大木町議会

から考えれば大きな変化であります。私はこれからの改革を 11

名だからできたのではなく、議員一人ひとりが責任を持って取り

組んだからできたのだと考えています。ここが今回の議員定数 10

名という議案を考える上で、最も重要であります。議員定数を減

らすことそのものを目的にするものではありません。限られた人

数だからこそ、一人ひとりの議員がより責任を持ち、積極的に町

政に向き合う。そして議会全体としてより質の高い議論を行う。

これからの大木町議会にはその姿勢が必要なのではないでしょう

か。定数を 10名にすることに不安を感じる方がおられることも

理解しています。議員の数が減れば、多様な町民の皆さんの意見

を取り上げることができなくなるのではないか、議会の監視機能

が弱くなるのではないか、そうした心配があることも十分承知し

ています。重要なのは、何人いるかではなく、その一人ひとりが

どれだけの町民の声を聞き、どれだけの責任を持って議論し、ど

れだけの町政と向き合うかということであります。議員 10名で

も 10名全員が責任を果たせば、議会は十分に機能します。私は

今回の定数 10名への削減は、議会を弱くするための改革ではな
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く、議員一人ひとりの責任をより重くして、議会そのものを強く

する改革であると考えています。11名の議員で議会改革を進めて

きた今、ここでこれまで通り 12名で良いとするのか、それとも

これまでの改革を一歩前に進め、大木町議会は本気で変わったと

いう、意志を示すという形で町民の皆様に示すのか。定数を 12

名から 10名にすることは、議員自ら身を切るという単純な話で

はありません。町民の皆さんから負託を受けて、議会に立つ者と

して自分たちの組織のあり方を自分たち自身で見直し、より少な

い人数でもより質の高い議会を作っていくという覚悟を示すもの

です。そして、今回、定数削減によって生まれ変わる変化を、単

なる２名削減で終わらせてはなりません。議員 10名という新し

い体制の中で、議会改革をさらに進め、情報公開を進め、町民と

の対話を進め、議会の政策立案能力を高め、執行部に対する監視

機能をさらに強くしていく。その責任を私たちは負わなければな

りません。私は今回、 10名への削減はその責任を果たすための

一つの舞台であると確信しています。そして何より、今期の私た

ちは議会改革を言葉だけでは終わらせてはなりません。議会の情

報発信を変えました。町民の声を聞く仕組みを作りました。議会

を見てもらう仕組みを作りました。子どもたちに議会を知っても

らう取り組みも始めました。議会そのものを町民の皆様に開かれ

たものへと変えてきました。この改革の流れをここで止めてはな

らないと思います。12名から 10名、これは単なる人数の変化で

はありません。大木町議会がこれからの時代にふさわしい議会へ

と生まれ変わっていく、その意思を示すものであります。私たち
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は町民の皆さんから選ばれ、町民の皆さんの負託を受け、この議

場に立っています。だからこそ、町民の皆さんに対して、大木町

議会は変わった。大木町議会はこれからも変わり続けると胸を張

って言える議会でなければなりません。そのためにも、私たち自

身が覚悟を示す必要があります。議員定数の削減はその覚悟の表

れであります。これまでの議会改革をさらに前へ進め、より責任

ある議会、より開かれた議会、そして町民の皆さんから信頼され

る議会を次の世代へ引き継いでいくためにも、私は本議案に賛成

することを明白に表明します。議員各位におかれましては、この

議案が単なる２名の削減ではなく、これからの大木町議会のあり

方を決める重要な議案であることをご理解いただき、賛同いただ

きますようお願い申し上げ、賛成討論といたします。 

 

〇議長 

次に、修正案に賛成の方の討論はございませんでしょうか。は

い。徳永卓也議員。 

 

〇徳永卓也議員 

私は議員定数を 10人とする原案には反対し、11人とする修正案

に賛成の立場から討論いたします。これまで大木町議会では、町

民の皆様に、もっと議会を身近に感じてもらいたい、議会で何が

話し合われているのか、もっと分かりやすく伝えたいという思い
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で、様々な議会改革に取り組んできました。議会だよりについて

も、ただ議会の内容を伝えるだけではなく、議員一人ひとりの発

言や活動が見えるように工夫してきました。また、傍聴者の声を

掲載し、実際に議会を見ていただいた町民の声を届ける取り組み

も行っております。一般質問で執行部から「検討します」と答弁

があったものについても、その後どうなったのかを確認する追跡

リポートを制度化しました。質問して終わり、答弁して終わりで

はなく、その後どうなったのかまで議会としてしっかり確認して

いく。私はこうした積み重ねが、町民から信頼される議会につな

がっていくものだと思っております。さらに議会終了後には、で

きるだけ早く町民の皆さんへ情報を届けるため、議会速報の電子

化を発行しています。議会モニター制度、傍聴手続きの簡素化、

議会動画のインターネット配信、そして主権者教育など、少しず

つではありますが、議会を身近に感じてもらうための改革を進め

てきました。こうした取り組みは、誰か一人の力でできたもので

はありません。現在の 11人の議員が、それぞれ違った立場、違

った考えを持ちながら、意見を出し合い、議論を重ねてきたから

こそ実現できたものだと思っております。今回、議員定数を 12

人から 10人に減らすということですが、私はたった２人減るだ

けとは考えていません。議員が１人減れば、その分議会の中に持

ち込まれる町民の声も、考え方も視点も少なくなる可能性があり

ます。それが２人削減となればなおさらです。大木町には、子育

てをしている方、高齢者、農業や商工業に携わる方、福祉や教育

に関わる方など、様々な立場の町民がおられます。そうした幅広
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い町民の声を議会に届けるためにも、私はできるだけ多様な立場

の議員が議論に参加することが大切だと考えています。また、議

員が減れば、一人ひとりが担う仕事や責任も当然大きくなりま

す。議会の仕事は、行政から出された議案に賛成か反対かを決め

るだけではありません。町民の声を聞き、その声を行政に届け

る。行政が行っていることをしっかりチェックする。そして、町

の将来について議員同士で議論し、より良い大木町を作ってい

く。それが議会の大切な役割だと思っております。私は議員定数

を減らすことそのものが議会改革だとは思っていません。本当の

議会改革とは、議員が町民の声をもっと聞き、もっと議論し、そ

の結果を町民にきちんと伝えていくことではないでしょうか。こ

れまで 11人で取り組んできた議会改革を、ここで後退させるの

ではなく、これからさらに前へ進めていく。そのためにも現在の

11人という体制を維持することが、大木町議会にとって必要だと

私は考えます。議員を減らすことよりも、議員一人ひとりがこれ

まで以上に町民の中へ入り、声を聞き、議論していくことが大事

だと考えております。そして、町民の皆さんから「大木町議会は

必要だ」「議員がいてよかった」と思っていただける議会を作る

こと、私はそこに力を注ぐべきだと考えています。以上の理由か

ら、私は議員定数を 11名とする修正案に賛成いたします。議員

各位のご賛同をお願い申し上げ、私の賛成討論といたします。 

 

〇議長 



158 

 

議員定数の問題は、私たち議員にとって身近であり、最大の重要

な課題でもあります。長い間の懸案事項でもありますし、極力多

くの方の意見を拝聴したいというふうに思います。原案に賛成の

方の討論はありませんか。はい、田中議員。 

 

〇田中一成議員 

私は、議員定数を 10名とする本条例改正案について、賛成の立

場から討論いたします。本町では、町議会議員選挙が前回、前々

回と２回続けて無投票となっております。選挙は、町民の皆様が

議会や議員について知り立候補者の考えや政策に耳を傾け、そし

て自らの意志を一票に託す大変重要な機会であります。しかし、

無投票が続けば、町民が候補者の政策や考え方を比較し、議員を

選択する機会そのものが失われます。結果として、議会や議員に

対する町政の関心が薄れていくことも懸念されます。地方議会は

二元代表制の一翼を担い町の重要な政策や予算、条例などを最終

的に議決するとともに、町の行財政運営を監視し、必要な政策提

言を行うという重要な役割を担っています。そして、議員一人に

は、その議会の一員として町民の声を受け止め、町政に反映させ

るために努力することが求められています。選挙は、立候補者が

こうした議員としての役割を担うにふさわしいかどうかを町民の

皆様に判断していただく大切な機会でもあります。そうした意味

からも、町議会議員選挙が長期間にわたって行われていない現状

は、大木町議会として重く受け止めるべき課題の一つであると考
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えます。もちろん、議員定数を削減すれば、必ず選挙になるとい

うものではありません。また、議員定数は単に選挙をするためだ

けに決めるものでもありません。議会として行政を十分に監視で

きるのか、委員会活動を適切に行えるのか、そして多様な町民の

声を町政に反映できるのか、こうした議会機能を十分に考慮した

上で、適正な定数を判断する必要があります。そのことを踏まえ

た上でも、これまで定数 12名のもとで２回続けて無投票となっ

た事実を考えれば、現在の定数について見直す時期に来ていると

私は考えます。今回、定数を１名削減して 11名とするのか、２

名削減して 10名とするのかについては、私自身、非常に難しく

悩ましい判断でありました。しかし、先ほど発議者から提案理由

として説明がありましたように、近隣自治体の状況を見ますと、

大川市では定数 12名への見直しが行われています。また、議員

１人当たりの住民数で比較しますと、同じ地区の大刀洗町が 1353

人、広川町が 1453人であり、本町を 10名とした場合には 1345

人、これは令和８年８月１日現在の住民基本台帳のデータによる

ものを参考にしたものであります。これらの自治体とおおむね同

程度となります。こうした比較から見ても、定数 10名が直ちに

議会機能を損なうものではないと考えます。一方で、定数を削減

する以上、議員一人ひとりがこれまで以上に責任を持って町民の

声を聞き、調査研究や政策提言、行政監視に取り組むことが必要

になります。定数削減は、単に議員の数を減らせばよいというも

のではなく、むしろ議会全体として、その役割の責任をこれまで

以上に果たしていく覚悟が問われるものだと考えます。また、私
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自身、議員定数について、町民の皆様の声をお聞きする中でも、

定数を削減した方がよいという意見を多く耳にしてきました。議

会が実施したアンケートにおいても、 64％の方が議員定数を減

らすべきと回答されています。もちろん、この数字だけをもって

定数を決定すべきではありません。しかし、町民の皆様が現在の

議員定数をどのように受け止めているのかを示す一つの重要な指

標として、議会は真摯に受け止める必要があると考えます。人口

減少が進み、無投票が続いている中にあって、議会自身もそのあ

り方を見直し、議会は町民から信頼を得られる存在であり続けな

ければなりません。今回 12名から 10名へ２名削減するという、

明確な見直しを行うことは、町民の声に応えるとともに、議会自

らが改革に取り組む姿勢を示すことにもつながるものと考えま

す。以上の理由から、私は議員定数を 10名とする本条例改正案

に賛成いたします。以上です。 

 

〇議長 

次に、修正案に賛成の方、討論はありませんか。はい、５番深町

敏生議員。 

 

〇深町敏生議員 

私は、定数 11名の方の賛成で討論させていただきます。１つ

は、先ほど益田議員の方からの資料で説明がございましたとお
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り、全国 926町村の中で、大木町の人口と匹敵するところで、 

63町村がございまして、その中で議員数を調べると 13人という

形であっております。あえてその確かに 10名になっている町村

もございます。５/63であります。大木町において、あえてそこ

まで減らす理由が私には見出せませんでした。むしろ 11名で、

活動したこの約３年間の評価をまだ町民の方から受けてないとい

うことで、受けてからでも遅くはないというふうに、10名にした

場合です。というふうに私は思っております。２つ目が、やはり

３人寄れば文殊の知恵ということわざが昔からあります。外国で

も２ヘッズ・ベター・ザ・１と、２つの頭は１つよりも優れてい

るということがあるように、１人でも多い知恵があるとするなら

ば、そういう知恵が大きな力になってくるというふうに思ってお

ります。この多様化する現代社会におきまして、大木町もいろん

な、課題を抱えている中で、１人でも多くの議員が町民のニーズ

を的確に把握して、二元代表制である議会側において、遺憾なく

力を発揮できる体制を私は維持していくべきだと今は思っており

ます。３つ目が、今何が一番大事なんでしょうかという視点であ

りますけれども、議員の中で５名が新人で立候補いたしました。

不安の中で落選したらどうしようかとか、眠れない日が私はあり

ましたし、他の方もそうじゃなかったでしょうか。そしてまた、

ベテラン議員の皆さんも昔はそうではなかったでしょうか。来年

４月には私たちと同じような気持ちで立候補を決断して議員を目

指される方が、私はおられるというふうに確信をしております。

そのような議員に挑もうとする方が手を上げやすい道を作ること
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も現議員、町民の皆様に託されているのではないでしょうか。一

人でも多い議員定数 11名にして新人候補の挑戦を待ってもいい

のではないでしょうか。皆さん、見てください。議員席３列あり

ます。これがもう２列になるんですよね。これはやっぱり座る席

があっても空いていくことに、眠ることを惜しんで頑張って、こ

の３年間、 ３年半、皆さんもやってきてあったと思いますが、

これを本当にやるせない気持ちでありまして、 11名、今の現体

制で頑張ってきたことを、誇りを持って町民の皆さんの判断や評

価を、私は受けてからでも 10名は遅くないというふうに思っ

て、11名で賛成の立場で意見を述べさせていただきました。以上

です。 

 

〇議長 

最後になりましたけど、原案に賛成の方、ご意見ございますか。

じゃあ総じて。 

 

〇益田隆一議員 

はい、すみません。執行部の皆さん大変お待たせいたしました。

これで最後になるかと思います。実はこういったふうに資料を用

意していたんですが、あえてもう出しません。こういう資料とい

うのは、作ろうと思ったら３分、５分でできる話であって、感情

論で述べるんではなくて、今回問われているというのは、私たち
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がいかに自ら痛みを受け入れて、どこまで変われる覚悟を示せる

のか。私はそこが問われているのではないかと思います。今後、

議員の仕事の責任が増えていくことになりまして、仕事量が増え

るために人数で補うという考えというのは、これまでの仕事のや

り方をそのまま続けることが前提になっているのではないかと考

えます。旧態依然とした仕組みを人数で支えることが本当の議会

改革論なんだろうかと。一番大切なのは、私たち議員自身が努力

して学んで時代に合わせて進化していくことが大事であると考え

ます。先ほど皆さんから色々出ていました町民の声が聞きづらい

と聞き取りにくくなるのではないかと。こういったのはＡＩやＤ

Ｘを活用することによって自身の仕事を減らして、生まれた時間

を町民との対話に費やすことができる話であって、自らの努力が

抜けているのではないのかと感じてしまいます。人数で仕事量を

補う前に、私たち一人ひとりが、仕事の質とスピードを高めて議

員としてバージョンアップしていかなくてはならない。かつては

自分はガラケーしか使わないって言っていた人が時代の流れの中

でスマートフォンを使うようになって、そしてスマートフォンと

いうデバイスでさえ将来は何になるかわからない。こういった社

会がこれだけ変化している中で、議会だけが昔の道具、昔のやり

方、昔の考え方でいいわけがないと私は思っております。変化を

拒むのではなくて、変化に対応すると、その努力を続けることこ

そ、議会改革だと私は思っています。これが最後ですかね。は

い、一応これで終わらせていただきたいと思います。 
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〇議長 

総じて、一人、はい。中島議員。 

 

〇中島宗昭議員 

どちらも聞いても、どちらも正しくて正しくない。と言いますの

も、私としては、今までの流れの中で話を聞いていて、みんな思

いが一生懸命ありますが、感想として、実は自分の今 16年目の

流れとして４回選挙ありました。でも、 １回だけ選挙はありま

したが、全部、もう４回とも無投票と同じような状況です。と言

いますのもこういうことな人のこと言ったらいかんと思うが、こ

ういった人がちょっと立候補するようだから、ちょっと誰かを引

っ張ってきて、というような、そういった工作とか、いろんなこ

とがあっていたんですよね。ですから、前回も今 12名、今 11名

ですけど、本当 11名だったかもわかりません。そういった状況

の中で本当にずっと今まで定数に関しては、だいたい減という感

じの状況になってきたと思います。ですから、そういった中で、

前期の時には、一般の審査、予算審査、決算審査も全員でやりま

した。この議場で。それぞれ、全員でやればいっぱいいろんな意

見が出ます。自由に。６人で出すよりも 10人で出すと。そうい

った形できちんと審査もやってきたと思います。そういったこと

を考えれば、 10人でもいいのかなと。それから人口割での定数

とか、そういったこともありますが、私今までやってきた中では

10人の定数でいいと思っておりますし、これが例えば９人、 ８
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人になっても議員がだんだん減ってくるような今、この環境、大

木町だけじゃなく、社会環境がそういった形に無関心になってい

ることと、それからやっぱ経済的にやっぱ若い人たちに出られ

る。でも住民はみんな若い人を出せ、若い人を出せと言うけど、

若い人に今の報酬では出られない。やっぱり出たくない。そして

言われるのは、もう前から議員はなんしょっとかと。そういった

感じしかないから、なかなか出ては、出にくい環境にあるのはそ

の辺にあると思います。社会環境の方で。だから今度は、そうい

ったことはどうでもいいですが、もう 10名 ことで議論に賛成し

たいと思います。 

 

〇議長 

以上、皆さんの意見を拝聴したいと思いますが、他にございます

か。 

 

討論なし 

 

討論なしと認めます。これをもって討論を終結いたします。お諮

りいたします。これより採決を行いたいと思います。ご異議あり

ませんか。 
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異議なし 

 

ご異議なしと認めます。まず、発議に対する益田富啓議員、深町

敏生議員から提出されました。修正案について採決いたします。

修正案は、本町議会議員の定数について、 12人を 11人に改める

ものであります。 

日程第５ 、発議第３号大木町議会議員の定数を定める条例の一

部を改正する条例の制定については、修正案のとおり決定するこ

とに賛成の方は起立願います。起立少数です。したがって修正案

は否決されました。次に、発議第３号の原案について採決いたし

ます。原案は、本町議会議員の定数について、12人を 10人に改

めるものであります。日程第５、発議第３号大木町議会の定数を

定める条例の一部を改正する条例の制定については、原案のとお

り決定することに賛成の方は起立願います。起立多数です。した

がって、発議第３号、本案は原案のとおり可決されました。あり

がとうございました。お諮りいたします。本日の会議はこれにて

延会したいと思います。ご異議ありませんか。 

 

異議なし 

 

ご異議なしと認めます。したがって、本日はこれにて延会するこ

とに決定しました。本日はこれにて延会します。 
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９月４日午前９時 30分にお願いします。お疲れ様でございまし

た。ありがとうございました。 

 

 

延会   １６時  ５０分 


